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３
月
及
び
４
月
の
北
海
道
運
輸
局
、
東
北
運
輸
局
の
数
値
を
含
ま
な
い
。
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年度

合　計 自 動 車 鉄　　道 内航海運 航　空

千トン 千トン 分担
率 千トン 分担

率 千トン 分担
率

千
トン

分担
率

昭40
　45

2,616,397
5,253,192

2,193,195
4,626,069

83.8
88.1

243,524
250,360

9.3
4.8

179,645
376,647

6.9
7.2

33
116

0.0
0.0

　50
　55

5,025,721
5,981,364

4,392,859
5,317,950

87.4
88.9

180,616
162,827

3.6
2.7

452,054
500,258

9.0
8.4

192
329

0.0
0.0

　60
平４
　５
　６
　７

5,597,256
6,490,553
6,229,923
6,255,399
6,463,091

5,048,048
5,866,887
5,620,964
5,619,777
5,836,657

90.2
90.4
90.2
89.8
90.3

96,285
82,402
79,259
78,948
76,932

1.7
1.3
1.3
1.3
1.2

452,385
540,410
528,841
555,764
548,542

8.1
8.3
8.5
8.9
8.5

538
854
859
910
960

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

　８
　９
　10
　11
　12

6,639,355
6,536,129
6,286,872
6,371,191
6,326,801

6,017,886
5,924,450
5,708,841
5,788,483
5,729,403

90.6
90.6
90.8
90.9
90.6

73,558
69,228
60,369
58,685
59,274

1.1
1.1
1.0
0.9
0.9

546,909
541,437
516,647
522,602
537,021

8.2
8.3
8.2
8.2
8.5

1,002
1,014
1,015
1,061
1,103

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

　13
　14
　15
　16
　17

6,132,503
5,887,054
5,746,351
5,601,156
5,496,194

5,552,753
5,332,210
5,246,172
5,107,620
5,016,530

90.5
90.6
91.3
91.2
91.3

58,668
56,592
53,602
52,219
52,473

1.0
1.0
0.9
0.9
1.0

520,067
497,251
445,544
440,252
426,145

8.5
8.4
7.8
7.9
7.8

1,015
1,001
1,033
1,065
1,082

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0

　18
　19
　20
　21
　22

5,498,052
5,474,032
5,223,449
4,911,627
4,891,561

5,028,437
5,012,343
4,797,445
4,535,177
4,480,195

91.5
91.6
91.8
92.3
91.6

51,872
50,850
46,225
43,251
43,628

0.9
0.9
0.9
0.9
0.9  

416,644
409,694
378,705
332,175 
366,734

7.6
7.5
7.3
6.8 
7.5

1,099
1,145
1,074
1,024
1,004

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0  

　23
　24
　25
　26
　27

4,898,724
4,775,232
4,769,192
4,729,581
4,698,710

4,496,954
4,365,927
4,345,753
4,315,836
4,289,000

91.8
91.4
91.1
91.3
91.3

39,827
42,340
44,101 
43,424
43,210

0.8
0.9
0.9
0.9
0.9

360,983
365,992
378,334
369,302
365,486

7.4
7.7
7.9
7.8
7.8

960
973 
1,004
1,019
1,014

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0 

資料：総合政策局情報政策本部「自動車輸送統計年報」「鉄道輸送統計年報」
　　　「内航船舶輸送統計年報」「航空輸送統計年報」より作成。
（注）１�　昭和62年度より、自動車には軽自動車を加えたので、昭和61年度以前と連続しない。
　　　２　平成６年度の自動車の数値には、平成７年１月～３月の兵庫県の数値を含まない。
　　　３　鉄道は、有賃のみである。
　　　４　国内航空（定期のみ）の輸送量には、超過手荷物・郵便物を含む。
　　　５　�自動車に関しては、平成22年10月の調査方法の変更に伴い、平成22年９月以前の統計数

値について、時系列上の連続性の担保の観点から、自動車輸送統計年報で定める接続係
数を用いて再計算したものを使用している。なお、上記には東日本大震災に伴い、平成
23年３月及び４月の北海道運輸局、東北運輸局の数値を含まない。
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0
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0

488157

13
0

18
4

18
636
0

43
4
45
5
46
5
47
6
47
1
45
6
46
2
47
8
48
0
47
0
46
0
46
4
46
2
46
7
46
8
44
6
41
6
44
4
42
7
40
9

40
7

41
5

42
1

47

20
6
19
1
20
1
20
8
20
9
20
5
20
9
21
3
21
2
21
2
21
8
22
2
22
7
23
5
24
0
23
5
22
7
24
3
23
1
21
0
21
4
21
0
20
4

20
6
23
9
23
8
24
2
23
7
22
7
22
9
24
2
24
4
23
6
21
8
21
9
21
2
20
8
20
3
18
8
16
7
18
0
17
5
17
8
18
5
18
3
18
0

22
24

25
25

25
23

23
23

23
23

23
22

22
22

22
22

21
20

20
22

21
21

20

（
年
度
）

昭
和
40
50

60
平
成
6
7

8
9

10
11

12
13

14
15

16
17

18
19

20
21

22
23

25
27

26
24

（
2）
国
内
貨
物
輸
送
量
の
推
移
（
ト
ン
キ
ロ
ベ
ー
ス
）

資
料
：
総
合
政
策
局
情
報
政
策
本
部
「
自
動
車
輸
送
統
計
年
報
」「
鉄
道
輸
送
統
計
年
報
」

　
　
　「
内
航
船
舶
輸
送
統
計
年
報
」「
航
空
輸
送
統
計
年
報
」
よ
り
作
成
。

（
注
）
１
�　
昭
和
62
年
度
よ
り
、
自
動
車
に
は
軽
自
動
車
を
加
え
た
の
で
、
昭
和
61
年
度
以
前
と
連
続
し
な
い
。

　
　
　
２
　
平
成
６
年
度
の
自
動
車
の
数
値
に
は
、
平
成
７
年
１
月
～
３
月
の
兵
庫
県
の
数
値
を
含
ま
な
い
。

　
　
　
３
　
鉄
道
は
、
有
賃
の
み
で
あ
る
。

　
　
　
４
　
国
内
航
空
（
定
期
の
み
）
の
輸
送
量
に
は
、
超
過
手
荷
物
・
郵
便
物
を
含
む
。

　
　
　
５
　
�自
動
車
に
関
し
て
は
、
平
成
22
年
10
月
の
調
査
方
法
の
変
更
に
伴
い
、
平
成
22
年
９
月
以
前
の
統
計
数
値
に
つ
い
て
、
時

系
列
上
の
連
続
性
の
担
保
の
観
点
か
ら
、
自
動
車
輸
送
統
計
年
報
で
定
め
る
接
続
係
数
を
用
い
て
再
計
算
し
た
も
の
を
使

用
し
て
い
る
。
な
お
、
上
記
に
は
東
日
本
大
震
災
に
伴
い
、
平
成
23
年
３
月
及
び
４
月
の
北
海
道
運
輸
局
、
東
北
運
輸
局

の
数
値
を
含
ま
な
い
。
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年度

合　計 自 動 車 鉄　　道 内航海運 航　空

百万ト
ンキロ

百万ト
ンキロ

分担
率

百万ト
ンキロ

分担
率

百万ト
ンキロ

分担
率

百万
トン
キロ

分担
率

昭40
　45

185,726
350,264

48,392
135,916

26.1
38.8

56,678
63,031

30.5
18.0

80,635
151,243

43.4
43.2

21
74

0.0
0.0

　50
　55

360,490
438,792

129,701
178,901

36.0
40.8

47,058
37,428

13.1
8.5

183,579
222,173

50.9
50.6

152
290

0.0
0.1

　60
平４
　５
　６
　７

434,160
467,585
447,860
455,148
465,190

205,941
192,111
188,084
191,244
200,835

47.4
41.1
42.0
42.0
43.2

21,919
26,668
25,433
24,493
25,101

5.0
5.7
5.7
5.4
5.4

205,818
248,002
233,526
238,540
238,330

47.4
53.0
52.1
52.4
51.2

482
804
817
871
924

0.1
0.2
0.2
0.2
0.2

　８
　９
　10
　11
　12

476,001
471,272
455,590
462,035
477,513

208,315
208,655
204,705
209,023
212,631

43.8
44.3
44.9
45.2
44.5

24,968
24,618
22,920
22,541
22,136

5.2
5.2
5.0
4.9
4.6

241,756
237,018
226,980
229,432
241,671

50.8
50.3
49.8
49.7
50.6

962
981
985
1,039
1,075

0.2
0.2
0.2
0.2
0.2

　13
　14
　15
　16
　17

480,119
470,480
460,258
464,475
462,360

212,481
211,776
218,246
222,108
226,896

44.3
45.0
47.4
47.8
49.1

22,193
22,131
22,794
22,476
22,813

4.6
4.7
5.0
4.8
4.9

244,451
235,582
218,191
218,833
211,576

50.9
50.1
47.4
47.1
45.8

　994
　991
1,027
1,058
1,075

0.2
0.2
0.2
0.2
0.2

　18
　19
　20
　21
　22

466,998
467,718
446,036
415,727
444,478

234,863
240,277
234,843
226,807
243,150

50.3
51.4
52.7
54.6
54.7

23,192
23,334
22,256
20,562
20,398

5.0
5.0
5.0
4.9
4.6

207,849
202,962
187,859
167,315
179,898

44.5
43.4
42.1
40.2
40.5

1,094
1,145
1,078
1,043
1,032

0.2
0.2
0.2
0.3
0.2

　23
　24
　25
　26
　27

426,951
409,225
421,072
415,207
407,272

231,061
209,956
214,092
210,008
204,316

54.1
51.3
50.8
50.6
50.2

19,998
20,471
21,071
21,029
21,519

4.7
5.0
5.0
5.1
5.3

174,900
177,791
184,860
183,120
180,381

41.0
43.4
43.9
44.1
44.3

992
1,007
1,049
1,050
1,056

0.2
0.2
0.2
0.3
0.3

資料：総合政策局情報政策本部「自動車輸送統計年報」「鉄道輸送統計年報」
　　　「内航船舶輸送統計年報」「航空輸送統計年報」より作成。
（注）１�　昭和62年度より、自動車には軽自動車を加えたので、昭和61年度以前と連続しない。
　　　２　平成６年度の自動車の数値には、平成７年１月～３月の兵庫県の数値を含まない。
　　　３　鉄道は、有賃のみである。
　　　４　国内航空（定期のみ）の輸送量には、超過手荷物・郵便物を含む。
　　　５　�自動車に関しては、平成22年10月の調査方法の変更に伴い、平成22年９月以前の統計数

値について、時系列上の連続性の担保の観点から、自動車輸送統計年報で定める接続係
数を用いて再計算したものを使用している。なお、上記には東日本大震災に伴い、平成
23年３月及び４月の北海道運輸局、東北運輸局の数値を含まない。
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（
３
）主
要
品
目
別
輸
送
量（
平
成
27
年
度
）

（
単
位
　
ト
ン
数
：
千
ト
ン
）

輸
送
機
関

合
　
　
計

JR
貨
物

自
動
車

内
航
海
運

ト
ン
数

対前
年度

比（
％）
ト
ン
数

対前
年度

比（
％）
営
業
用

対前
年度

比（
％）
自
家
用

対前
年度

比（
％）
ト
ン
数

対前
年度

比（
％）

品
目

合
計

44
10
01
5 

71
.6 

86
61
 

98
.8 
25
66
35
1 

83
.6 
14
69
51
7 

10
4.2
 
36
54
86
 

99
.0 

穀
　

物
37
23
3 

66
.2 

－
－

25
93
5 

63
.5 

88
11
 

69
.4 

24
87
 

91
.7 

木
　

材
13
12
63
 

72
.9 

－
－

77
60
4 

59
.8 

51
93
9 

10
8.8
 

17
19
 

69
.9 

金
属

鉱
11
67
6 

77
.7 

17
9 

94
.7 

79
18
 

65
.0 

10
56
 

62
1.1
 

25
23
 

10
2.2
 

石
　

炭
30
74
6 

70
.6 

14
5 

86
.3 

17
20
0 

59
.0 

23
6 

69
.4 

13
16
5 

94
.7 

砂
利

・
砂

・
石

材
54
35
70
 

54
.5 

2 
10
0.0
 
19
15
93
 

31
.9 

32
91
87
 

87
.8 

22
78
7 

10
4.8
 

工
業

用
非

金
属

鉱
物

11
83
88
 

78
.3 

－
－

36
37
0 

62
.4 

12
89
9 

54
.7 

69
12
0 

99
.8 

金
　

属
22
34
98
 

83
.0 

32
 

86
.5 

15
31
06
 

78
.5 

29
19
7 

92
.9 

41
16
3 

96
.2 

（
鉄

　
鋼

）
－

－
32

86
.5 

13
44
53
 

79
.8 

24
27
3 

93
.6 

39
62
1 

95
.3 

金
属

製
品

12
95
17
 

64
.2 

－
－

87
78
4 

55
.2 

41
36
0 

97
.9 

37
3 

62
.9 

機
　

械
22
03
55
 

61
.8 

85
3 

98
.3 

13
03
45
 

46
.9 

80
41
9 

12
2.8
 

87
38
 

71
.7 

窯
業

品
34
68
49
 

63
.5 

74
7 

96
.0 

14
93
05
 

44
.2 

15
91
99
 

93
.8 

37
59
8 

97
.7 

（
セ

メ
ン

ト
）

87
41
1 

73
.6 

74
7 

96
.0 

41
12
0 

61
.7 

10
43
4 

72
.9 

35
11
0 

94
.9 

石
油

製
品

22
87
33
 

65
.1 

57
94
 

99
.8 

94
72
0 

45
.5 

42
07
8 

83
.4 

86
14
1 

99
.2 

化
学

薬
品

60
28
6 

10
5.2
 

14
5 

10
1.4
 

35
25
0 

10
0.8
 

39
03
 

95
.4 

20
98
8 

11
5.7
 

化
学

肥
料

11
67
8 

69
.7 

－
－

75
79
 

57
.0 

33
29
 

11
5.4
 

76
9 

13
8.8
 

紙
・

パ
ル

プ
12
01
23
 

93
.6 

－
－

99
84
7 

89
.7 

18
42
8 

12
0.8
 

18
48
 

10
0.9
 

繊
維

工
業

品
17
16
9 

57
.0 

－
－

12
24
9 

50
.7 

49
19
 

83
.1 

－
－

食
料

工
業

品
23
66
48
 

57
.4 

－
－

20
58
83
 

55
.7 

29
53
4 

72
.2 

12
32
 

81
.0 

日
用

品
26
36
02
 

11
0.7
 

－
－

22
58
91
 

10
0.5
 

14
03
2 

10
5.5
 

23
67
9 

99
.1 

特
種

品
11
79
51
5 

11
1.4
 

－
－

75
21
19
 

11
7.6
 
42
73
96
 

10
7.0
 

－
－

（
廃

棄
物

）
－

－
－

－
80
07
7 

17
.9 

17
68
89
 

59
.9 

19
97
2

99
.1 

（
注
）
1�　
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
情
報
政
策
本
部
資
料
（「
自
動
車
輸
送
統
計
年
報
」「
内
航
船
舶
輸
送
統
計
年
報
」）
及

び
鉄
道
局
監
修
「
鉄
道
統
計
年
報
」
及
び
鉄
道
局
資
料
に
よ
る
。

　
　
　
2　
主
要
品
目
の
み
で
あ
る
の
で
合
計
と
は
一
致
し
な
い
。

　
　
　
3　
JR
貨
物
は
、
有
賃
の
車
扱
の
み
で
あ
る
。

　
　
　
4　
特
種
品
：
金
属
屑
、
動
植
物
性
飼
料
、
そ
の
他
の
合
計
。
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47
.3

0
10

20
30

40
50

60
70

80
90

10
0

6.1
1.81

8.57

4.72.91.2 1.7

0.1

2.8

17
.6

97
.1

38
.5

0.92
3.66

49
.9

59
.7

81
.1

（
4）
距
離
帯
別
輸
送
機
関
分
担
率

　
　
距
離
帯
別
輸
送
機
関
分
担
率
（
平
成
19
年
度
）

～
10
0k
m
未
満

10
0k
m
～
30
0k
m

30
0k
m
～
50
0k
m

50
0k
m
～
75
0k
m

75
0k
m
～
10
00
km

10
00
km
以
上

資
料
：
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
情
報
政
策
本
部
「
貨
物
・
旅
客
地
域
流
動
調
査
・
分
析
資
料
」
より
作
成
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2．貨物純流動の状況（第10回全国貨物純流動調査（物流センサス））

　（1）全国貨物純流動調査（物流センサス）について
　　①全国貨物純流動調査の概要

○全国貨物純流動調査は，貨物そのものに着目し，貨物の出発点から到
着点までの動きを一区切りの流動として，メーカーや商店など貨物を
出荷する側からとらえた統計である。

○昭和45年の第一回調査以来５年おきに実施しており,ここでは平成27年
の第10回調査の結果を掲載する。

○第10回全国貨物純流動調査は「年間輸送傾向調査（年間調査）」と「３
日間流動調査（３日間調査）」の２種類の調査を実施している。この
うち，「年間調査」は平成26年４月～平成27年３月までの平成26年度
における貨物の出入荷概要を調査したものである。一方，「３日間調査」
は平成27年10月20日～22日の３日間における貨物の詳細な流動実態を
調査したものである。

○本調査は標本調査であり回答の得られた約2万件のデータから全国約
60万件の数値を推計している。

　（標本の抽出, 母集団推計は業種・地域・規模等別に実施）
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②総流動量と純流動量との違い

○総流動統計では，A地からD地までのテレビ10トンの流動は，
①A地からB地までのトラックによる10トンの流動
②B地からC地までの鉄道による10トンの流動
③C地からD地までのトラックによる10トンの流動
として表され，「合計30トンの総流動量」となる。

○純流動統計では，「A地からD地までのテレビ10トンの流動」として
そのまま表される。なお，全国貨物純流動調査においては，その輸送
経路（中継地点及び手段）をあわせて把握している。

20km500km30km
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（2）全国貨物純流動量の推移
① 産業別年間出荷量の推移
○「年間調査」による。

227百万トン
（8.8％）

462百万トン
（17.8％）

257百万トン
（9.9％）

平成22年調査
25億9千万トン

464百万トン
（14.1％）

2,019百万トン
（61.2％）

1,644百万トン
（63.5％）

556百万トン
（16.8％）

262百万トン
（7.9％）

235百万トン
（9.3％）

402百万トン
（15.9％）

1,626百万トン
（64.3％）

265百万トン
（10.5％）

平成27年調査
25億34万トン

平成12年調査
33億トン
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② 品類別年間出荷量の推移
○「年間調査」による。
○化学工業品，鉱産品，金属機械工業品で年間総出荷量の73.6％を占め
る。

125百万トン（3.8%）
110百万トン（3.3%）

43百万トン（1.3%）

163百万トン（4.9%）

288百万トン
（8.7%）

1,237百万トン
（37.5%）

514百万トン
（15.6%）

822百万トン
（24.9%）

平成12年
35億トン

118百万トン（3.8%）
167百万トン（5.4%）

149百万トン（4.9%）

56百万トン（1.8%）

638百万トン
（20.8%）

514百万トン
（16.8%）

1,161百万トン
（37.9%）

260百万トン
（8.5%）

平成17年
30億6千2百万トン

103百万トン（4.0%）
168百万トン（6.5%）

142百万トン（5.5%）

482百万トン
（18.6%）

467百万トン
（18.0%）

950百万トン
（36.7%）

246百万トン
（9.5%）

平成22年
25億9千万トン

32百万トン（1.2%）

158百万トン（6.3%）
97百万トン（3.8%）

900百万トン
（35.6%）

430百万トン
（17.0%）

530百万トン
（21.0%）

234百万トン
（9.3%）

平成27年
25億34万トン

37百万トン（1.4%）

142百万トン（5.6%）
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③　 都道府県別年間出荷量の推移
　◦「年間調査」による。
　◦ �年間出荷量を発都道府県別にみると、愛知県が最も出荷量が多く

全国の7.5％を占め、以下、千葉県、神奈川県、大阪府、北海
道、福岡県、兵庫県、茨城県、東京都、岡山県の順である。この
上位10都道府県で全国の50.3％を占める。

　◦ �年間出荷量の発地域（全国を10ブロックに分割）の構成をみると、
関東が最も多く27.0％を占め、以下、中部（15.6％）、近畿
（13.2％）、九州（11.2％）、中国（10.7％）の順となっている。

北 海 道：北海道

東　　北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

関　　東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨

北陸信越：新潟、富山、石川、長野

中　　部：福井、岐阜、静岡、愛知、三重

近　　畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

中　　国：鳥取、島根、岡山、広島、山口

四　　国：徳島、香川、愛媛、高知

九　　州：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

沖　　縄：沖縄

沖縄
九州
四国

近畿

中国

中部

北陸信越

関東

東北
北海道

平成12年調査
3,302百万トン

164百万トン（5.0％）
平成17年調査
3,062百万トン

145百万トン（4.7％）
222百万トン（7.2％）

179百万トン（5.8％）

131百万トン（4.3％）

838百万トン
（27.4％）

492百万トン
（16.1％）

398百万トン
（13.0％）
303百万トン
（9.9％）

329百万トン
（10.7％）

255百万トン（7.7％）

204百万トン（6.2％）

135百万トン（4.1％）

889百万トン
（26.9％）

503百万トン
（15.2％）

434百万トン
（13.1％）
318百万トン
（9.6％）

368百万トン
（11.1％）

32百万トン（1.0％） 26百万トン（0.8％） 21百万トン（0.8％）21百万トン（0.8％）

平成22年調査
2,590百万トン 平成27年調査

2,528百万トン
117百万トン（4.5％） 124百万トン（4.9％）174百万トン（6.7％） 190百万トン（7.5％）

140百万トン（5.4％） 121百万トン（4.8％）

112百万トン（4.3％） 107百万トン（4.2％）

736百万トン
（28.4％）

682百万トン
（27.0％）

427百万トン
（16.5％）

395百万トン
（15.6％）

339百万トン
（13.1％）

333百万トン
（13.2％）

249百万トン
（9.6％）

271百万トン
（10.7％）

275百万トン
（10.6％）

283百万トン
（11.2％）
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鉄道
0.9%

29.1% 24.3% 21.4%

64.3% 62.9%

9.3% 13.3%

57.0%

11.9%

0.9% 1.3%

1.1%

0.0% 0.0% 0.0%

1.2%
1.2%

自家用
トラック

営業用
トラック

航空
その他
船舶

フェリーコンテナ船
・RORO船

（3日間調査：重量ベース）

2015 年調査2010 年調査2005 年調査

　（3）代表輸送機関別シェアの推移
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Ⅲ．国際物流の動向

１．国際貨物輸送の動向

 　（1）国際貨物輸送量の推移（トンベース）
（単位：千トン）

年度
項目

平成
21 22 23 24 25 26 27

海 運
輸　　　　　　　　出
輸　　　　　　　　入

832,508
143,646
688,862

915,449
156,408
759,041

902,516
149,802
752,714

960,111
161,071
799,040

973,390
167,315
806,075

958,587
163,215
795,372

946,713
168,977
777,736

航 空
輸　　　　　　　　出
輸　　　　　　　　入

2,598
1,256
1,342

3,023
1,418
1,606

2,882
1,296
1,585

2,824
1,237
1,587

2,934
1,299
1,635

3263
1543
1720

3113
1457
1656

合　　　　　　　　　計 835,106 918,472 905,398 962,935 976,324 961,850 949,826

我が国商船隊による貨物輸送量
輸　　　　　　　　出
輸　　　　　　　　入
三　　　 国 　　　間

823,851
44,963
457,996
320,892

819,075
44,758
465,898
308,419

966,697
51,863
535,977
378,857

1,001,130
50,414
530,855
419,861

1,026,983
52,001
540,872
434,111

1,035,239
58,431
535,244
441,563

1,056,144
60,802
544,702
450,639

我が国商船隊による積取比率（％）
輸　　　　　　　　出

輸　　　　　　　　入

31.3
（0.9）
66.5
（7.1）

28.6
（0.8）
61.4
（5.6）

34.6
（0.9）
71.2

（10.0）

31.3
（0.8）
66.4

（10.3）

31.1
（0.8）
67.1

（10.8）

35.8
（0.9）
67.3

（11.5）

36.0
（0.8）
70.0

（13.4）

我が国航空企業による貨物輸送量
輸　　　　　　　　出
輸　　　　　　　　入
三　　　 国 　　　間

1,051.5
473.2
578.3
―

1,254.2
550.6
648.3
55.3

1,072.5
468.6
563.7
40.2

1,145.9
495.3
601.4
49.2

1,238.6
544.4
652.8
41.4

1,422.0
640.6
727.4
54.0

1386.1
651.5
734.6
35.4

我が国航空企業による積取比率（％）
輸　　　　　　　　出
輸　　　　　　　　入

37.7
43.1

38.8
40.4

36.1
35.6

40.0
37.9

41.9
39.9

41.5
42.3

44.7
44.4

（注）1　国土交通省海事局資料及び航空局資料により作成。
2　我が国商船隊（外国用船を含む。）による積取比率欄の（　）内は内訳で日本船だけのも
のである。
3　我が国航空企業による貨物輸送量は、貨物のみ（他に超過手荷物と郵便がある。）であり、
三国間輸送を含む。
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 　（2）国際貨物輸送量の推移（金額ベース）
＜輸　出＞� （単位：十億円）

年　度 航　　空 海　　運 計

昭 55
60

平 16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

（％）
 2,507（  8）
  4,331（11）
19,553（32）
20,763（30）
23,154（30）
24,338（29）
18,690（26）
17,144（29）
18,879（28）
17,284（26）
15,907（25）
17,753（25）
19,853（27）
20,487（28）

（％）
27,552（92）
36,400（89）
41,610（68）
47,527（70）
54,307（70）
60,775（71）
52,455（74）
41,863（71）
48,910（72）
48,004（74）
48,033（75）
53,104（75）
54,814（73）
53,630（72）

30,059
40,731
61,163
68,290
77,461
85,113
71,145
59,007
67,789
65,288
63,940
70,857
74,667
74,117

＜輸　入＞

年　度 航　　空 海　　運 計

昭 55
60

平 16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

（％）
 2,761（  9）
  4,127（14）
14,297（29）
16,082（27）
17,640（26）
17,880（24）
15,138（21）
13,313（25）
14,537（23）
14,544（21）
15,458（21）
18,163（21）
18,794（22）
20,352（27）

（％）
28,716（91）
24,953（86）
34,904（71）
44,429（73）
50,807（74）
57,078（76）
56,734（79）
40,508（75）
47,920（77）
55,167（79）
56,640（79）
66,453（79）
65,001（78）
54,853（73）

31,477
29,080
49,201
60,511
68,447
74,958
71,872
53,821
62,457
69,711
72,098
84,613
83,795
75,205

＜合　計＞

年　度 航　　空 海　　運 計

昭 55
60

平 16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

（％）
 5,268（  9）
  8,458（12）
33,850（31）
36,844（29）
40,794（28）
42,218（26）
33,828（24）
30,457（27）
33,417（26）
31,828（24）
31,365（23）
35,913（23）
38,647（24）
40,839（27）

（％）
 56,268（91）
  61,353（88）
  76,513（69）
  91,957（71）
105,114（72）
117,853（74）
109,189（76）
  82,371（73）
  96,829（74）
103,171（76）
104,673（77）
119,557（77）
119,815（76）
108,483（73）

  61,536
  69,811
110,363
128,801
145,908
160,071
143,017
112,828
130,246
134,999
136,038
155,470
158,462
149,322

（注）｢外国貿易概況｣（財）日本関税協会より作成。
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（単位：億円）

順　位 港湾・空港名 総貿易額
輸出額 全国比 輸入額 全国比

1（1） 成田国際空港※ 252,543 118,086 15.6 134,457 17.1

2（2） 京　浜【東京】 164,077 58,204 7.7 105,873 13.5

3（3） 名古屋 152,259 107,455 14.2 44,804 5.7

4（4） 京　浜【横浜】 106,846 68,847 9.1 37,999 4.8

5（5） 関西国際空港 112,857 73,433 9.7 39,424 5.0 

6（7） 阪　神【神戸】 80,109 51,101 6.8 29,008 3.7

7（6） 阪　神【大阪】 74,857 31,445 4.2 43,412 5.5

8（8） 千葉 34,120 7,536 1.0 26,585 3.4

9（10） 三河 30,289 23,881 3.2 6,409 0.8

10（    ） 川崎 29,931 12,597 1.7 17,334 2.2

全　国 1,540,194 756,139 784,055

 出典：財務省「貿易統計（2016年）」より国土交通省総合政策局物流政策課作成
　　　（　）内は2015年の順位
（注）：港湾・空港名は関税法施行令に定める開港・税関空港名である。
　　　【　】内は税関官署名である。
　　※�成田税関支署、成田南部航空貨物出張所、東京航空貨物出張所を合計し

成田国際空港とする。

 　（3）港湾・空港別貿易額ランキング（2016年）
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（輸入）
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図上の数字は輸入総量（単位：千トン）である。
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順位 都道府県名 港　湾　名 合　計
輸　出 輸　入

1 東 京 都 京 浜【 東 京 】 4,251 1,981 2,270
2 神 奈 川 県 京 浜【 横 浜 】 2,521 1,327 1,194
3 愛 知 県 名 古 屋 2,491 1,296 1,195
4 兵 庫 県 阪 神【 神 戸 】 2,141 1,150 991
5 大 阪 府 阪 神【 大 阪 】 1,952 889 1,063
6 福 岡 県 博 多 844 403 442
7 福 岡 県 北 九 州 449 230 219
8 静 岡 県 清 水 445 228 217
9 北 海 道 苫 小 牧 201 96 105
10 三 重 県 四 日 市 179 98 82
11 宮 城 県 仙 台 塩 釜 156 78 78
12 新 潟 県 新 潟 156 75 81
13 広 島 県 広 島 153 77 76
14 岡 山 県 水 島 117 62 55
15 神 奈 川 県 京 浜【 川 崎 】 84 40 44
16 沖 縄 県 那 覇 78 38 40
17 秋 田 県 秋 田 77 40 37
18 愛 媛 県 三 島 川 之 江 72 34 38
19 鹿 児 島 県 志 布 志 70 35 35
20 富 山 県 伏 木 富 山 70 35 35
21 広 島 県 福 山 69 33 36
22 山 口 県 徳 山 下 松 63 41 21
23 石 川 県 金 沢 61 31 30
24 山 口 県 下 関 54 27 27
25 佐 賀 県 伊 万 里 51 25 27
26 北 海 道 石 狩 湾 新 51 25 25
27 千 葉 県 千 葉 47 28 18
28 福 井 県 敦 賀 42 21 21
29 鳥 取 県 境 37 19 18
30 愛 知 県 三 河 37 18 19
31 山 形 県 酒 田 32 18 14
32 香 川 県 高 松 32 16 16
33 大 分 県 大 分 30 17 14
34 愛 媛 県 今 治 30 15 15
35 福 島 県 小 名 浜 29 15 14

　（4）港湾別外貿コンテナ取扱貨物量及び取扱個数ランキング
　　　①　2016年（速報値）
　　　●外貿コンテナ取扱個数� （単位：千TEU）
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順位 都道府県名 港　湾　名 合　計
輸　出 輸　入

36 新 潟 県 直 江 津 29 14 15
37 愛 媛 県 松 山 28 14 14
38 山 口 県 岩 国 28 17 10
39 宮 崎 県 細 島 26 14 12
40 山 口 県 三 田 尻 中 関 26 16 10
41 青 森 県 八 戸 25 13 11
42 北 海 道 釧 路 24 12 12
43 熊 本 県 八 代 19 9 10
44 大 阪 府 堺 泉 北 19 9 10
45 徳 島 県 徳 島 小 松 島 17 9 9
46 福 岡 県 三 池 16 8 8
47 茨 城 県 茨 城 16 7 9
48 京 都 府 舞 鶴 15 7 7
49 北 海 道 小 樽 14 7 7
50 鹿 児 島 県 川 内 13 6 6
51 静 岡 県 御 前 崎 13 8 5
52 高 知 県 高 知 13 6 6
53 長 崎 県 長 崎 8 4 4
54 熊 本 県 熊 本 7 4 4
55 和 歌 山 県 和 歌 山 下 津 6 3 3
56 山 口 県 宇 部 5 3 3
57 北 海 道 函 館 5 3 2
58 島 根 県 浜 田 4 2 2
59 広 島 県 大 竹 4 2 2
60 北 海 道 室 蘭 3 2 1
61 宮 崎 県 油 津 3 1 2
62 茨 城 県 鹿 島 3 1 1
63 沖 縄 県 石 垣 1 1 0
64 鹿 児 島 県 鹿 児 島 1 0 0
64 北 海 道 白 老 0 0 0

全 国 計 17,559 8,764 8,795
資料：港湾管理者調べをもとに国土交通省港湾局作成。
（注）コンテナ個数は、実入りコンテナと空コンテナを合計した値である。

（単位：千TEU）
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（単位：千トン）

　　　②　2015年
　　　●外貿コンテナ取扱貨物量

順位 都道府県名 港　湾　名 合　計
輸　出 輸　入

1 愛 知 県 名 古 屋 46,837 22,815 24,023
2 東 京 都 東 京 44,930 12,450 32,480
3 兵 庫 県 神 戸 37,168 17,804 19,364
4 神 奈 川 県 横 浜 36,834 15,032 21,802
5 大 阪 府 大 阪 30,188 7,781 22,407
6 福 岡 県 博 多 13,524 5,128 8,396
7 福 岡 県 北 九 州 7,159 3,347 3,812
8 静 岡 県 清 水 5,308 3,746 1,563
9 三 重 県 四 日 市 3,154 1,718 1,435
10 新 潟 県 新 潟 2,689 862 1,827
11 宮 城 県 仙 台 塩 釜 2,182 856 1,326
12 北 海 道 苫 小 牧 1,903 629 1,274
13 岡 山 県 水 島 1,523 697 826
14 広 島 県 広 島 1,271 451 820
15 神 奈 川 県 川 崎 1,091 223 869
16 富 山 県 伏 木 富 山 1,045 385 660
17 沖 縄 県 那 覇 1,032 312 720
18 山 口 県 下 関 990 439 552
19 山 口 県 徳 山 下 松 904 677 226
20 石 川 県 金 沢 847 302 545
21 青 森 県 八 戸 561 245 316
22 愛 媛 県 三 島 川 之 江 543 177 366
23 広 島 県 福 山 502 149 353
24 千 葉 県 千 葉 484 267 217
25 秋 田 県 秋 田 475 249 226
26 鹿 児 島 県 志 布 志 446 112 335
27 福 井 県 敦 賀 404 172 233
28 愛 媛 県 松 山 321 146 175
29 静 岡 県 御 前 崎 301 284 17
30 北 海 道 石 狩 湾 新 301 132 169
31 大 分 県 大 分 291 184 107
32 山 口 県 岩 国 286 210 77
33 鳥 取 県 境 273 162 111
34 愛 知 県 三 河 259 114 144
35 新 潟 県 直 江 津 256 89 167
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（単位：千トン）

順位 都道府県名 港　湾　名 合　計
輸　出 輸　入

36 佐 賀 県 伊 万 里 255 77 178
37 山 形 県 酒 田 246 127 119
38 宮 崎 県 細 島 228 141 87
39 香 川 県 高 松 218 83 136
40 愛 媛 県 今 治 203 126 77
41 北 海 道 小 樽 187 13 175
42 京 都 府 舞 鶴 176 69 108
43 北 海 道 釧 路 173 87 86
44 高 知 県 高 知 168 50 118
45 徳 島 県 徳 島 小 松 島 153 38 115
46 鹿 児 島 県 川 内 143 78 65
47 茨 城 県 茨 城 143 33 109
48 熊 本 県 熊 本 139 48 92
49 熊 本 県 八 代 134 64 70
50 福 島 県 小 名 浜 127 28 99
51 山 口 県 三 田 尻 中 関 114 57 57
52 山 口 県 宇 部 78 42 36
53 和 歌 山 県 和 歌 山 下 津 77 11 66
54 大 阪 府 堺 泉 北 55 10 45
55 長 崎 県 長 崎 49 10 39
56 北 海 道 室 蘭 49 30 18
57 広 島 県 大 竹 45 21 24
58 福 岡 県 三 池 44 16 27
59 島 根 県 浜 田 37 12 25
60 北 海 道 函 館 36 18 18
61 宮 崎 県 油 津 32 13 18
62 鹿 児 島 県 鹿 児 島 12 9 4
63 香 川 県 多 度 津 1 1 0
64 沖 縄 県 石 垣 0 0 0

全 国 計 249,606 99,656 149,951
資料：�国土交通省総合政策局「港湾統計（年報）2015年」をもとに国土交通省

港湾局作成
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（単位：千TEU）

　　　②　2015年
　　　●外貿コンテナ取扱個数

順位 都道府県名 港　湾　名 合　計
輸　出 輸　入

1 東 京 都 京 浜【 東 京 】 4,150 1,917 2,232
2 神 奈 川 県 京 浜【 横 浜 】 2,514 1,330 1,183
3 愛 知 県 名 古 屋 2,466 1,287 1,179
4 兵 庫 県 阪 神【 神 戸 】 2,115 1,132 983
5 大 阪 府 阪 神【 大 阪 】 1,970 897 1,073
6 福 岡 県 博 多 822 404 418
7 福 岡 県 北 九 州 433 222 211
8 静 岡 県 清 水 430 224 206
9 北 海 道 苫 小 牧 196 94 103
10 三 重 県 四 日 市 172 94 79
11 新 潟 県 新 潟 161 79 83
12 広 島 県 広 島 145 74 72
13 宮 城 県 仙 台 塩 釜 139 71 68
14 岡 山 県 水 島 120 61 59
15 沖 縄 県 那 覇 79 38 40
16 神 奈 川 県 川 崎 77 36 40
17 富 山 県 伏 木 富 山 75 37 38
18 広 島 県 福 山 74 35 40
19 山 口 県 徳 山 下 松 68 46 23
20 愛 媛 県 三 島 川 之 江 65 31 34
21 鹿 児 島 県 志 布 志 64 29 34
22 山 口 県 下 関 63 31 31
23 秋 田 県 秋 田 59 32 28
24 石 川 県 金 沢 58 29 29
25 佐 賀 県 伊 万 里 50 25 25
26 愛 知 県 三 河 49 24 25
27 北 海 道 石 狩 湾 新 46 23 23
28 千 葉 県 千 葉 42 25 18
29 福 井 県 敦 賀 39 20 19
30 鳥 取 県 境 34 18 16
31 山 形 県 酒 田 31 16 15
32 香 川 県 高 松 30 15 15
33 新 潟 県 直 江 津 29 14 15
34 愛 媛 県 松 山 28 14 14
35 大 分 県 大 分 28 16 12
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（単位：千TEU）

順位 都道府県名 港　湾　名 合　計
輸　出 輸　入

36 青 森 県 八 戸 27 15 12
37 宮 崎 県 細 島 25 14 11
38 愛 媛 県 今 治 24 13 11
39 山 口 県 岩 国 22 16 7
40 北 海 道 釧 路 20 10 10
41 山 口 県 三 田 尻 中 関 20 11 9
42 茨 城 県 茨 城 20 9 11
43 大 阪 府 堺 泉 北 19 9 10
44 静 岡 県 御 前 崎 18 12 6
45 熊 本 県 八 代 18 9 9
46 福 島 県 小 名 浜 17 8 8
47 徳 島 県 徳 島 小 松 島 15 8 8
48 鹿 児 島 県 川 内 15 9 6
49 北 海 道 小 樽 14 7 7
50 福 岡 県 三 池 14 7 7
51 京 都 府 舞 鶴 12 6 6
52 高 知 県 高 知 12 6 6
53 長 崎 県 長 崎 9 4 5
54 熊 本 県 熊 本 9 4 4
55 山 口 県 宇 部 6 3 3
56 和 歌 山 県 和 歌 山 下 津 6 3 3
57 北 海 道 函 館 5 3 2
58 北 海 道 室 蘭 4 3 1
59 島 根 県 浜 田 4 2 2
60 広 島 県 大 竹 4 2 2
61 宮 崎 県 油 津 3 1 2
62 鹿 児 島 県 鹿 児 島 2 1 1
63 沖 縄 県 石 垣 1 1 0

全 国 計 17,285 8,635 8,650
資料：�国土交通省総合政策局「港湾統計（年報）2015年」をもとに国土交通省

港湾局作成。
（注）コンテナ個数は、実入りコンテナと空コンテナを合計した値である。
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（
単
位
：
T
EU
）

順
位

20
12
年

20
13
年

20
14
年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

上
海
（
中
国
）

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

香
港
（
中
国
）

深
圳
（
中
国
）

釜
山
（
韓
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）

寧
波
（
中
国
）

広
州
（
中
国
）

青
島
（
中
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）

ド
バ
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ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
）

天
津
（
中
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）

ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム
（
オ
ラ
ン
ダ
）

ポ
ー
ト
ケ
ラ
ン
（
マ
レ
ー
シ
ア
）

高
雄
（
台
湾
）

大
連
（
中
国
）

ハ
ン
ブ
ル
グ
（
ド
イ
ツ
）

　

…

東
京
（
28
）

　

…

横
浜
（
43
）

　

…

名
古
屋
（
50
）

　

…

神
戸
（
52
）

　

…

大
阪
（
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）

　

…

上
海
（
中
国
）

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

深
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（
中
国
）

香
港
（
中
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）

釜
山
（
韓
国
）

寧
波
（
中
国
）

青
島
（
中
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広
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中
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バ
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ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
）

天
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（
中
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ロ
ッ
テ
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（
オ
ラ
ン
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）

ポ
ー
ト
ケ
ラ
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（
マ
レ
ー
シ
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）

高
雄
（
台
湾
）

大
連
（
中
国
）

ハ
ン
ブ
ル
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（
ド
イ
ツ
）

　
…

東
京
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28
）
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48
）
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名
古
屋
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）

　
…

神
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）

　

…

大
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上
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シ
ン
ガ
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ー
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深
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（
中
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香
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（
中
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）

寧
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（
中
国
）

釜
山
（
韓
国
）

広
州
（
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国
）
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島
（
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国
）
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バ
イ
（
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ラ
ブ
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長
国
連
邦
）

天
津
（
中
国
）

ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム
（
オ
ラ
ン
ダ
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ポ
ー
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ケ
ラ
ン
（
マ
レ
ー
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ア
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雄
（
台
湾
）

大
連
（
中
国
）

ハ
ン
ブ
ル
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（
ド
イ
ツ
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…

東
京
（
29
）

　

…

横
浜
（
52
）

　

…

名
古
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（
56
）

　

…

神
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（
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…

大
阪
（
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）
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5）

世
界

の
港

湾
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コ
ン

テ
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取
扱

個
数

ラ
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キ
ン
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（
単
位
：
T
EU
）

順
位

20
15
年

20
16
年
（
速
報
値
）

取
扱
量

取
扱
量

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

上
海
（
中
国
）

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

深
圳
（
中
国
）

寧
波
（
中
国
）

香
港
（
中
国
）

釜
山
（
韓
国
）

広
州
（
中
国
）

青
島
（
中
国
）

ド
バ
イ
（
ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
）

天
津
（
中
国
）

ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム
（
オ
ラ
ン
ダ
）

ポ
ー
ト
ケ
ラ
ン
（
マ
レ
ー
シ
ア
）

高
雄
（
台
湾
）

ア
ン
ト
ワ
ー
プ
（
ベ
ル
ギ
ー
）

大
連
（
中
国
）

　

…

京
浜
【
東
京
】（
30
）

　

…

京
浜
【
横
浜
】（
54
）

　

…

阪
神
【
神
戸
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）

　

…

名
古
屋
（
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）

　

…

阪
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阪
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…
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中
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シ
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中
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釜
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韓
国
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港
（
中
国
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広
州
（
中
国
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（
中
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バ
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ラ
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首
長
国
連
邦
）

天
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（
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ポ
ー
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ラ
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マ
レ
ー
シ
ア
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ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム
（
オ
ラ
ン
ダ
）

高
雄
（
台
湾
）

ア
ン
ト
ワ
ー
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ベ
ル
ギ
ー
）

大
連
（
中
国
）

　
…

京
浜
【
東
京
】（
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）

　

…

阪
神
【
神
戸
】（
55
）

　

…

京
浜
【
横
浜
】（
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…

名
古
屋
（
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）

　

…

阪
神
【
大
阪
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…
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00
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,9
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23
,9
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,3
00
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,8
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,0
00

19
,8
50
,0
00

19
,8
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,0
00
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,8
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,7
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,0
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,0
00

14
,7
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,4
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,0
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4,
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1,
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0,
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出
典
：
C
O
N
T
A
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E
R
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A
T
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N
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N
T
E
R
N
A
T
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N
A
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ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
国
土
交
通
省
港
湾
局
作
成

（
注
）
１
．
出
貨
と
入
貨
（
輸
移
出
入
）
を
合
計
し
た
値
で
あ
る
。

　
　
 ２
．
実
入
り
コ
ン
テ
ナ
と
空
コ
ン
テ
ナ
を
合
計
し
た
値
で
あ
る
。

　
　
 ３
．
ト
ラ
ン
シ
ッ
プ
貨
物
を
含
む
。

　
　
 ４
．（
　
）
内
は
16
位
以
下
の
順
位
で
あ
る
。
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（6）コンテナ化率の推移
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3．
国

際
航

空
貨

物
輸

送
の

動
向

　
（

1）
国

際
航

空
貨

物
輸

送
量

の
推

移
（

ト
ン

ベ
ー

ス
、

ト
ン

キ
ロ

ベ
ー

ス
）

　
平
成
26
年
度
の
国
際
定
期
航
空
貨
物
輸
送
実
績
は
，
13
8万
6,1
18
ト
ン
，
77
億
6,8
80
万
ト
ン
キ
ロ
で
，
対
前
年
度

比
そ
れ
ぞ
れ
14
.8％
増
，
18
.5％
増
の
輸
送
量
で
あ
っ
た
。

（
注
）
１
　「
航
空
輸
送
統
計
年
報
」
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
情
報
管
理
部
よ
り
作
成
。

　
　
　
２
　
本
邦
航
空
運
送
事
業
者
の
う
ち
，
国
際
航
空
運
送
事
業
者
に
よ
る
輸
送
量
。
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（
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（

3）
方

面
別

国
際

航
空

貨
物

輸
送

量
の

推
移

※
参
照
元
＝
航
空
統
計
輸
送
年
報
、
第
6表
国
際
航
空
方
面
別
輸
送
実
積

（
注
）
１
　「
航
空
輸
送
統
計
年
報
」
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
情
報
管
理
部
よ
り
作
成
。

　
　
　
２
　
本
邦
航
空
運
送
事
業
者
の
う
ち
，
国
際
航
空
運
送
事
業
者
に
よ
る
輸
送
量
。

（
注
）
１
　
ア
ジ
ア
と
は
，
中
国
，
韓
国
，
香
港
，
台
湾
，
タ
イ
，
イ
ン
ド
等
の
路
線

　
　
　
２
　
米
大
陸
と
は
，
西
海
岸
，
東
海
岸
，
内
陸
部
，
ア
ラ
ス
カ
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カ
ナ
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ラ
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ル
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３
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４
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５
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ニ
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ー
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ン
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線
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　（4）地域別国際航空貨物取扱量の推移

地域

年度

東　京 大　阪 名古屋 福　岡 その他 合　計
貨物量
（トン）

貨物量
（トン）

貨物量
（トン）

貨物量
（トン）

貨物量
（トン）

貨物量
（トン）

平13
14
15
16
17
18
19
20
22
23
24
25
26
27

1,585,604
1,997,509
2,117,870
2,264,187
2,117,161
2,141,083
2,130,107
1,793,847
2,041,723
1,949,155
1,941,766
2,007,180
2,225,954
2,152,209

700,486
685,552
710,795
785,045
748,562
720,267
753,907
621,632
700,511
664,570
626,663
633,140
698,686
650,887

90,830
94,156
82,906
104,658
219,382
223,637
188,769
114,793
110,901
113,036
103,752
132,671
153,140
138,119

51,731
61,660
54,974
65,430
62,995
58,305
56,577
44,679
52,062
48,354
45,157
49,269
49,764
49,947

42,931
35,211
35,137
40,477
37,115
31,134
22,784
18,612
118,271
106,666
106,574
111,963
135,584
122,540

2,471,582
2,874,088
3,001,682
3,259,797
3,185,215
3,174,426
3,152,144
2,593,563
3,023,468
2,881,781
2,823,912
2,934,223
3,263,128
3,113,002

（注）１　国土交通省航空局資料により作成
　　　２　東京の貨物取扱量は、成田国際空港及び東京国際空港の合算値である。
　　　３　大阪の貨物取扱量は、関西国際空港及び大阪国際空港の合算値である。
　　　４　�その他とは、東京、大阪、名古屋、福岡以外の空港の合計値である。

　（5）世界の空港別国際貨物取扱量ランキング（2015 年）

（単位：トン）

空港名 取扱量
 香港
 ドバイ
 ソウル　インチョン
 上海　浦東
 成田
 台北　桃園
 アンカレッジ
 ドイツ　フランクフルト
 パリ　シャルル･ド･ゴール
 シンガポール　チャンギ

4,580,139
2,506,092
2,489,539
2,379,322
2,035,968
2,005,277
1,956,776
1,950,726
1,861,311
1,853,100

（注）１　「ACIWorldwideAirportTrafficReport」により作成
　　　２  アンカレッジはトランシット貨物を含む
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輸送機関別輸送動向（トラック）

Ⅳ．輸送機関別輸送動向

１．トラック

 　（1）トラック輸送量の推移（トンベース、トンキロベース）

区分
年度

トン数
（千トン）

指数
（トン）

トンキロ
（億トンキロ）

指数
（トンキロ数）

昭和40
　　50
　　60

　664,227
1,251,482
1,891,937

27
52
78

　224
　692
1,373

12
36
71

平成７
　　８
　　９
　　10
　　11

2,633,277
2,764,245
2,760,452
2,731,587
2,857,581

109
114
114
113
118

2,226
2,328
2,361
2,351
2,451

115
120
122
121
126

　　12
　　13
　　14
　　15
　　16

2,916,222
2,881,753
2,813,389
2,826,770
2,815,502

121
119
116
117
117

2,550
2,592
2,618
2,738
2,816

132
134
135
141
145

　　17
　　18
　　19
　　20
　　21

2,840,686
2,881,688
2,908,987
2,788,513
2,666,521

118
119
120
115
110

2,902
3,015
3,095
3,021
2,925

150
156
160
156
151

　　22
　　23
　　24
　　25
　　26

3,100,862
3,133,872
2,988,696
2,967,945
2,912,691

128
130 
124
123
121

2,230 
2,311 
1,799
1,844
1,807

115
119 
93
95
93

　　27 2,895,374 121 1,756 93
（注）１　「自動車輸送統計年報」国土交通省総合政策局情報政策本部より作成。

なお、平成22年度から、自家用貨物自動車のうち軽自動車を調査対象から除外する等
調査方法が変更された。

　　　２　指数は、平成２年を基準年（指数：100）とする。
　　　３　営業トラック（軽自動車を除く。）のみ。
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輸送機関別輸送動向（トラック）

（単位：千トン）

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

品 目 名 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計

品 目 合 計 4,932,539 4,718,318 4,454,028 4,213,306 4,496,954 4,365,927 4,345,753 4,315,836 4,289,000

穀 物 44,880 45,951 45,534 41,218 44,930 43,617 37,998 40,824 34,746

木 材 159,546 165,694 158,278 137,914 151,090 145,802 132,274 129,790 129,544 

金 属 鉱 1,628 5,796 2,793 3,813 8,015 17,224 10,760 12,191 8,974

石 炭 26,575 16,793 26,741 33,743 10,712 37,233 18,595 29,166 17,436

砂 利・ 砂・ 石 材 621,017 556,040 530,626 565,545 629,433 570,182 594,427 600,012 520,781 

工業用非金属鉱物 323,750 329,962 292,312 163,303 52,006 57,535 61,108 58,308 49,268 

金 属 166,569 155,283 149,210 220,774 231,741 210,560 211,115 195,031 182,303

（ 鉄 鋼 ） 136,893 118,605 114,960 189,290 204,028 182,387 181,796 168,444 158,726

金 属 製 品 108,155 99,013 85,614 122,720 163,218 148,102 151,689 159,060 129,144

機 械 491,497 451,223 430,020 380,564 282,612 305,318 272,540 277,847 210,764 

窯 業 品 317,609 303,626 247,001 296,231 315,430 346,160 354,857 337,466 308,504 

（ セ メ ン ト ） 41,088 39,743 23,322 44,754 61,675 75,967 67,451 66,665 51,554

石 油 製 品 161,620 183,331 169,225 198,901 161,944 191,254 179,957 208,158 136,798

化 学 薬 品 53,792 40,257 48,774 46,043 37,818 38,550 40,369 34,962 39,153

化 学 肥 料 2,573 1,128 2,037 7,772 13,680 14,716 11,675 13,306 10,909

紙 ・ パ ル プ 110,684 118,995 118,943 122,394 124,159 132,478 134,564 111,311 118,275

繊 維 工 業 品 15,112 15,456 12,220 18,551 28,272 16,631 17,286 24,175 17,169

食 料 工 業 品 451,383 463,188 443,650 430,069 374,671 365,733 349,229 369,706 235,416 

日 用 品 304,795 288,063 272,131 294,572 291,046 239,114 235,731 224,821 239,923

特 種 品 1,200,451 1,109,531 1,049,430 1,129,179 1,188,600 1,093,056 1,199,164 1,161,462 1,179,515 

（ 廃 棄 物 ） 558,845 523,342 478,143 438,314 500,959 474,377 495,719 447,887 256,966

（注）１ 「自動車輸送統計年報」国土交通省総合政策局情報政策本部より作成。
なお、平成22年度から、自家用貨物自動車のうち軽自動車を調査対象から除外する等
調査方法が変更された。

　　　２　営業用と自家用の合計（軽自動車による輸送量を含む）。
　　　３　主要品目のみであるので合計とは一致しない。
　　　４　特種品には「くずもの」｢動植物性飼肥料」「廃棄物」「輸送用容器」「取り合せ品」を含む。

 　（2）主要品目別トラック輸送量の推移
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輸送機関別輸送動向（トラック）

 　（3）トラック事業者数の推移

年度
一般トラック事業者数

特定トラック
事業者数 計

特積 一般
（特積･霊柩を除く） 霊柩

昭50 379 28,253 1,387 1,127 31,146
60 337 33,201 1,714 1,342 36,594

平８ 279 44,299 2,860 1,191 48,629
９ 279 45,959 3,081 1,162 50,481
10 276 47,437 3,292 1,114 52,119
11 275 49,148 3,490 1,106 54,019
12 272 50,401 3,655 1,099 55,427
13 268 51,732 3,795 1,076 56,871
14 276 52,948 3,852 1,070 58,146
15 280 54,224 4,031 994 59,529
16 283 55,678 4,140 940 61,041
17 279 56,695 4,211 871 62,056
18 282 57,167 4,312 806 62,567
19 292 57,672 4,397 761 63,122
20 300 57,457 4,424 711 62,892
21 299 57,276 4,480 657 62,712
22 292 57,537 4,535 625 62,989
23 290 57,600 4,594 598 63,082
24 280 57,446 4,623 567 62,936
25 276 57,439 4,660 530 62,905
26 280 57,217 4,657 483 62,637
27 286 56,722 4,705 463 62,176

（注）1　国土交通省自動車局貨物課調べ。
　　　2�　平成元年以前は、路線トラック（特積に相当）と区域トラック（一

般（特積を除く｡）に相当）であった。
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輸送機関別輸送動向（トラック）

 　（4）トラック事業者の規模
　トラック事業者の99.9％は中小企業者であり、きわめて零細性が強い。

（平成28年３月末現在）

特　積　ト　ラ　ッ　ク

車両数規模別 従業員数規模別 資本金規模別

区分 事業
者数 構成比 区分 事業

者数 構成比 区分 事業
者数 構成比

合　　計
～10両
～20両
～30両
～50両
～100両
～200両
～500両
501両～

286
　18
　8
　14
　24
　56
　79
　50
　37

（％）
100.0
6.3
2.8
4.9
8.4
19.6
27.6
17.5
12.9

合　　計
～10人
～20人
～30人
～50人
～100人
～200人
～300人
～1,000人
1,001人～

286
　8
　5
　 4
　22
　54
　62
　40
　56
　35

（％）
100.0
2.8
1.7
1.4
7.7
18.9
21.7
14.0
19.6
12.2

合　　計
～100万円
～300万円
～500万円
～1,000万円
～3,000万円
～5,000万円
～１億円
～３億円
３億円～
その他

286
2
2
3
46
72
47
65
14
35
0

（％）
100.0
0.7
0.7
1.0
16.1
25.2
16.4
22.7
4.9
12.2
0.0

従業員数300人超かつ資本金３億円超の事業者数…………33社

一　般　ト　ラ　ッ　ク

車両数規模別 従業員数規模別 資本金規模別

区分 事業
者数 構成比 区分 事業

者数 構成比 区分 事業
者数 構成比

合　　計
～10両
～20両
～30両
～50両
～100両
～200両
～500両
501両～

56,722
29,853
12,989
5,809
4,319
2,742
747
204
59

（％）
100.0
53.1
22.8
10.1
7.6
4.7
1.3
0.3
0.1

合　　計
～10人
～20人
～30人
～50人
～100人
～200人
～300人
～1,000人
1,001人～

56,722
25,907
13,978
6,353
5,131
3,608
1,288
262
151
44

（％）
100.0
45.7
24.6
11.2
9.0
6.4
2.3
0.5
0.3
0.1

合　　計
～100万円
～300万円
～500万円
～1,000万円
～3,000万円
～5,000万円
～１億円
～３億円
３億円～
その他

56,722
1,495
9,545
6,518
19,589
13,230
2,297
942
235
153
2,718

（％）
100.0
2.6
16.8
11.5
34.5
23.3
4.0
1.7
0.4
0.3
4.8

　従業員数300人超かつ資本金３億円超の事業者数………48社
　（注）国土交通省自動車局貨物課調べ。
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輸送機関別輸送動向（トラック）

 　（5）トラック事業の営業収入の推移
（単位：億円）

年　度 トラック事業の営業収入
昭和55   50,266
60   72,521

平成２ 104,214
７ 120,571
８ 119,061
９ 121,586
10 117,728
11 113,484
12 113,332
13 110,754
14 114,818
15 122,075
16 130,717
17 136,046
18 142,989
19 141,605
20 130,073
21 113,367 
22 122,437
23 148,555
24 143,685
25 156,126
26 145,449

（注）国土交通省自動車局貨物課調べ。
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輸送機関別輸送動向（トラック）

 　 （6）トラック車両数の推移

年度

一般トラック　車両数
特定トラック
車両数 計特　積

（運行車のみ）

一般
（特積（運行車）･
霊柩を除く）

霊柩

平８ 27,870 1,257,601 8,177 16,878 1,310,526

９ 26,311 1,295,058 8,844 10,100 1,340,313

10 21,738 1,260,934 9,410 9,035 1,301,117

11 20,538 1,266,558 10,122 8,689 1,305,907

12 37,249 1,276,059 10,643 8,344 1,332,295

13 35,857 1,288,774 11,091 7,753 1,343,475

14 38,757 1,261,329 11,595 7,786 1,319,467

15 24,757 1,290,876 12,017 7,034 1,334,684

16 15,398 1,320,875 12,569 6,574 1,355,416

17 15,709 1,340,805 12,534 5,944 1,374,992

18 15,554 1,352,992 13,396 5,507 1,387,449

19 15,876 1,357,537 13,636 5,366 1,392,415

20 13,826 1,337,183 13,774 4,830 1,369,613

21 13,554 1,318,616 13,879 4,363 1,350,412

22 13,639 1,307,857 14,121 4,099 1,339,716

23 13,570 1,301,913 14,354 3,943 1,333,780 

24 14,213 1,306,561 14,777 3,972 1,339,523

25 15,424 1,317,551 14,909 3,865 1,351,749

26 12,899 1,326,678 14,942 3,709 1,358,228 

27 12,645 1,342,419 15,287 3,425 1,373,776 

（注）１　国土交通省自動車局貨物課調べ。
　　　２　特種（殊）車、軽自動車を除く。
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 　（7）トラックの走行キロ当たり原価の推移
（単位：円）

区分

年度

一　般　ト　ラ　ッ　ク

合　　計 営　　業　　費 営業外
費　 用小　　計 人 件 費 そ の 他

平５ 388.16 380.59 173.88 206.71 7.57
　６ 380.01 372.84 167.66 205.18 7.17
　７ 433.69 427.76 180.55 247.21 5.93
　８ 437.65 432.19 180.63 251.56 5.45
　９ 446.70 441.25 183.24 258.01 5.45
　10 410.32 403.36 166.97 236.39 6.96
　11 441.56 436.56 174.32 262.24 5.00
　12 469.12 464.46 180.65 283.81 4.66
　13 443.62 439.24 171.82 267.42 4.38
　14 451.22 447.37 168.71 278.66 3.85
　15 448.81 445.32 161.12 284.20 3.49
　16 481.09 477.79 163.11 314.68 3.30
　17 437.40 434.07 149.97 284.10 3.33
　18 477.74 474.68 157.60 317.08 3.05
　19 490.49 487.32 159.37 327.95 3.17
　20 519.37 515.83 170.22 345.61 3.54
　21 466.74 463.62 160.53 303.10 3.12
　22 500.33 497.54 160.61 336.93 2.79
　23 508.93 506.24 159.91 346.33 2.69
　24 490.75 488.27 159.25 329.02 2.48
　25 501.07 498.66 161.85 336.81 2.40
　26 523.08 520.76 156.39 364.37 2.33

（注）「自動車運送事業経営指標」国土交通省自動車局による。
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輸送機関別輸送動向（トラック）

 　 （8）営業用トラックと自家用トラックの比較（平成27年度）
　営業用トラックと自家用トラックを比較したものが下表である。営業
用トラックの輸送効率は自家用に比して高い。

項目 営業用 自家用

車 両 数 1,097千両
（18.2％）

4,922千両
（81.8％）

輸 送 ト ン 数 2,895百万トン
（67.8％）

1,372百万トン
（32.2％）

輸 送 ト ン キ ロ 1,756億トンキロ
（84.1％）

283億トンキロ
（15.9％）

実働１日１車当たり走行キロ 165.8km 110.9km

トン当たり平均輸送キロ 59.1km 21.9km

（注）１� 「自動車保有車両数」自動車検査登録情報協会、「自動車輸送統計年報」
国土交通省総合政策局情報政策本部より作成。なお、自動車輸送統計
年報については、平成22年度から、自家用貨物自動車のうち軽自動車
を調査対象から除外する等調査方法が変更された。

　　　２（　）内の数字は営業用、自家用それぞれの割合である。
　　　３ 軽自動車を除く。
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 　（11）トラック輸送原単位表（平成27年度）

項　　　　　目 単位
営業用 自家用

普通車 小型車 普通車 小型車

１ ト ン 当 た り 平 均 輸 送 キ ロ

実働１日１車当たり走行キロ

実働１日１車当たり輸送トン数

実働１日１車当たり輸送回数

実 働 率

実 車 率

km

km

ｔ

回

％

％

59.12

165.83

11.26

2.75

66.25

72.15

26.79

108.91

1.53

2.51

53.41

67.09

21.88

110.85

6.20

2.29

27.97

43.62

18.33

191.06

0.81

1.87

18.19

20.90

（注） 「自動車輸送統計年報」国土交通省総合政策局情報政策本部より作成。
なお、平成22年度から、自家用貨物自動車のうち軽自動車を調査対象か
ら除外する等調査方法が変更された。

輸送機関別輸送動向（トラック）
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＜MEMO欄＞
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輸送機関別輸送動向（鉄道）

２．鉄　　道

　（1）鉄道貨物輸送量・営業収入の推移
　　（ア）JR貨物

年　度

項　目

昭和
50 60

平成
７ 12 22 23 24 25 26 27

コ
　
ン
　
テ
　
ナ

輸
　
送
　
量

ト ン 数
（百万トン）
指 数

12

100

12

100

21

175

21

175

20

167

20

167

21

175

21

175

21

175

22

183

ト ン キ ロ
（億トンキロ）
指 数

94

100

107

114

192

204

185

197

185

197

180

191

187

199

193

205

194

206

199

212

収 入
（億　　　円）
指 数

573

100

701

122

1,202

210

1,049

183

1,026

179

992

173

1,013

177

1,042

182

1,047

183

1,093

191

車
　
扱

輸
　
送
　
量

ト ン 数
（百万トン）
指 数

130

100

56

43

31

24

19

15

11

8

10

8

9

7

9

7

9

7

9

7

ト ン キ ロ
（億トンキロ）
指 数

372

100

109

29

55

15

34

9

18

5

18

5

15

4

14

3

13

3

13

3

収 入
（億　　　円）
指 数

1,734

100

1,081

62

509

29

266

15

126

7

137

8

111

6

102

6

94

5

91

5

計

輸
　
送
　
量

ト ン 数
（百万トン）
指 数

142

100

69

49

52

37

40

28

31

22

30

21

30

21

30

21

30

21

31

22

ト ン キ ロ
（億トンキロ）
指 数

466

100

216

46

247

53

219

47

203

44

199

43

202

43

207

44

207

44

212

45

収 入
（億　　　円）
指 数

2,307

100

1,781

77

1,711

74

1,315

57

1,152

50

1,129

49

1,124

49

1,144

50

1,141

50

1,184

51

（注）１　日本国有鉄道資料（昭和50～60年度）、日本貨物鉄道㈱資料（平成７年～27年度）により作成。
　　　２　下段は指数（昭和50年＝100）である。
　　　３　単位未満四捨五入
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輸送機関別輸送動向（鉄道）

　　（イ）民営鉄道

年　度

項　目

昭和
60

平成
７ 12 21 22 23 24 25 26

コ
　
ン
　
テ
　
ナ

輸
　
送
　
量

ト ン 数
（千 ト ン）
指 数

443

28

1,562
　
100

2,189

140

2,660

171

2,687

172

2,260

145

2,668

170

2,713

174

2,682

172

ト ン キ ロ
（千トンキロ）
指 数

15,432

100

17,366

113

18,793

122

24,767

160

24,623

160

24,505

159

24,672

160

24,282

157

収 入
（百　万　円）
指 数

359

27

1,340

100

1,666

124

2,007

150

2,041

152

1,713

128

1,972

147

2,026

151

2,008

150

車
　
扱

輸
　
送
　
量

ト ン 数
（千 ト ン）
指 数

30,346

122

24,809

100

17,465

70

9,751

39

10,158

41

9,864

40

9,883

40

10,661

43

10,649

43

ト ン キ ロ
（千トンキロ）
指 数

383,374

100

262,771

69

127,273

33

140,794

37

124,186

32

142,267

37

146,221

38

158,189

41

収 入
（百　万　円）
指 数

19,874

151

13,157

100

8,235

63

4,186

32

4,331

33

3,867

29

4,289

33

4,542

35

4,445

34

計

輸
　
送
　
量

ト ン 数
（千 ト ン）
指 数

30,789

121

25,489

100

19,654

77

12,411

49

12,845

50

12,125

48

12,552

49

13,375

52

13,331

52

ト ン キ ロ
（千トンキロ）
指 数

509,170

128

398,806

100

280,137

70

146,066

37

165,563

42

148,810

37

166,773

42

170,893

43

182,471

46

収 入
（百　万　円）
指 数

20,226

105

14,967

100

9,901

66

6,193

41

6,372

43

5,581

37

6,262

42

6,569

44

6,453

43

（注）１　「鉄道輸送統計年報」国土交通省総合政策局情報管理部及び「鉄道統計年報」国土交通省鉄道局より作成。
　　　２　下段は、指数（平成７年度＝100）である。
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輸送機関別輸送動向（鉄道）

　（2）ＪＲ貨物主要品目別輸送量の推移

（単位：万トン・単位未満四捨五入）

年　度
品　目

平成
７ 12 20 21 22 23 24 25 26 27

石 油 1,189 994 718 723 719 714 643 639 581 579
石 灰 石 448 71 74 67 61 62 64 68 65 63
セ メ ン ト 579 258 67 62 67 61 69 77 78 75
石 炭 65 28 18 16 16 18 16 17 17 14
化 学 肥 料 0 － － － － － － － － －
化 学 薬 品 129 66 20 14 16 11 15 14 14 14
鉱 石 類 25 21 19 18 19 17 18 19 19 18

紙 144 86 29 24 19 13 － － － －
米 － － － － － － － － － －

飼 料 0 － － － － － － － － －
鉄 鋼 11 2 － － － － － － － －
酒 類 0 0 － － － － － － － －
木 材 29 17 － － － － － － － －
自 動 車 類 54 － 0 0 0 0 0 0 0 0
パ ル プ 6 2 － － － － － － － －
砂 利 ・ 砂 7 0 1 4 4 2 － － － －
果 物 類 － － － － － － － － － －
鮮 魚・ 冷 凍 魚 － － － － － － － － － －
そ の 他 463 397 144 141 130 124 122 115 103 103
車 扱 計 3,152 1,943 1,090 1,070 1,051 1,022 947 949 877 866
コ ン テ ナ 計 2,058 2,068 2,218 2,036 2,048 1,962 2,052 2,152 2,154 2,212
合 計 5,210 4,011 3,308 3,106 3,099 2,984 2,999 3,101 3,031 3,078

（注）１　日本貨物鉄道（株）資料により作成。
　　　２　コンテナ、車扱の計が合計とは一致しないのは、端数処理（四捨五入）による。
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輸送機関別輸送動向（鉄道）

　  （3）JR貨物経営成績の推移
（単位：億円）（単位未満切捨）

年度
項目

昭和
62年度
決算

平成
９年度
決算

10年度
決算

11年度
決算

12年度
決算

13年度
決算

14年度
決算

15年度
決算

16年度
決算

17年度
決算

経 常 損 益 の 部

（営業損益の部）

営　業　収　益 1,727 1,870 1,737 1,644 1,602 1,607 1,574 1,657 1,616 1,647

営　　業　　費 1,615 1,908 1,779 1,647 1,598 1,581 1,547 1,618 1,582 1,612

営 業 利 益 111 △　38 △　41 △　3 4 25 26 38 34 35

（営業外損益の部）

営 業 外 収 益 12 5 20 8 5 4 4 9 6 5

営 業 外 費 用 64 54 51 42 36 27 25 28 27 26

経 常 利 益 59 △　87 △　72 △　37 △ 26 2 5 19 13 14

年度
項目

平成
18年度
決算

19年度
決算

20年度
決算

21年度
決算

22年度
決算

23年度
決算

24年度
決算

25年度
決算

26年度
決算

27年度
決算

経 常 損 益 の 部

（営業損益の部）

営　業　収　益 1,637 1,671 1,615 1,522 1,536 1,529 1,498 1,524 1,518 1,555

営　　業　　費 1,600 1,634 1,626 1,537 1,499 1,493 1,461 1,459 1,466 1,470

営 業 利 益 36 37 △　11 △　15 37 36 37 64 52 85

（営業外損益の部）

営 業 外 収 益 6 7 10 5 8 6 5 6 13 4

営 業 外 費 用 28 32 35 37 41 41 38 36 33 30

経 常 利 益 15 12 △　36 △　46 3 1 4 34 32 59

（注）日本貨物鉄道（株）資料により作成。



―58―

　 　（4）JR貨物新規投入車両数等の推移

Ｓ62年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

機 関 車 － 19 6 13 14 12 18

貨　車 4 76 170 252 178 178 209

コンテナ 3,021 2,500 3,204 3,326 5,335 3,821 4,064

（注）日本貨物鉄道（株）資料による。

輸送機関別輸送動向（鉄道）



―59―

輸送機関別輸送動向（鉄道）

30
0

25
0

20
0

15
0

10
0 50 0

10
0

90 80 70 60 50 40 30 20 10

14
15

16
17

18
19

20
21

22
24

26
27

25
23

（
5）
JR
貨
物
の
コ
ン
テ
ナ
分
担
率
の
推
移
（
ト
ン
キ
ロ
ベ
ー
ス
）



―60―

　 　（6）ＪＲ貨物ダイヤ改正内容比較

単　　
位

時期 昭和
61．11
改 正

63．３
改 正

平成
元．３
改 正

２．３
改 正

３．３
改 正

４．３
改 正

５．３
改 正

６．12
改 正

８．３
改 正

９．３
改 正

貨 物 取 扱 駅 駅 304 364 366 364 360 360 356 353 353 351

貨物列車本数 本 846 836 864 889 910 906 884 889 798 798

貨 物 列 車
設 定 キ ロ 千km 209 222 234 251 254 254 252 252 244 242

単　　
位

時期 平成
10．10
改　正

12．３
改　正

14．３
改　正

15．10
改　正

16．３
改　正

17．３
改　正

18．３
改　正

19．３
改　正

20．３
改　正

21．３
改　正

貨 物 取 扱 駅 駅 343 324 314 308 306 305 303 263 263 259

貨物列車本数 本 744 737 713 692 683 672 633 622 599 590

貨 物 列 車
設 定 キ ロ 千km 237 234 234 225 225 226 221 216 219 221

単　　
位

時期 平成
22．3
改　正

23．3
改　正

24．3
改　正

25．3
改　正

26．3
改　正

27．3
改　正

28．3
改　正

貨 物 取 扱 駅 駅 256 253 253 254 252 245 248

貨物列車本数 本 581 563 514 494 487 477 478

貨 物 列 車
設 定 キ ロ 千km 219 216 210 198 195 194 193

（注）日本貨物鉄道（株）資料により作成。

輸送機関別輸送動向（鉄道）
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＜MEMO欄＞
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３．海　　運

　（1）内航海運
　　　①　内航貨物輸送量の推移（トンベース、トンキロベース）

区分
年度

トン数
（千トン）

指数
（トン）

トンキロ
（百万トンキロ）

指数
（トンキロ）

昭和40 179,645 100 80,635 100

　　50 452,054 252 183,579 228

　　60 452,385 252 205,818 255

平成５ 528,841 294 233,526 290

　　13

　　14

　　15

　　16

　　17

　　18

　　19

　　20

　　21

　　22

　　23

　　24

　　25

　　26

　　27

520,067

497,251

445,544

440,252

426,145

416,644

409,694

378,705

332,175

366,734

360,983

365,992

378,334

369,302

365,486

289

277

248

245

237

232

228

211

185

204

201

204

211

206

203

244,451

235,582

218,191

218,833

211,576

207,849

202,962

187,859

167,315

179,898

174,900

177,791

184,860

183,120

180,381

303

292

271

271

262

258

252

233

207

223

217

220

229

227

224

（注）１．国土交通省「内航船舶輸送統計年表」より作成。
　　　２．昭和40年度を基準年（指数：100）とする。

輸送機関別輸送動向（海運）
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　　　②　主要品目別内航貨物輸送量の推移（トンベース、トンキロベース）

輸送トン数（千トン）

品　目 平　成
18年度

平　成
19年度

平　成
20年度

平　成
21年度

平　成
22年度

平　成
23年度

平　成
24年度

平　成
25年度

平　成
26年度

平　成
27年度

石 炭 9,340 10,981 9,675 8,042 12,068 12,486 12,637 14,160 13,895 13,165
鉄 鋼 50,822 51,698 46,069 39,056 45,447 41,703 41,043 42,116 41,593 39,621
石 灰 石 35,919 36,761 33,759 28,482 32,417 33,030 33,645 35,807 34,848 34,241 
砂 利・ 砂・ 石 材 25,107 36,402 23,430 18,597 21,360 18,877 18,653 20,308 21,750 22,787
セ メ ン ト 43,250 40,811 38,837 31,832 34,085 33,760 35,873 38,891 37,000 35,110
石 油 製 品 104,851 106,216 99,201 89,604 88,944 90,725 92,640 89,209 86,850 86,141
そ の 他 147,355 136,822 127,736 116,562 132,413 130,402 131,501 137,843 133,366 134,417
合 計 416,644 409,694 378,705 332,175 366,734 360,983 365,992 378,334 369,302 365,482

輸送トンキロ（百万トンキロ）

品　目 平　成
18年度

平　成
19年度

平　成
20年度

平　成
21年度

平　成
22年度

平　成
23年度

平　成
24年度

平　成
25年度

平　成
26年度

平　成
27年度

石 炭 3,639 3,497 3,373 3,132 2,567 2,880 2,831 2,803 2,423 2,142 
鉄 鋼 36,464 36,179 23,671 19,747 23,012 20,841 20,556 21,523 20,965 19,047 
石 灰 石 12,828 13,864 12,736 10,390 12,764 13,183 13,168 14,200 13,833 13,631 
砂 利・ 砂・ 石 材 5,819 6,046 5,639 4,519 5,549 4,925 5,580 6,429 7,006 6,153 
セ メ ン ト 21,962 30,873 19,718 16,449 16,831 17,532 18,640 19,912 18,676 17,750 
石 油 製 品 47,353 47,646 44,005 41,564 41,359 40,166 40,160 39,286 42,011 42,280 
そ の 他 89,784 84,857 78,717 71,514 77,816 75,373 76,856 80,707 78,206 79,377 
合 計 207,849 202,962 187,859 167,315 179,898 174,900 177,791 184,859 183,120 180,380 

出所：国土交通省「内航船舶輸送統計年報」による。
（注）単位未満の端数については四捨五入したため、合計と内計とは一致しない場合がある。

輸送機関別輸送動向（海運）
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　　　③　内航船腹量の推移（隻数、総トン）

年　度
貨　物　船

土・砂利・
石材専用船

セメント
専用船

西暦 隻数 総トン 隻数 総トン 隻数 総トン

平成12年度 2000 4,168 1,581,756 924 521,150 186 449,160

平成13年度 2001 4,110 1,555,867 998 744,316 185 446,150

平成14年度 2002 3,879 1,534,105 921 713,877 177 437,473

平成15年度 2003 3,813 1,580,139 809 593,626 167 428,374

平成16年度 2004 3,769 1,555,443 731 497,790 164 408,812

平成17年度 2005 3,764 1,572,143 661 425,943 156 399,385

平成18年度 2006 3,775 1,723,862 617 383,069 153 394,584

平成19年度 2007 3,767 1,729,578 561 344,917 154 394,713

平成20年度 2008 3,697 1,745,958 517 313,929 155 396,586

平成21年度 2009 3,596 1,711,142 481 277,814 150 393,443 

平成22年度 2010 3,547 1,699,440 438 261,441 141 368,331 

平成23年度 2011 3,482 1,723,289 408 249,206 140 369,200 

平成24年度 2012 3,463 1,725,280 387 239,254 139 360,879

平成25年度 2013 3,445 1,746,235 374 231,178 141 384,561

平成26年度 2014 3,449 1,780,643 367 229,077 144 404,204 

平成27年度 2015 3,438 1,819,421 353 222,536 145 414,547 

（注）１．各年度末現在
　　　２．国土交通省海事局資料により作成

輸送機関別輸送動向（海運）
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自動車専用船 油送船 特殊タンク船 合　　　計

隻数 総トン 隻数 総トン 隻数 総トン 隻数 総トン

54 160,702 1,320 797,420 433 227,067 7,085 3,737,255

53 207,540 1,251 778,551 421 222,116 7,018 3,954,540

49 197,871 1,166 746,911 401 210,357 6,593 3,840,594

45 182,528 1,145 732,011 385 207,272 6,364 3,723,950

44 178,960 1,141 733,754 378 209,983 6,254 3,584,742

40 163,868 1,128 743,095 368 207,071 6,117 3,511,505

36 150,228 1,114 748,373 361 206,805 6,056 3,606,920

33 142,687 1,089 772,106 352 202,456 5,956 3,586,456

30 130,271 1,065 774,146 345 204,706 5,809 3,565,594

23 104,809 1,028 778,642 331 199,491 5,609 3,465,341

22 103,582 991 746,044 330 207,819 5,469 3,386,657

20 96,168 985 852,769 322 211,121 5,357 3,501,753

20 96,168 980 938,733 313 206,033 5,302 3,566,347

18 91,851 971 956,359 300 198,841 5,249 3,609,025

18 88,678 961 983,285 296 200,382 5,235 3,686,269

16 73,162 942 977,179 289 197,678 5,183 3,704,523

　　　３．�内外航併用船及び港運併用船を含み、塩の二次輸送船、原油の二次
輸送船及び沖縄復帰にかかわる石油製品用認可船を除く。

輸送機関別輸送動向（海運）
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　　　④　長距離フェリーの航路の輸送量の推移

区 分 23年度 24年度

航 路 数
航 路 距 離
航 路 隻 数

24年４月１日� 11航路
現　　　　在� 8,420km

35隻

25年４月１日� 11航路
現　　　　在� 8,420km

35隻

区 分 輸送実績 輸送実績

自
動
車
航
送
台
数

普 通 ト ラ ッ ク
乗 用 車・ そ の 他

千台
1,123
729

千台
1,130
757

計 1,852 1,887

８トントラック換算計 1,425 1,450

自
動
車
航
送
台
キ
ロ

普 通 ト ラ ッ ク
乗 用 車・ そ の 他

百万台キロ
728
455

百万台キロ
730
473

計 1,183 1,203

８トントラック換算計 917 931

旅
客
輸 送 人 員
輸 送 人 キ ロ

2,229　　　千人
1,233,985　千人キロ

2,187　　　千人
1,224,488　千人キロ

（注）１　国土交通省海事局調べ。
　　　２　８トントラック換算は、乗用車2.5台を１台としたものである。

輸送機関別輸送動向（海運）
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輸送機関別輸送動向（海運）

25年度 26年度 27年度

26年４月１日� 11航路
現　　　　在� 8,420km

35隻

27年４月１日� 11航路
現　　　　在� 8,341km

35隻

28年４月１日� 11航路
現　　　　在� 8,341km

35隻

輸送実績 輸送実績 輸送実績

千台
1,189
763

千台
1,165
710

千台
1,162
732

1,952 1,875 1,894

1,506 1,459 1,466

百万台キロ
820
517

百万台キロ
741
437

百万台キロ
735
450

1,337 1,178 1,185

1,036 922 922

2,262　　　千人
1,372,758　千人キロ

2,144　　　千人
1,188,495　千人キロ

2,374　　　千人
1,307,666　千人キロ
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　　　⑤　内航海運事業者数の推移

　　　⑥　内航海運業の資本金別登録事業者数

輸送機関別輸送動向（海運）

年度別
業種 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

許
可
事
業
者

運 送 業
貸 渡 業
休止事業者数

677
1,624
222

664
1,567
217

652
1,513
215

647
1,450
233

641
1,395
222

637
1,344
237

計
（実事業者数）

2,523
{2,301}

2,448
{2,231}

2,380
{2,165}

2,330
{2,097}

2,258
{2,036}

2,218
{1,981}

届
出
事
業
者

運 送 業
貸 渡 業
休止事業者数

912
195
240

889
208
243

899
183
245

888
180
243

877
185
235

873
186
233

計
（実事業者数）

1,347
{1,107}

1,340
{1,097}

1,327
{1,082}

1,311
{1,068}

1,297
{1,062}

1,292
{1,059}

合
計

運 送 業
貸 渡 業
休止事業者数

1,589
1,819
462

1,553
1,775
460

1,551
1,696
460

1,535
1,630
476

1,518
1,580
457

1,510
1,530
470

計
（実事業者数）

3,870
{3,408}

3,788
{3,328}

3,707
{3,247}

3,641
{3,165}

3,555
{3,098}

3,510
{3,040}

（注）１　国土交通省海事局資料により作成
　　　２　�許可事業者（平成17年度より登録）とは、総トン数100トン以上又

は長さ30m以上の船舶により、内航運送業又は内航船舶貸渡業を営
む事業者をいい、届出事業者とは、許可事業者以外の内航海運業者
をいう。

　　　３｛  ｝内は休止事業者を除いた実海運事業者である。

区　　　分 個人
1,000
万円
未満

1,000万円
以上5,000
万円未満

5,000万円
以上３億円
未　　満

３億円以
上５億円
未　　満

５億
円以
上

計

運送業 事業者数
構成比（％）

21
3.3

109
17.1

325
51.0

106
16.6

27
4.2

49
7.7

637
100

船　舶
貸渡業

事業者数
構成比（％）

119
8.9

528
39.3

599
44.6

58
4.3

22
1.6

18
1.3
1,344
100

（注）１　国土交通省海事局資料により作成
（注）２　2016年３月31日現在
（注）３　休止事業者を除く



―69―

　　　⑦　船種別船令構成の推移

輸送機関別輸送動向（海運）

（単位：千総トン）

船
種

年月日

船令区分

8．3．31 13．3．31 26．3．31 27．3．31 28．3．31

総トン 構成比 総トン 構成比 総トン 構成比 総トン 構成比 総トン 構成比

貨
物
船

合 計
（０～７年未満）
（７～14年未満）
（14 年 以 上）

2,309
863
722
724

％
100.0
37.4
31.3
31.3

2,257
730
946
581

％
100.0
32.3
41.9
25.7

2,061
373
562
1,126

％
100.0
19.6
27.7
52.7

2,098
　380
　559
1,159

％
100.0
18.1
26.6
55.3

2,116
423
542
1,151

％
100.0
20.0
25.6
54.4

専
用
船

セ
メ
ン
ト

合 計
（０～７年未満）
（７～14年未満）
（14 年 以 上）

441
139
106
196

100.0
31.5
24.0
44.5

151
18
63
70

100.0
26.2
36.1
37.7

384
65
75
244

100.0
14.4
23.5
62.1

404
82
47
275

100.0
20.3
11.6
68.1

415
106
40
269

100.0
25.6
9.6
64.8

油　

送　

船

合 計
（０～７年未満）
（７～14年未満）
（14 年 以 上）

1,016
536
329
151

100.0
52.8
32.3
14.9

798
198
495
105

100.0
24.8
62.0
13.2

956
460
205
291

100.0
47.3
19.5
33.2

983
452
249
282

100.0
46.0
25.3
28.7

977
401
284
292

100.0
41.0
29.1
29.9

タ
ン
ク
船

特　
　

殊

合 計
（０～７年未満）
（７～14年未満）
（14 年 以 上）

265
95
82
88

100.0
35.9
30.9
33.2

227
69
80
78

100.0
30.4
35.2
34.4

199
60
37
102

100.0
29.1
18.5
52.4

201
56
42
103

100.0
29.1
18.5
52.4

197
55
45
97

100.0
28.0
22.7
49.3

合　
　

計

合 計
（０～７年未満）
（７～14年未満）
（14 年 以 上）

4,031
1,633
1,239
1,159

100.0
40.5
30.7
28.8

3,733
1,115
1,684
934

100.0
29.9
45.1
25.0

3,601
958
879
1,764

100.0
26.9
24.6
48.5

3,686
970
897
1,819

100.0
26.3
24.3
49.4

3,704
985
910
1,809

100.0
26.6
24.6
48.8

（注）１　国土交通省海事局資料により作成。
　　　２　船齢不詳の船舶を除く。
　　　３　貨物船には自動車専用船及び土・砂利・石材専用船を含む。
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輸送機関別輸送動向（海運）

　（2）外航海運
　　　①　我が国商船隊による外航貨物輸送量の推移

年　度 合　計

輸　　　出

計
一般貨物船

油送船 計
定　期 不定期

昭40
　45

134,512
364,688

10,213
22,364

6,368
9,887

3,446
12,311

400
166

118,144
310,010

　50
　55

526,982
540,552

34,074
40,884

10,116
12,257

23,136
27,572

　822
1,054

415,567
425,138

　60 546,156 42,842 10,528 30,339 1,975 400,697
　10
　11
　12
　13
　14

720,498
739,234
739,337
706,463
701,092

42,975
39,164
34,950
33,764
36,356

10,822
10,650
11,257
9,802
10,948

26,098
22,679
19,557
19,595
21,094

6,056
5,835
4,146
4,366
4,313

523,054
530,412
538,875
514,588
506,015

　15
　16
　17
　18
　19

772,057
776,099
777,869
803,051
833,217

38,869
41,971
45,403
54,697
56,702

11,497
12,846
15,390
14,830
14,348

21,941
24,115
22,642
33,426
36,247

5,431
5,010
7,371
6,440
6,107

554,937
547,602
529,239
503,152
527,467

　20
　21
　22
　23
　24

866,453
823,851 
819,075
966,697
1,001,130

47,781
44,963 
44,758
51,863
50,414

12,717
10,936
11,320 
12,891
11,089

27,829
25,073 
26,576
30,414
33,931

7,235
8,954
6,862
8,558
5,394

547,888
457,996 
465,898
535,977
530,855

　25
　26
　27

1,026,983
1,035,239
1,056,144

52,001
58,431
60,802

10,154
12,789
16,583

34,130
37,361
38,339

7,717
8,282
5,881

540,872
535,244
544,702

（注）１　国土交通省海事局外航課調べ。
　　　２　外国用船による輸送量を含む。
　　　３　三国間とは本邦以外の諸港間の輸送をいう。
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輸送機関別輸送動向（海運）

（単位：千トン）

輸　　入 三　国　間

一般貨物船
油送船 計

一般貨物船
油送船

定　期 不定期 定　期 不定期
9,057
10,919

50,508
155,370

68,581
143,721

6,153
32,314

1,199
2,136

1,195
11,674

3,759
18,504

7,505
7,391

210,144
224,277

197,918
193,469

77,341
74,530

1,618
3,015

25,135
42,756

50,588
28,760

8,475 229,874 162,348 102,618 5,187 62,943 34,487
12,309
11,925
11,362
11,153
11,765

304,962
317,511
337,189
324,699
318,002

205,783
200,976
190,324
178,731
176,249

154,469
169,748
165,542
158,116
158,721

22,204
24,320
26,286
27,593
33,756

90,168
88,792
86,471
82,718
75,978

42,098
56,636
52,785
47,805
48,987

12,124
13,426
16,256
18,291
18,324

359,788
350,836
339,119
333,937
322,063

183,025
183,340
173,863
150,924
187,080

178,251
186,526
203,225
245,203
249,048

38,479
42,269
55,876
79,949
81,924

84,393
89,003
93,913
109,077
117,901

55,379
55,255
53,425
56,177
49,223

21,173
13,426 
19,565
21,068
23,878

350,791
292,415 
298,379
333,820
331,218

175,924
147,778
147,954 
181,089
175,759

270,784
320,892
308,419 
378,857
419,861

87,797
91,342 
115,716
105,353
122,695

131,314
168,206 
148,553
206,489
239,462

51,673
61,344
44,150 
67,015
57,703

22,135
28,579
28,782

356,644
351,107
360,070

162,093
155,558
155,850

434,111
441,563
450,639

122,021
135,109
125,769

263,259
268,515
291,354

48,831
37,939
33,516

　　　４　平成12年以降は暦年（１月～12月）の数値である。
　　　５　端数処理のため末尾の数字が合わない場合がある。
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　　　②　主要品目別外航貨物輸送量の推移（トンベース、金額ベース）

輸送機関別輸送動向（海運）

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

数量（千トン） 金額（億円） 数量（千トン） 金額（億円） 数量（千トン） 金額（億円） 数量（千トン） 金額（億円）

輸 出 入 合 計 964,063 1,075,541 970,091 1,139,660 832,508 719,866 915,449 845,198
輸出 総 計 150,220 552,984 153,918 548,427 143,646 355,753 156,408 438,135

鉄 鋼
セ メ ン ト
機 械 類
乗 用 自 動 車
電 気 製 品
プラスチック
肥 料
そ の 他

35,564
9,607
15,850
8,253
1,616
6,691
907

71,732

37,396
320

174,157
126,744
48,862
19,947
150

145,408

36,701
10,921
15,971
8,335
1,634
5,966
791

73,599

42,915
357

171,061
119,387
48,224
19,215
231

147,037

33,261
10,709
10,029
4,352
1,244
6,099
656

77,296

26,933
344

106,607
57,928
34,573
15,773
90

113,505

42,031
10,297
13,310
5,762
1,398
6,038
852

76,720

34,813
294

140,738
78,875
40,118
17,476
126

125,695
輸入 総 計 813,843 522,557 816,173 591,234 688,862 364,113 759,041 407,063

乾 貨 物 計 504,976 339,416 507,300 349,921 410,306 243,429 471,440 255,488
鉄 鉱 石
石 炭
燐 鉱 石

塩
銅 鉱
ニ ッ ケ ル 鉱
ボーキサイト
木 材
パ ル プ
チ ッ プ
小 麦

米
大 麦 ・ 裸 麦
とうもろこし
大 豆
機 械 機 器
そ の 他

138,881
186,486
722
8,551
5,051
4,299
1,987
10,330
2,097
14,337
5,275
643
1,406
16,628
4,161
6,911
97,211

10,375
17,405
126
428

12,765
753
114
5,303
1,683
2,879
1,922
434
487
4,517
1,955
73,393
204,877

140,351
191,671
776
9,013
4,941
4,142
2,073
7,900
2,013
14,722
5,781
597
1,295
16,460
3,711
6,291
95,563

13,683
30,505
288
438

10,392
494
138
3,898
1,580
3,039
3,393
430
601
5,776
2,448
70,779
202,039

105,471
161,811
479
7,545
4,776
3,586
1,175
6,129
1,687
10,478
4,703
671
1,391
16,294
3,390
4,532
76,188

8,110
20,569
205
532
7,678
210
77

2,585
966
1,979
1,351
587
275
3,517
1,633
48,751
144,402

134,317
184,560
310
7,567
5,355
4,519
1,158
7,128
1,839
12,118
5,476
664
1,418
16,188
3,456
4,795
80,572

13,566
21,107
61
536

10,579
326
83

3,000
1,297
2,194
1,460
453
295
3,463
1,606
49,336
146,126

液 体 貨 物 計 308,867 183,141 312,643 243,759 278,536 120,686 287,601 151,575
原 油
Ｌ Ｎ Ｇ
Ｌ Ｐ Ｇ
重 油
そ の 他

203,142
66,782
13,792
4,097
21,054

122,788
31,390
9,918
2,271
16,774

205,055
69,263
13,657
5,941
18,727

162,620
46,525
12,076
4,572
17,966

179,991
64,552
12,248
2,625
19,140

75,638
28,272
5,916
1,080
9,780

181,358
70,008
12,144
2,867
21,224

94,013
34,718
7,796
1,385
13,663

（注）１．数量は財務省貿易統計をもとに国土交通省海事局で重量に換算したもの。
　　　　　金額は財務省貿易統計による。
　　　２．航空貨物及び輸出入船舶を除く。
　　　３．端数処理のため末尾の数字が合わない場合がある。
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輸送機関別輸送動向（海運）

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

数量（千トン） 金額（億円） 数量（千トン） 金額（億円） 数量（千トン） 金額（億円） 数量（千トン） 金額（億円） 数量（千トン） 金額（億円）

902,516 911,406 960,111 1,029,352 973,390 1,158,346 958,587 1,208,794 946,713 1,121,048 
149,802 434,010 161,071 476,855 167,315 523,498 163,215 540,229 168,977 545,750 
39,923
9,787
13,623
5,347
1,379
6,014
794

72,935

34,802
266

148,026
69,302
40,313
18,723
160

122,418

42,104
9,730
14,353
5,799
1,503
5,731
711

81,140

34,804
292

167,749
77,568
47,784
17,609
156

130,893

43,059
8,767
13,614
5,728
1,491
5,754
712

88,190

37,761
330

176,205
89,266
51,066
19,374
148

149,348

41,689
9,085
13,963
5,597
1,514
5,823
648

84,896

39,395
383

183,420
93,619
52,292
20,565
120

150,435

41,263
10,196
13,268
5,722
1,433
6,075
607

90,413

36,501
479

182,847
104,007
52,130
20,881
136

148,770
752,714 477,396 799,040 552,497 806,075 634,848 795,372 668,565 777,736 575,298 
456,934 285,261 487,156 335,530 498,426 385,182 499,081 414,587 488,980 414,585 
128,399
175,239
502
7,036
4,387
3,653
992
7,383
1,912
11,787
6,214
742
1,313
15,285
2,831
6,369
82,890

17,079
24,592
104
381
9,168
283
63

3,154
1,312
2,120
2,158
466
353
4,264
1,443
63,075
155,246

131,097
185,152
379
8,027
5,136
4,685
736
7,257
1,858
11,136
5,970
630
1,319
14,891
2,727
7,756
98,400

15,262
23,206
85
668
9,170
276
55

3,230
1,149
2,022
1,720
373
329
4,090
1,445
80,705
191,745

135,820
191,544
363
7,780
4,992
4,963
536
8,227
1,777
11,015
6,199
692
1,324
14,401
2,762
7,805
98,226

16,804
23,073
90
468

10,046
315
48

4,586
1,349
2,180
2,222
480
429
4,636
1,838
99,660
216,960

136,379
188,409
313
7,009
5,084
4,612
233
7,156
1,783
11,656
5,759
669
1,241
15,035
2,828
8,222

102,693

16,836
20,855
75
454

10,458
395
30

4,298
1,495
2,396
2,085
464
382
4,084
1,939

111,700
236,641

130,955
190,644
293
7,115
4,816
4,395
38

6,460
1,715
11,904
5,531
688
1,111
14,708
3,243
7,633
97,732

11,243
19,743
77
482
9,460
357
15

3,951
1,595
2,687
2,000
614
354
3,916
2,062

114,796
241,234

295,780 192,135 311,884 216,967 307,650 249,666 296,291 253,978 288,755 160,713 
176,503
78,532
12,474
5,180
23,091

114,041
47,872
8,915
3,290
18,017

180,147
87,314
13,200
9,072
22,151

122,441
60,637
10,217
6,176
17,496

178,861
87,491
12,120
6,906
22,272

142,448
70,590
10,722
5,115
20,791

168,783
88,506
11,669
5,415
21,917

138,708
78,509
10,864
4,242
21,655

164,743
85,044
10,986
4,987
22,995

81,546
55,141
6,506
2,535
14,985
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　　　③　日本商船船腹量の推移（隻数、総トン）

輸送機関別輸送動向（海運）

年
貨　物　船 客　　　船 油　送　船 合　　　計

隻数 千総
トン 隻数 千総

トン 隻数 千総
トン 隻数 千総

トン
平 元
２

5,845
5,745

17,134
16,240

688
714

1,283
1,360

1,244
1,209

7,951
7,586

7,777
7,668

26,367
25,186

３
４
５
６
７

5,694
5,572
5,474
5,351
5,186

16,045
15,193
14,651
13,522
11,330

710
704
706
694
664

1,451
1,521
1,564
1,598
1,579

1,164
1,135
1,143
1,120
1,100

7,245
7,022
7,380
6,768
6,121

7,568
7,411
7,323
7,165
6,950

24,741
23,736
23,595
21,888
19,030

８
９
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

5,107
5,055
4,952
4,658
4,505
4,403
4,206
3,969
3,766
3,676
3,593
3,501
3,479

10,476
10,310
9,731
9,161
8,946
8,761
8,235
8,086
8,068
7,925
7,931
7,896
8,475

654
653
640
604
560
557
540
538
528
501
487
474
452

1,564
1,577
1,597
1,520
1,421
1,418
1,389
1,374
1,373
1,291
1,265
1,187
1,116

1,063
1,048
943
878
815
773
727
697
674
671
656
647
640

5,805
5,695
5,525
5,517
4,507
3,340
3,331
3,119
2,617
2,620
2,338
2,355
2,086

6,824
6,756
6,535
6,140
5,880
5,733
5,473
5,204
4,968
4,848
4,736
4,622
4,571

17,845
17,582
16,853
16,198
14,874
13,519
12,955
12,579
12,058
11,836
11,535
11,439
11,677

21
22
23
24
25

3,405
3,242 
3,179
3,142
3,062

9,308 
9,839
10,728
11,808
12,847

440 
414
403
398
390

1,100 
1,055
1,010
1,048
1,056

627
599
582 
585
577

2,276
2,970
3,628 
3,686
3,525

4,472 
4,255
4,164
4,125
4,029

12,684
 13,864
15,366
16,542
17,428

26
27

3,052
3,055

14,791
15,428

388
377

1,038
1,019

575
574

3,377
3,719

4,015
4,006

19,206
20,166

（注）１　（社）日本船主協会資料より作成。
　　　２　百総トン以上の鋼船で、漁船・官庁船・その他特殊船を含まない。
　　　　ただし内航定期交通船を含む。
　　　３　毎年６月30日現在の数値である。
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　（3）港湾運送
　　　①　港湾運送量の推移� （単位：百万トン）

年
港 湾 取 扱
貨 物 量

港　湾　運　送　量
船舶積卸量 はしけ運送量 沿岸荷役量 いかだ運送量

全国
（10年=100）

５大港
（10年=100）

全国
（10年=100）

５大港
（10年=100）

全国
（10年=100）

５大港
（10年=100）

全国
（10年=100）

５大港
（10年=100）

全国
（10年=100）

５大港
（10年=100）

8 3,465
（109）

894
（112）

1,148
（106）

503
（105）

18
（129）

12
（133）

802
（105）

361
（104）

8
（160）

2
（100）

9 3,465
（109）

902
（113）

1,160
（107）

503
（105）

17
（121）

11
（122）

812
（106）

363
（105）

7
（140）

2
（100）

10 3,165
（100）

797
（100）

1,088
（100）

477
（100）

14
（100）

9
（100）

767
（100）

347
（100）

5
（100）

2
（100）

11 3,087
（98）

767
（96）

1,136
（104）

500
（105）

13
（93）

8
（89）

803
（105）

364
（105）

5
（100）

2
（100）

12 3,178
（100）

808
（101）

1,195
（110）

525
（110）

13
（93）

7
（78）

831
（108）

373
（107）

4
（80）

1
（50）

13 3,094
（98）

780
（98）

1,167
（107）

509
（107）

11
（79）

7
（78）

807
（105）

358
（103）

3
（60）

1
（50）

14 3,067
（97）

778
（98）

1,232
（113）

543
（114）

11
（79）

7
（78）

847
（110）

380
（110）

3
（60）

1
（50）

15 3,100
（98）

815
（102）

1,280
（118）

569
（119）

11
（79）

7
（78）

870
（113）

389
（112）

2
（40）

1
（50）

16 3,150
（100）

849
（107）

1,342
（123）

604
（127）

11
（79）

7
（78）

900
（117）

406
（117）

3
（60）

1
（50）

17 3,174
（100）

874
（110）

1,353
（124）

616
（129）

12
（86）

7
（78）

913
（119）

408
（118）

2
（40）

1
（50）

18 3,201
（101）

913
（115）

1,411
（130）

656
（138）

13
（93）

9
（100）

949
（124）

431
（124）

2
（40）

1
（50）

19 3,215
（102）

928
（116）

1,463
（134）

677
（142）

16
（114）

11
（122）

976
（127）

440
（127）

1
（20）

1
（50）

20 3,146
（99）

917
（115）

1,359
（125）

628
（132）

16
（114）

11
（122）

899
（117）

408
（118）

1
（20）

1
（50）

21 2,636
（83）

750
（94）

1,234
（113）

576
（121）

15
（107）

11
（122）

826
（108）

383
（110）

0
（0）

0
（0）

22 2,808
（89）

823
（103）

1,389
（128）

661
（139）

17
（121）

12
（133）

923
（120）

434
（125）

1
（20）

0
（0）

23 2,784
（88）

826
（104）

1,383
（127）

668
（140）

16
（114）

11
（122）

920
（120）

449
（129）

1
（20）

0
（0）

24 2,852
（90）

842
（106）

1,407
（129）

676
（142）

16
（114）

11
（122）

927
（121）

442
（127）

0
（0）

0
（0）

25 2,900
（92）

856
（107）

1,443
（133）

683
（143）

17
（121）

11
（122）

966
（126）

459
（132）

0
（0）

0
（0）

26 2,881
（91）

856
（107）

1,438
（132）

685
（144）

16
（114）

11
（122）

953
（124）

454
（131）

0
（0）

0
（0）

27 2,810
（89）

836
（105）

1,399
（129）

659
（138）

15
（107）

10
（111）

928
（121）

437
（126）

0
（0）

0
（0）

資料：国土交通省港湾局港湾経済課調べ
（注）1　港湾取扱貨物量は、国土交通省総合政策局情報政策課「港湾統計」（港湾取扱

貨物量等の現況）による。その調査対象港湾（平成27年）は、694港である。
５大港は、東京、横浜、川崎、名古屋、大阪、堺泉北、神戸、下関、北九州港
の合計とした。

2　港湾運送量の全国欄は、指定港湾（港湾運送事業法適用対象港湾、平成27年度
末93港）の実績である。
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　　　②　輸移出入別船舶積卸量（全国・5大港・運輸局別）（平成27年度）�
（単位：千トン）

区分

港名

外　　　貿 内　　　貿
計

輸　入 輸　出 小　計 移　入 移　出 小　計

京　

浜

東　京
川　崎
横　浜

66,824
15,983
47,044

60,765
6,949
59,811

127,589
22,932
106,855

6,049
2,243
6,821

3,480
3,112
1,715

9,529
5,354
8,536

137,118
28,286
115,391

小　計 129,851 127,524 257,376 15,113 8,307 23,420 280,796

名 古 屋
大 阪
神 戸
関 門

62,660
41,939
36,998
23,168

65,876
34,611
37,676
12,076

128,536
76,550
74,674
35,243

9,962
9,742
6,207
7,075

10,997
6,077
6,822
6,745

20,959
15,819
13,029
13,820

149,495
92,369
87,702
49,063

計 ５ 港 294,615 277,763 572,378 48,099 38,948 87,047 659,425

計　88　港 343,637 126,153 469,790 128,092 141,702 269,793 739,584

全 国 93 港 638,253 403,916 1,042,169 176,190 180,650 356,840 1,399,008

北 海 道
東 北
北 陸 信 越
関 東
中 部
近 畿
神 戸
中 国
四 国
九 州
沖 縄

20,623
26,758
14,554
195,868
98,366
57,654
58,227
75,345
12,450
77,301
1,107

4,118
6,389
5,874
140,230
86,283
37,026
42,117
30,575
3,239
47,073
991

24,741
33,148
20,428
336,098
184,649
94,680
100,344
105,920
15,689
124,374
2,098

25,263
10,907
1,029
40,444
20,586
12,026
17,059
15,752
3,427
22,639
7,057

24,404
9,155
422

28,411
19,560
7,848
17,714
26,520
6,318
35,226
5,071

49,668
20,062
1,450
68,855
40,147
19,875
34,772
42,272
9,746
57,866
12,128

74,409
53,210
21,878
404,953
224,796
114,554
135,116
148,193
25,435
182,240
14,226

（注）1　国土交通省港湾局資料により作成。
　　　2　端数処理のため一部合計値が一致しない箇所がある。
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③
　
品
目
別
船
舶
積
卸
量
の
推
移
（
全
国
）

品
目

年
度

コ
ン
テ
ナ
自
動
車

石
炭

金
属
鉱

鉄
鋼

穀
物

（
撒
）

砂利
・砂

・
石材

金属
くず

石炭
製品

原
塩

そ
の
他

計

合　　　　　　　　 計

12
41
4

12
6

13
0

14
4

13
4

34
12

9
10

9
17
3
1,1
95

13
41
0

12
9

13
5

13
6

12
3

35
10

9
9

8
16
2
1,1
67

14
44
3

14
4

14
2

14
2

12
8

34
9

11
10

9
16
1
1,2
32

15
47
1

15
2

14
9

14
3

13
1

34
9

12
10

8
16
0
1,2
80

16
50
4

15
8

16
0

14
5

13
7

33
10

12
11

9
16
4
1,3
42

17
51
9

16
7

15
3

14
3

13
6

33
10

11
10

9
16
2
1,3
53

18
55
7

18
1

15
3

14
7

14
1

32
10

13
10

8
16
1
1,4
11

19
57
4

19
4

16
1

15
3

14
6

31
14

13
10

8
15
9
1,4
63

20
54
0

16
8

15
7

14
2

12
9

29
15

12
9

8
15
1
1,3
59

21
50
5

14
4

14
2

12
9

11
1

29
14

12
9

8
13
3
1,2
34

22
58
0

15
9

16
0

14
7

13
1

29
11

11
10

7
14
3
1,3
89

23
59
0

16
3

15
9

14
3

12
1

28
11

11
10

7
14
1
1,3
83

24
59
3

17
7

16
0

14
8

12
2

28
11

11
11

7
13
9
1,4
07

25
60
4

18
2

16
5

15
4

12
5

27
12

11
12

7
14
3
1,4
43

26
60
3

17
8

16
4

15
5

12
6

27
11

11
13

7
14
2
1,4
38

27
58
6

17
9

16
5

14
8

11
7

26
11

9
13

7
13
8
1,3
99

（
単
位
：
百
万
ト
ン
）
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③
　
品
目
別
船
舶
積
卸
量
の
推
移
（
５
大
港
）

品
目

年
度

コ
ン
テ
ナ
自
動
車

石
炭

金
属
鉱

鉄
鋼

穀
物

（
撒
）

砂利
・砂

・
石材

金属
くず

石炭
製品

原
塩

そ
の
他

計

５　　　 大　　　 港　　　 合　　　 計

12
32
8

43
21

29
43

10
3

1
3

2
42

52
5

13
32
2

42
22

28
38

11
2

1
2

2
38

50
9

14
34
5

49
24

29
39

11
2

2
3

2
39

54
3

15
36
5

53
26

28
39

11
2

2
3

2
38

56
9

16
39
3

58
27

26
40

11
2

2
3

2
41

60
4

17
40
4

62
26

26
40

11
2

2
3

2
39

61
6

18
43
5

71
24

25
43

10
2

2
3

1
40

65
6

19
45
0

78
24

27
45

9
2

2
1

1
39

67
7

20
42
3

65
23

26
40

9
1

2
1

1
36

62
8

21
39
1

55
24

26
34

8
1

2
1

1
32

57
6

22
45
2

64
27

28
41

9
1

2
2

1
34

66
1

23
46
2

65
27

28
37

8
1

2
2

1
35

66
8

24
46
4

73
27

27
19

9
1

2
2

1
52

67
6

25
46
8

76
27

28
36

8
1

2
2

1
36

68
3

26
46
5

76
28

28
38

8
1

2
2

1
37

68
5

27
45
1

73
27

27
34

8
1

2
2

1
34

65
9

（
単
位
：
百
万
ト
ン
）
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　　　④　港湾別港湾運送事業許可数及び事業者数（平成27年度）
（検数・鑑定・検量事業を除く）

（平成28年３月末日現在）

港湾

業種

５　大　港 その他
合計

京浜 名古
屋 大阪 神戸 関門 小計 港

許　
　

可　
　

数

一
般
港
湾
運
送
事
業

無限定・条件なし
海　　貨
新 海 貨
い か だ
そ の 他

37
38
23
0
15

12 
6 
5 
0 
8 

24
28
2
2
15

16 
23 
13 
0 
7 

11 
1 
0 
0 
5 

100
96
43
2
50

183
1
3
1
120

283
97
46
3

170

小　　　計 113 31 71 59 17 291 308 599

単
独
事
業

港湾荷役事業 113 37 82 57 34 323 603 926

うち船内
うち沿岸
うち一貫

19 
61 
33 

2
23
12

5
61
16

2
40
15

2 
13 
19

30
198
95

143 
311 
149 

173 
509
244 

はしけ運送事業
いかだ運送事業

43
3

4 
1 

31
2

13
1

7 
2 

98
9

48 
29 

146
38

小　　　計 159 42 115 71 43 430 682 1,110

合　　　計 272 73 186 130 60 721 990 1,709

事業者数（支店算入） 217 51 146 102 45 561 613 1,174

純事業者数 868

資料：国土交通省港湾局港湾経済課調べ。
（注）事業者数の支店算入とは各事業者の支店を含み、純事業者数とは、支店

を除いたものである。
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４．航　　空

　（1）国内線
　　　①　国内定期航空貨物輸送量の推移
　平成27年度の国内定期航空輸送の貨物重量は、91万8,033トン、9億5,875万ト
ンキロで、対前年度比それぞれ1.2％減、0.1％減であった。また、幹線・ロー
カル線別では、トンベースが幹線で67万9,189トン、対前年度比0.8％増、ロー
カル線で23万8,844トン、対前年度比6.3％減、トンキロベースが幹線で7億3,905
万トンキロ、対前年度比1.5％増、ローカル線で2億1,970万トンキロ、対前年度
比5.1％減であった。

年　度
トン（単位：トン） トンキロ（単位：万トンキロ）

幹線 ローカル
線

全輸
送量 幹線 ローカル

線
全輸
送量指数 指数

平成14 499,838 331,975 831,813 100 52,710 29,378 82,089 100 

平成15 539,380 321,964 861,344 104 56,794 28,388 85,181 104 

平成16 547,416 331,714 879,130 106 57,492 29,429 86,921 106 

平成17 556,729 332,878 889,607 107 58,055 29,683 87,737 107 

平成18 563,694 370,421 934,114 112 58,514 33,786 92,300 112 

平成19 587,949 363,670 951,618 114 61,674 32,988 94,662 115 

平成20 621,749 374,140 995,889 120 66,614 34,064 100,678 123 

平成21 620,581 339,027 959,608 115 67,255 30,768 98,023 119 

平成22 646,382 294,725 941,107 113 70,513 26,563 97,076 118 

平成23 642,231 253,530 895,761 108 70,510 22,396 92,906 113 

平成24 650,202 255,287 905,489 109 71,746 22,816 94,562 115 

平成25 673,343 261,218 934,561 112 73,128 23,525 96,652 118 

平成26 673,862 254,895 928,757 112 72,828 23,147 95,974 117 

平成27 679,189 238,844 918,033 110 73,905 21,970 95,875 117 
（注）１．「航空輸送統計年報」国土交通省総合政策局情報管理部より作成。
　　　２．�「幹線」とは、札幌、東京、成田、大阪、関西、福岡、那覇の各空港を相互

に結ぶ路線をいい、「ローカル線」とは、これ以外の各路線をいう。
　　　３．平成14年度を基準年（指数＝100）とする。
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輸送機関別輸送動向（航空）

　　　②　国内定期路線別航空貨物輸送量（上位30路線）

順位 路　線　別
平成27年度 平成26年度 貨物重量

H27/H26
（％）貨物重量

（キロ）
貨物トンキロ
メートル

貨物重量
（キロ）

貨物トンキロ
メートル

 1（  1） 東京（ 羽 田 ）－ 新 千 歳 183,387,800 163,948,691 188,368,798 168,401,703 97.4 
  2（  2） 東 京（ 羽 田 ）－ 福 岡 164,511,217 171,256,174 164,769,373 171,524,914 99.8 
  3（  3） 東京（羽田）－沖縄（那覇） 134,194,306 226,385,794 129,586,742 218,612,832 103.6 
  4（  4） 東 京（ 羽 田 ）－ 大 阪 77,654,871 39,914,606 79,348,572 40,785,167 97.9 
  5（  5） 関西－沖縄（那覇） 30,576,076 38,556,429 27,970,186 35,270,405 109.3 

６（  6） 大 阪 － 沖 縄（ 那 覇 ） 27,876,310 36,350,710 26,087,743 34,018,414 106.9 
７（  7） 東京（ 羽 田 ）－ 鹿 児 島 22,923,104 25,467,568 22,200,769 24,665,053 103.3 
８（  8） 中 部 － 沖 縄（ 那 覇 ） 19,667,285 28,910,909 21,213,982 31,184,550 92.7 
９（  9） 福 岡 － 沖 縄（ 那 覇 ） 19,509,025 19,665,100 18,615,814 18,764,741 104.8 
10（11） 東 京（ 羽 田 ）－ 熊 本 15,233,416 16,543,488 14,883,666 16,163,662 102.3 

11（10） 東 京（ 羽 田 ）－ 広 島 15,204,902 12,011,874 17,348,648 13,705,430 87.6 
12（12） 沖 縄（ 那 覇 ）－ 石 垣 14,477,949 6,833,589 14,490,163 6,839,356 99.9 
13（13） 沖縄（ 那 覇 ）－ 宮 古 島 12,851,220 4,523,627 12,580,327 4,428,275 102.2 
14（14） 東 京（ 羽 田 ）－ 長 崎 12,417,047 14,192,682 12,231,853 13,981,006 101.5 
15（16） 東 京（ 羽 田 ）－ 関 西 9,480,296 6,427,645 9,230,525 6,258,296 102.7 

16（18） 大 阪 － 新 千 歳 8,853,504 10,278,916 7,962,002 9,243,889 111.2 
17（17） 東 京（ 羽 田 ）－ 函 館 7,984,649 6,275,933 8,425,432 6,622,392 94.8 
18（21） 東 京（ 羽 田 ）－ 大 分 7,833,721 7,269,694 7,009,872 6,505,159 111.8 
19（22） 東 京（ 成 田 ）－ 松 山 7,293,591 6,265,193 6,911,428 5,936,920 105.5 
20（20） 東 京（ 羽 田 ）－ 宮 崎 7,005,289 7,166,413 7,623,841 7,799,189 91.9 

21（24） 中 部 － 新 千 歳 6,494,484 7,040,025 6,210,941 6,732,657 104.6 
22（19） 東 京（ 羽 田 ）－ 中 部 5,805,617 2,902,822 7,689,275 3,844,650 75.5 
23（26） 東 京（ 羽 田 ）－ 旭 川 5,464,237 5,748,371 4,886,272 5,140,360 111.8 
24（23） 東 京（ 羽 田 ）－ 高 松 5,413,462 3,848,969 6,305,547 4,483,247 85.9 
25（25） 福 岡 － 新 千 歳 5,068,182 8,180,044 5,112,962 8,252,323 99.1 

26（27） 東 京（ 羽 田 ）－ 佐 賀 4,716,034 5,329,119 4,831,119 5,459,163 97.6 
27（28） 東 京（ 羽 田 ）－ 岡 山 4,168,290 2,855,278 4,483,405 3,071,136 93.0 
28（29） 大 阪 － 福 岡 4,065,976 2,350,133 4,217,797 2,437,889 96.4 
29（15） 東京（ 羽 田 ）－ 北 九 州 3,859,650 3,697,546 10,972,078 10,511,250 35.2 
30（31） 東 京（ 羽 田 ）－ 高 知 3,588,074 2,956,574 3,358,268 2,767,212 106.8 

（注）1．順位中の（　）は前年度順位
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　（2）国際線
　　　①　国際航空貨物輸送量の推移（トンベース、トンキロベース）
　平成27年度の国際定期航空貨物輸送実績は138万6,118トン、78億736万トンキ
ロで、対前年度比それぞれ2.5％減、2.4％減の輸送量であった。

年　度
トンベース（トン） トンキロベース

（万トンキロ）指数 指数
平成14年度 1,215,470 100 715,822 100 

平成15年度 1,237,008 102 718,672 100 

平成16年度 1,323,451 109 761,615 106 

平成17年度 1,325,408 109 772,905 108 

平成18年度 1,310,415 108 851,682 119 

平成19年度 1,376,071 113 850,186 119 

平成20年度 1,201,880 99 657,952 92 

平成21年度 1,265,614 104 645,093 90 

平成22年度 1,254,224 103 636,830 89 

平成23年度 1,072,517 88 575,642 80 

平成24年度 1,145,862 94 612,478 86 

平成25年度 1,238,564 102 674,940 94 

平成26年度 1,421,979 117 799,618 112 

平成27年度 1,386,118 114 780,736 109 

（注）１. 「航空輸送統計年報」国土交通省総合政策局情報管理部より作成。
　　　２．本邦航空運送事業者のうち、国際航空運送事業者による輸送量。
　　　３．平成14年度を基準年（指数：100）とする。
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②
　
主
要
品
目
別
国
際
貨
物
輸
送
量
の
推
移（
金
額
ベ
ー
ス
）

＜
輸
出
＞
�

（
単
位
：
億
円
）

年
度

項
目

平
成
16
年
平
成
17
年
平
成
18
年
平
成
19
年
平
成
20
年
平
成
21
年
平
成
22
年
平
成
23
年
平
成
24
年
平
成
25
年
平
成
26
年
平
成
27
年

食
料

品
22
4

24
5

31
2

39
8

35
9

38
4

45
6

39
0

38
3

47
2

56
3

72
0

繊
維
及
び
同
製
品

1,3
97
 
1,3
52
 
1,4
28
 
1,4
54
 
1,1
94
 

97
3 

1,1
16

1,1
13
 
1,0
46

1,2
16
 
1,3
75
 
1,4
57
 

化
学

製
品

14
,77
9 
16
,76
6 
18
,46
5 
20
,35
2 
16
,71
1 
15
,21
8 
16
,52
6
14
,48
8 
14
,13
6
15
,77
7 
16
,72
6 
16
,61
8 

非
金
属
鉱
物
製
品

2,3
62
 
2,6
12
 
2,5
63
 
2,9
12
 
2,4
02
 
2,2
92
 
2,7
32

2,4
45
 
2,4
27

2,5
88
 
2,7
46
 
2,8
40
 

金
属
及
び
同
製
品

3,6
94
 
4,3
66

5,0
69
 
5,9
10
 
4,9
11

4,4
84

5,4
99

5,5
77

5,7
10

6,7
33

7,0
15

6,4
85

機
械

機
器

14
1,3
01
 
14
5,8
11
 
15
9,1
25
 
16
0,4
35
 
11
9,9
77
 
10
8,3
85
 
12
0,9
29
10
8,8
68
 
10
1,3
83
11
2,1
99
 
12
5,3
03
 
12
6,5
57
 

そ
の

他
30
,65
9 
36
,47
7 
44
,58
3
51
,92
0 
41
,34
7 
39
,70
7 
41
,53
6
39
,95
6 
33
,98
5
38
,55
1 
44
,80
8 
50
,19
4 

計
19
4,4
16
 
30
7,6
29
 
23
1,5
44
24
3,3
81
 
18
6,9
02
 
17
1,4
43
 
18
8,7
94
17
2,8
37
 
15
9,0
70
17
7,5
36
 
19
8,5
36
 
20
4,8
71
 

＜
輸
入
＞
�

（
単
位
：
億
円
）

年
度

項
目

平
成
16
年
平
成
17
年
平
成
18
年
平
成
19
年
平
成
20
年
平
成
21
年
平
成
22
年
平
成
23
年
平
成
24
年
平
成
25
年
平
成
26
年
平
成
27
年

食
料

品
2,9
98
 
3,0
29

2,8
59
 
2,6
75
 
2,1
93
 
2,0
49
 
2,1
71

3,5
44
 
2,3
35

2,4
16
 
2,5
35
 
2,5
70
 

原
料
及
び
燃
料

77
0

86
1

93
0

1,1
38
 

91
1

77
3

72
8

95
4

91
4

1,1
30
 
1,1
04
 
1,0
88
 

化
学

製
品

15
,75
5 
18
,16
5 
20
,18
3 
21
,39
1 
21
,28
7 
22
,55
1 
23
,63
0
25
,89
8 
27
,83
7
28
,92
3 
29
,26
5 
37
,51
0 

機
械

機
器

94
,18
3 
10
5,1
62
 
11
2,8
83
 
11
3,2
18
 
91
,45
1 
79
,26
4 
87
,29
9
85
,50
2 
93
,57
3
11
4,6
28
 
12
0,4
33
 1
25
,92
9 

そ
の

他
30
,08
7 
33
,59
9 
39
,54
1 
40
,37
8 
35
,53
7 
28
,45
6 
31
,28
8
29
,54
6 
29
,92
0
34
,51
6 
34
,54
8 
36
,42
7 

計
14
3,7
93
 
16
0,8
16
 
17
6,3
96
 
17
8,7
99
 
15
1,3
79
 
13
3,0
94
 
14
5,3
56
14
5,4
44
 
15
4,5
79
18
1,6
13
 
18
7,8
85
 2
03
,52
4 

（
注
）「
外
国
貿
易
概
況
」
（
財
）
日
本
関
税
協
会
よ
り
作
成
。
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③
　
方
面
別
国
際
航
空
貨
物
輸
送
量
の
推
移

（
単
位
：
ト
ン
）

年
　
度

方
　
面

平
成
16
年
平
成
17
年
平
成
18
年
平
成
19
年
平
成
20
年
平
成
21
年
平
成
22
年
平
成
23
年
平
成
24
年
平
成
25
年
平
成
26
年
平
成
27
年

ア
ジ

ア
73
5,3
15

72
5,2
10

71
8,8
58

79
7,2
91

71
9,0
42

80
3,7
18

79
5,7
42

65
8,1
25
 
70
3,7
61

74
5,3
47
 
83
2,4
66
 
80
7,0
38
 

（
　
　
中
　
　
国
　
　
）

21
2,6
46

23
3,0
24

23
8,6
38

29
0,3
41

27
0,9
99

29
0,9
50

24
4,3
60

18
6,5
88
 
19
9,0
97

23
2,5
69
 
25
5,0
68
 
25
1,0
95
 

（
　
　
韓
　
　
国
　
　
）

65
,56
0

58
,51
0

46
,47
6

62
,10
6

42
,35
8

59
,36
9

64
,96
8

50
,49
3 

57
,71
6

58
,08
3 

54
,98
1 

48
,38
3 

（
　
　
台
　
　
湾
　
　
）

88
,66
8

80
,31
4

84
,81
8

80
,70
5

－
－

－
－

－
－

－
－

（
そ
の
他
ア
ジ
ア
）

36
8,4
41

35
3,3
62

34
9,9
26

36
4,1
40

40
5,6
85

45
3,3
99

48
6,4
14

42
1,0
44
 
44
6,9
48

45
4,6
95
 
52
2,4
17
 
50
7,5
59
 

米
大

陸
35
4,4
92

37
0,4
68

37
3,0
18

35
8,8
08

28
2,8
18

26
4,2
95

28
6,8
67

25
5,3
42
 
27
3,2
50

31
5,7
82
 
38
4,0
28
 
37
8,0
12
 

（
　
　
北
　
　
米
　
　
）

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

（
　
　
南
　
　
米
　
　
）

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

太
平

洋
41
,45
6

37
,00
7

27
,32
6

25
,64
9

19
,81
5

21
,76
5

20
,42
0

18
,56
2 

18
,75
9

22
,99
4 

30
,26
1 

27
,22
3 

ヨ
ー

ロ
ツ

パ
17
1,4
44

17
7,2
26

17
5,8
90

18
4,9
32

17
2,0
15

16
8,3
89

14
5,0
74

13
6,6
01
 
14
6,7
13

15
1,1
25
 
17
1,4
33
 
16
6,6
40
 

オ
セ

ア
ニ

ア
20
,74
5

15
,49
7

15
,32
3

9,3
91

8,1
91

7,4
47

6,1
20

3,8
86
 

3,3
79

3,3
15
 

3,7
92
 

7,2
05
 

合
計

1,3
23
,45
1
1,3
25
,40
8
1,3
10
,41
5
1,3
76
,07
1
1,2
01
,38
1
1,2
65
,61
4
1,2
54
,22
3
1,0
72
,51
7 
1,1
45
,86
2
1,2
38
,56
4 
1,4
21
,97
9 
1,3
86
,11
8 

（
注
）
１
．「
航
空
輸
送
統
計
年
報
」　
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
情
報
管
理
部
よ
り
作
成
。

　
　
　
２
．
本
邦
航
空
運
送
事
業
者
の
う
ち
、
国
際
航
空
運
送
事
業
者
に
よ
る
輸
送
量
。

　
　
　
３
．（
　
）
内
は
各
地
域
内
で
の
内
数

　
　
　
４
．
ア
ジ
ア
と
は
、
中
国
、
韓
国
、
香
港
、
台
湾
、
タ
イ
、
イ
ン
ド
等
の
路
線

　
　
　
５
．
米
大
陸
と
は
、
西
海
岸
、
東
海
岸
、
内
陸
部
、
ア
ラ
ス
カ
、
カ
ナ
ダ
、
ブ
ラ
ジ
ル
等
の
路
線

　
　
　
６
．
太
平
洋
と
は
、
ハ
ワ
イ
、
グ
ア
ム
等
の
路
線

　
　
　
７
．
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
と
は
、
英
国
、
ド
イ
ツ
、
ロ
シ
ア
等
の
路
線

　
　
　
８
．
オ
セ
ア
ニ
ア
と
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
等
の
路
線
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Ⅴ．貨物流通施設の動向

1. 倉  庫

（1）営業倉庫の分類
１ 類 倉 庫……危険物等を除き，とくに保管物品の制限のない

倉庫〔建屋〕
２ 類 倉 庫……防火性能を有せず，保管物品に制限のある倉庫

〔建屋〕
３ 類 倉 庫……防火性能，防湿性能，遮熱性能等を有せず，保

管物品に制限のある倉庫〔建屋〕
野 積 倉 庫……製材，かわら等を野積みで保管する倉庫〔整地〕
貯蔵槽倉庫……穀物等のバラ貨物や液体を保管する倉庫〔サイ

ロ，タンク〕
危険品倉庫……石油，化学薬品等危険物を保管する倉庫〔建屋，

タンク〕
冷 蔵 倉 庫……冷凍水産物，食肉等＋10℃以下で保管することが適当な物

品を保管する倉庫
Ｃ３級＋10℃以下－２℃未満，Ｃ２級－２℃以下－10℃未満，
Ｃ１級－10℃以下－20℃未満，Ｆ１級－20℃以下－30℃未満，
Ｆ２級－30℃以下－40℃未満，Ｆ３級－40℃以下－50℃未満，
Ｆ４級－50℃以下

水 面 倉 庫……原木を水面において保管する倉庫
トランクルーム……上記のうち，消費者の物品を保管する倉庫

普通倉庫
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（
2）
営
業
倉
庫
の
概
要
（
平
成
27
年
度
）

区
分

倉
庫
類
別

事
業
者
数

所
管
面（
容
）積

入
庫
量

平
均
月
末
在
庫
量

年
　
間

回
転
数

普　　 通　　 倉　　 庫

１
～
３
類
倉
庫

4,5
48
社

46
,17
8千
m
2

18
9,0
33
千
ト
ン

26
,05
6千
ト
ン

7.2
5回

野
積

倉
庫

17
3社
 

4,3
38
千
m
2

29
,20
3千
ト
ン

4,4
78
千
ト
ン

6.5
2回

貯
蔵
槽
倉
庫

10
5社
 

10
,69
3千
m
3

24
,92
4千
ト
ン

4,3
78
千
ト
ン

5.6
9回

危
険
品
建

屋
17
8社

51
7千
m
2

9,4
38
千
ト
ン

4,8
76
千
ト
ン

1.9
4回

倉
庫
タ
ン
ク

43
社
 

5,0
75
千
m
3

冷
蔵

倉
庫

1,1
47
社
 

31
,04
6千
m
3

23
,38
3千
ト
ン

3,7
05
千
ト
ン

6.3
1回

水
面

倉
庫

6社
50
9千
m
2

17
0千
m
3

37
千
m
3
4.5
9回

（
注
）
１
　
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
物
流
政
策
課
（
物
流
産
業
室
）
調
べ
。

　
　
　
２
　
事
業
者
数
及
び
所
管
面
（
容
）
積
は
、
平
成
27
年
度
末
現
在
。

　
　
　
３
　
年
間
回
転
数
＝
入
庫
量
÷
平
均
月
末
在
庫
量
。

　
　
　
４
　
普
通
倉
庫
の
総
事
業
者
数
は
4,8
84
社
で
あ
る
。
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区 分

年 度

事
業
者
数

所
　
　
管
　
　
面
　
　（
容
）　
　
積

１
～
３
類
倉
庫

野
積
倉
庫

貯
蔵
槽
倉
庫

危
　
険
　
品
　
倉
　
庫

対
　
前

年
度
比

（
％
）

面
　
積

（
千
㎡
）

対
　
前

年
度
比

（
％
）

面
　
積

（
千
㎡
）

対
　
前

年
度
比

（
％
）

容
　
積

（
千
㎥
）

対
　
前

年
度
比

（
％
）

建
　
　
屋

タ
　
ン
　
ク

面
　
積

（
千
㎡
）
対
前
年
度

比（
％
）
容
　
積

（
千
㎥
）
対
前
年
度

比（
％
）

昭
45

1,8
56

10
8.7

12
,49
2

11
4.4
 

1,9
29

96
.1

2,3
14

11
1.2
 

43
87
.9

81
40
3.0

　
50

2,3
26

10
4.4
 
17
,50
4

10
6.1

3,5
40

10
7.6

4,0
11

10
5.8

11
6

11
8.3

43
0

15
7.0

　
55

2,4
95

10
0.9

20
,22
9

10
2.5
 

3,4
71

95
.1

6,2
91

10
9.2

16
5

10
8.1

54
3

10
2.6

　
60

2,6
51

10
0.8

21
,73
7

10
1.9

3,7
39

97
.3

7,3
20

99
.0 

21
6

10
1.9

16
,01
9

12
6.5

平
９

3,7
27

10
3.2

35
,22
3

10
4.1

4,4
57

99
.2

10
,35
9

10
1.0
 

30
8

10
2.0
 
47
,93
9

10
0.9

　
10

3,7
95

10
1.8

36
,42
4

10
3.4

4,4
42

99
.7

10
,36
4

10
0.0
 

34
3

11
1.4

47
,89
6

99
.9

　
11

3,8
26

10
0.8

37
,07
3

10
1.8

4,3
93

98
.9

10
,47
6

10
1.1

35
5

10
3.5

47
,90
3

10
0.0

　
12

3,8
52

10
0.7

37
,41
9

10
0.9

4,1
84

95
.2

10
,49
6
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　（4）普通倉庫入庫量・平均月末在庫量・回転数の推移

　（5�）普通倉庫（1～３類倉庫）品目別構成比（入庫量・平均月末在
庫量）

区
分

年
度

入　　庫　　量 平均月末在庫量 年 間 回 転 数
普　通
倉　庫
（Ａ）
（千トン）

う　ち
１～３類
倉庫（Ｂ）
（千トン）

普　通
倉　庫
（Ｃ）

（千トン）

う　ち
１～３類
倉庫（Ｄ）
（千トン）

Ａ／Ｃ

（回）

１～３
類倉庫
Ｂ／Ｄ
（回）

対前年
度　比
（％）

対前年
度　比
（％）

昭55
　60

151,231
183,993

116,551
134,276

101.2
102.8

25,380
35,503

20,540
18,779

109.2
104.6

5.96
5.18

5.67
7.15

平14
　15
　16
　17
　18
　19
　20
　21
　22
　23
　24
　25
　26

252,141
237,197
243,764
276,304
236,048
228,472
218,110
204,354
226,593
206,118
231,628
228,973
227,952

171,466
168,181
169,268
199,698
170,726
163,464
152,282
147,828
165,857
150,049
167,101
167,426
168,123

99.1
98.1
100.6
118.0
86.0
95.7
93.2
97.1
112.2
90.5
110.4
100.2 
100.4 

67,427
59,480
36,202
38,610
36,027
30,595
35,477
34,240
33,765
28,523
34,693
35,283
35,549

23,831
23,450
23,451
25,453
23,563
21,387
22,711
22,147
21,742
19,615
23,548
23,696
23,622

92.1
98.4
100.0
108.5
93.0
90.8
106.2
97.5
98.2
90.2
120.1
100.6  
99.7 

3.74
3.99
6.73
7.16
7.00
7.47
6.15
5.97
6.71
7.23 
6.68 
6.49
6.41  

7.20
7.17
7.21
7.85
7.00
7.43
6.71
6.67
7.63
7.65 
7.10 
7.07 
7.12 

　27 252,598 189,033 112.4 39,788 26,056 110.3 6.35 7.25 
（注）国土交通省総合政策局物流政策課（物流産業室）調べ。

（注）国土交通省総合政策局物流政策課（物流産業室）調べ。

農水産品
4.4％

農水産品
13.7％金　属

12.0％ 金　属
7.5％

食料工業品
21.1％ 食料

工業品
14.9％

雑工業品
11.8％

雑工業品
12.1％

雑品
11.4％

雑品
16.6％

化学工業品
14.8％ 化学工業品

15.4％

窯業品 0.7％繊維工業品 1.6％ 繊維工業品 2.4％

金属製品
・機械
13.2％ 金属製品・

機械 10.8％

紙・
パルプ
8.9％

紙・
パルプ
5.6％

窯業品 0.9％

平成26年度
入庫量
170,061
千トン

平成26年度
平均月末
在庫量
23,375
千トン
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　（6�）冷蔵倉庫の事業者数・所管容積・入庫量・平均月末在庫量・年
間回転数の推移

区
分

年
度

事　業
者　数

所　管
容　積

（千ｍ3）

入庫量

（千トン）

平均    
月末
在庫量
（千トン）

年　間
回転数

対前年
度　比
（％）

対前年
度　比
（％）

対前年
度　比
（％）

対前年
度　比
（％）

昭55
　60

1,314
1,241

97.8
99.4

14,183
15,025

106.0
102.2

8,683
11,083

98.2
103.8

1,686
2,026

94.4
103.5

5.15
5.47

平14
　15
　16
　17
　18
　19
　20
　21
　22
　23
　24
　25
　26

1,171
1,169
1,188
1,165
1,151
1,166
1,148
1,148
1,144
1,168
1,164
1,177
1,181

97.7
99.8
101.0
　96.8
100.0
101.3
　98.5
100.0 
99.7 
102.1 
99.7 
101.1 
100.3 

28,734
28,532
28,103
27,379
27,518
25,144
26,840
29,214
29,338
31,213
30,647
27,546
27,244

100.9
　99.3
　98.5
　97.4
100.4
　91.0
106.7
108.4
100.4
106.4
98.2
89.9 
98.9 

20,981
20,031
19,652
24,279
20,662
17,787
18,911
18,327
18,999
19,897
20,101
21,234
21,208

101.5
　95.5
　98.1
123.5
85.1
86.0
106.3
104.0 
103.7 
104.7
101.0 
105.6
99.9 

3,312
3,256
3,102
3,789
3,227
2,827
2,945
3,003
2,890
3,142
3,251
3,294
3,351

100.7
　98.3
　95.3
122.1
　85.2
　88.0
104.2
103.6
96.2
108.7
103.5
101.3 
101.7 

6.33
6.15
6.34
6.40
6.40
5.00
6.42
6.10 
6.57 
6.33
6.18
6.45
6.33

　27 1,147 97.1 31,046 114.0 23,383 110.3 3,705 110.6 6.31
（注）１　国土交通省総合政策局物流政策課（物流産業室）調べ。
　　　２　事業者数及び所管面（容）積は各年度末現在。
　　　３　年間回転数＝入庫量÷平均月末在庫量。

（注）国土交通省総合政策局物流政策課（物流産業室）調べ。

生鮮水産物 1.0％

冷凍水産物
16.9％

冷凍水産物
27.9％

冷凍食品
30.7％

冷凍食品
17.7％

その他
5.8％

その他 3.2％

畜産物
17.3％

畜産物
17.4％

農産物 6.5％

農産物
9.6％

農産加工品 6.2％

農産
加工品 8.8％

水産加工品
2.8％

水産加工品 2.9％

塩干水産物
2.3％

塩干
水産物 4.2％

畜産
加工品
10.5％

畜産
加工品
7.8％

平成26年度
入庫量
20,088
千トン

平成26年度
平均月末
在庫量
3,218

千トン

生鮮水産物 0.6％

　（7�）冷蔵倉庫品目別構成比（入庫量・平均月末在庫量）
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平成27年度　倉庫事業経営指標（概況）
Ⅰ　調査の概要
１．調査の目的
　この調査は、主要倉庫事業者の財務・経営・原価等の実態を把握することによ
り、倉庫業における企業経営の指針を明らかにするとともに、倉庫業の健全な発
展と経営の合理化に資するため、毎年継続して行っているものである。（※）

２．調査対象事業者
（1）この調査は、倉庫の種類及び規模別に任意抽出した者を対象としているが、当
概況の普通倉庫業及び冷蔵倉庫業の集計結果については、倉庫の種類別単位で計上
している。

倉庫の
種　類 普　通　倉　庫 冷　蔵　倉　庫 貯蔵槽

倉　庫
鉄鋼専用
倉　　庫

木材専用
倉　　庫 合計

規　模 大 中 小 大 中 小
事業者数 46 66 21 69 17 6 21 16 4 266

（2）この調査は、所管面（容）積ベースで普通倉庫の約2割、冷蔵倉庫の約5割をカバー
している。
○普通倉庫：調査対象事業者133社／全体4,506社
　　　　　　調査対象所管面積773万0千㎡／全体3,879万2千㎡
○冷蔵倉庫：調査対象事業者92社／全体1,181社
　　　　　　調査対象所管容積1,464万2千㎥／全体2,724万4千㎥

（3）27年度の調査票回収率は以下のとおりとなっている。
○普通倉庫：　調査対象事業者133社／調査票発出事業者136社（回収率…97.8％）
○冷蔵倉庫：　調査対象事業者 92社／調査票発出事業者 96社（回収率…95.8％）
○その他倉庫：調査対象事業者 41社／調査票発出事業者 42社（回収率…97.6％）
○合計：　　　調査対象事業者266社／調査票発出事業者274社（回収率…97.1％）
※当該調査においては昭和44年度より毎年継続して実施してきたが、平成22年度
の調査については東日本大震災の影響等により中止した。
　なお、平成23年度より調査を再開したものの調査対象事業者については例年よ
りも絞ったため平成21年度以前の数字との継続性が無いものもあるので、平成21
年度以前の数字は参考として併記している。
（注）端数処理のため合計値が一致しない箇所がある。
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Ⅱ　調査結果の概要
１．普通倉庫
　（1）経営状況
　普通倉庫事業者133社のうち黒字決算は118社(全体の90.2％ )となり、平成10年
度以降黒字決算事業者の比率は80％以上で推移している。

○経営状況の推移� （単位：％）

区　　分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
黒字決算 88.5 86.4 84.9 85.2 87.9 90.9 90.9 91.6 90.0 90.2
赤字決算 11.5 13.6 15.1 14.8 12.1   9.1   9.1   8.4 10.0   9.8

有配（10％超） 26.4 28.2 27.4 20.4 12.8 26.4 21.5 22.7 21.8 27.8
有配（10％以下） 39.2 37.6 37.7 34.5 47.5 37.2 43.8 40.3 38.2 32.3
無　　配 34.5 34.2 34.9 45.1 39.7 36.4 34.7 37.0 40.0 39.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

27 年度
26 年度
25 年度
24 年度
23 年度
21 年度
20 年度
19 年度
18 年度
17 年度

黒字決算 赤字決算

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

27 年度
26 年度
25 年度
24 年度
23 年度
21 年度
20 年度
19 年度
18 年度
17 年度

有配（10％以下）有配（10％超） 無　配
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　（2）事業別営業収益構成（１社平均）
　27年度の事業別営業収益の構成をみると、全営業収益83億7,525万3千円のう
ち、普通倉庫業17億5,579万4千円（21.0％）、貨物自動車運送事業14億5,837万7千
円（17.4％）、貨物利用運送事業16億4,022万9千円（19.6％）、港湾運送事業11億
5,919万円（13.8％）、不動産賃貸業7億4,131万6千円（8.9％）等となっており、貨
物自動車運送事業、貨物利用運送事業及び港湾運送事業の割合がそれぞれ10％以
上となっている。

○会社全体における事業別営業収益構成の推移（１社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
普　通
倉庫業

1,474,393 1,502,442 1,520,040 1,531,967 1,404,194 1,671,653 1,693,351 1,659,250 1,783,434 1,755,794
（19.8） （18.7） （18.9） （19.6） （19.5） （20.5） （21.6） （21.6） （21.7） （21.0）

その他
倉庫業

134,629 125,848 119,882 185,057 208,170 152,702 162,605 151,686 143,891 133,754
（1.8） （1.6） （1.5） （2.4） （2.9） （1.9） （2.1） （2.0） （1.8） （1.6）

港　湾
運送事業

1,217,710 1,273,380 1,242,433 1,158,022 990,027 1,308,301 1,303,047 1,290,745 1,326,713 1,159,190
（16.3） （15.8） （15.5） （14.8） （13.8） （16.1） （16.7） （16.8） （16.2） （13.8）

貨物自動車
運送事業

1,724,952 1,815,928 1,279,650 1,379,070 1,173,585 877,311 870,463 974,163 1,001,296 1,458,377
（23.1） （22.6） （15.9） （17.6） （16.3） （10.8） （11.1） （12.7） （12.2） （17.4）

貨物利用
運送事業

92,090 93,679 1,051,814 1,039,403 1,051,207 1,644,454 1,312,170 1,457,632 1,744,652 1,640,229
（1.2） （1.2） （13.1） （13.3） （14.6） （20.2） （16.8） （19.0） （21.3） （19.6）

不動産
賃貸業

707,227 741,652 747,424 748,187 776,550 888,818 867,124 835,235 762,692 741,316
（9.5） （9.2） （9.3） （9.6） （10.8） （10.9） （11.1） （10.9） （9.3） （8.9）

その他
事　業

2,112,459 2,494,824 2,075,165 1,784,022 1,592,236 1,599,912 1,614,022 1,307,980 1,438,509 1,486,594
（28.3） （31.0） （25.8） （22.8） （22.1） （19.6） （20.6） （17.0） （17.5） （17.7）

営業収益 7,463,459 8,047,754 8,036,408 7,825,728 7,195,968 8,143,150 7,822,782 7,676,693 8,201,187 8,375,253
（100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）

※1「貨物利用運送事業」の数値のうち、15年度から18年度までは鉄道貨物利用運送事業のみの数値。
※2（　）内は営業収益に占める割合。
※3「その他事業」とは、内航海運業、不動産販売業、通関業等。

（単位：百万円）
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　（3）収支状況（１社平均）
　27年度の倉庫部門における営業収益は17億5,579万4千円、営業費用は16億9,646
万7千円となり、営業損益は5,932万7千円となった。
　また、経常収益は18億1,158万7千円、経常費用は17億1,741万3千円、経常損益
は9,417万4千円となり、経常収支率は105.5％と、17年度以降黒字を維持している。

○普通倉庫業（保管＋荷役）における収支状況の推移（１社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
営業収益 1,474,393 1,502,442 1,520,040 1,531,967 1,404,194 1,671,653 1,693,351 1,659,250 1,783,434 1,755,794
営業外収益 21,492 23,992 26,161 27,598 23,011 29,391 32,320 39,869 54,017 55,793
経常収益 1,495,885 1,526,434 1,546,201 1,559,565 1,427,205 1,701,045 1,725,671 1,699,119 1,837,451 1,811,587
営業費用 1,447,584 1,458,372 1,482,884 1,503,685 1,391,647 1,634,535 1,647,191 1,611,310 1,736,042 1,696,467
営業外費用 29,241 29,584 31,231 32,159 26,163 25,939 25,717 20,717 22,448 20,947
経常費用 1,476,825 1,487,956 1,514,116 1,535,843 1,417,809 1,660,473 1,672,909 1,632,027 1,758,490 1,717,413
営業損益 26,809 44,071 37,156 28,282 12,547 37,119 46,160 47,940 47,392 59,327
経常損益 19,060 38,478 32,086 23,721 9,396 40,572 52,762 67,092 78,961 94,174
営業収支率 101.9 103.0 102.5 101.9 100.9 102.3 102.8 103.0 102.7 103.5
経常収支率 101.3 102.6 102.1 101.5 100.7 102.4 103.2 104.1 104.5 105.5

（単位：百万円） （単位：％）
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　倉庫部門のうち、保管部門における営業収益は10億125万5千円、営業費用は9
億3,541万7千円となり、営業損益は6,583万7千円となった。
　また、経常収益は10億3,211万3千円、経常費用は9億4,992万2千円となり、経常
損益は8,219万1千円となった。経常収支率は108.7％となった。

○普通倉庫業（保管）における収支状況の推移（1社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
営業収益 849,717 875,002 882,500 908,626 830,249 977,308 1,002,794 981,809 1,013,733 1,001,255
営業外収益 13,415 15,127 16,116 16,553 14,223 17,324 19,024 24,000 30,906 30,858
経常収益 863,132 890,129 898,616 925,179 844,472 994,632 1,021,818 1,005,810 1,044,639 1,032,113
営業費用 804,062 817,715 832,064 865,715 796,250 922,310 938,871 918,202 958,525 935,417
営業外費用 19,148 19,168 20,269 21,572 16,964 17,197 16,739 13,555 14,870 14,504
経常費用 823,210 836,883 852,333 887,286 813,214 939,507 955,610 931,757 973,396 949,922
営業損益 45,655 57,287 50,436 42,911 33,999 54,998 63,924 63,607 55,208 65,837
経常損益 39,922 53,247 46,284 37,892 31,258 55,125 66,209 74,052 71,243 82,191
営業収支率 105.7 107.0 106.1 105.0 104.3 106.0 106.8 106.9 105.8 107.0
経常収支率 104.8 106.4 105.4 104.3 103.8 105.9 106.9 107.9 107.3 108.7

（単位：百万円） （単位：％）
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　倉庫部門のうち、荷役部門における営業収益は7億5,453万9千円、営業費用は7
億6,104万9千円となり、営業損益は△651万1千円となった。
　また、経常収益は7億7,947万4千円、経常費用は7億6,749万2千円となり、経常
損益は1,198万3千円となった。経常収支率は101.6％となった。

○普通倉庫業（荷役）における収支状況の推移（1社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
営業収益 624,676 627,440 637,540 623,341 573,945 694,345 690,557 677,441 769,700 754,539
営業外収益 8,077 8,864 10,045 11,045 8,788 12,067 13,296 15,869 23,111 24,935
経常収益 632,753 636,304 647,585 634,386 582,733 706,412 703,852 693,309 792,812 779,474
営業費用 643,522 640,657 650,820 637,970 595,396 712,224 708,320 693,107 777,517 761,049
営業外費用 10,092 10,416 10,963 10,587 9,199 8,742 8,979 7,162 7,577 6,442
経常費用 653,615 651,073 661,783 648,557 604,595 720,966 717,299 700,269 785,094 767,492
営業損益 -18,846 -13,216 -13,280 -14,629 -21,452 -17,879 -17,764 -15,666 -7,816 -6,511
経常損益 -20,861 -14,769 -14,198 -14,171 -21,862 -14,554 -13,446 -6,960 7,717 11,983
営業収支率 97.1 97.9 98.0 97.7 96.4 97.5 97.5 97.7 99.0 99.1
経常収支率 96.8 97.7 97.9 97.8 96.4 98.0 98.1 99.0 101.0 101.6
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　（4）経常収支率の推移
　過去10年の経常収支率の推移をみると、普通倉庫部門全体では17年度の
101.3％と比較して4.2ポイント増加しており、昨年度の過去最高値から1.0ポイン
トの増加となった。
　保管部門については、過去最高値であった25年度の107.9％と比較して0.8ポイ
ントの増加となった。
　荷役部門については、過去最高値であった昨年度の101.0％と比較して0.6ポイ
ントの増加となり、過去最高値となった。

○普通倉庫業における経常収支率の推移� （単位：％）

区　　分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
普通倉庫部門（全体） 101.3 102.6 102.1 101.5 100.7 102.4 103.2 104.1 104.5 105.5
（うち保管部門） 104.8 106.4 105.4 104.3 103.8 105.9 106.9 107.9 107.3 108.7
（うち荷役部門）  96.8   97.7   97.9   97.8   96.4   98.0   98.1   99.0 101.0 101.6
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　（5）主要原価構成（１社平均）
　27年度の経常費用17億1,741万3千円の主要原価構成割合については、人件費
21.8％、請負費用26.8％、派遣費用2.1％、減価償却費7.8％、賃借料12.0％、営業
外費用1.2％となっている。
　主要原価構成割合のうち人件費の占める割合が増加傾向にあり、外部に支払う
請負費用と派遣費用の占める割合も約3割となっている。

○普通倉庫業における主要原価構成の推移（１社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

人件費 313,872 315,784 315,662 317,192 307,199 334,514 346,784 353,239 373,779 374,535
（21.3） （21.2） （20.8） （20.7） （21.7） （20.1） （20.7） （21.6） （21.3） （21.8）

請負費用 448,947 469,599 472,985 420,604 362,241 451,319 469,166 474,569 511,195 460,878
（30.4） （31.6） （31.2） （27.4） （25.5） （27.2） （28.0） （29.1） （29.1） （26.8）

派遣費用 － － － － － 41,085 37,971 27,821 28,082 35,476
（2.5） （2.3） （1.7） （1.6） （2.1）

減　価
償却費

134,580 135,248 137,522 140,785 141,151 155,367 143,117 137,738 139,005 133,317
（9.1） （9.1） （9.1） （9.2） （10.0） （9.4） （8.6） （8.4） （7.9） （7.8）

賃借料 178,027 177,734 182,680 193,335 183,996 208,619 203,154 197,071 212,294 205,812
（12.1） （11.9） （12.1） （12.6） （13.0） （12.6） （12.1） （12.1） （12.1） （12.0）

租税公課 54,095 48,774 51,121 55,717 54,380 58,166 54,925 53,319 57,525 52,894
（3.7） （3.3） （3.4） （3.6） （3.8） （3.5） （3.3） （3.3） （3.3） （3.1）

その他 318,063 311,234 322,914 334,725 309,224 385,466 392,073 367,554 414,163 433,553
（21.5） （20.9） （21.3） （21.8） （21.8） （23.2） （23.4） （22.5） （23.6） （25.2）

営業外
費　用

29,241 29,584 31,231 32,159 26,163 25,939 25,717 20,717 22,448 20,947
（2.0） （2.0） （2.1） （2.1） （1.8） （1.6） （1.5） （1.3） （1.3） （1.2）

（うち
金融費用）

21,954 22,410 23,230 24,311 20,979 21,153 23,803 17,766 17,176 14,889
（1.5） （1.5） （1.5） （1.6） （1.5） （1.3） （1.4） （1.1） （1.0） （0.9）

費　用
総　計

1,476,825 1,487,956 1,514,116 1,535,843 1,417,809 1,660,473 1,672,909 1,632,027 1,758,490 1,717,413
（100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）

※1　�20年度より「下請費用」を「請負費用」に改め、「派遣費用」を追加した。14年度から19年
度までの数値は、「下請費用」の数値。

※2　「その他」とは、水道光熱費、通信費、消耗品費、交際費、旅費等。
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　（6）入出庫量・保管残高・所管面積・従業員数（１社平均）
　27年度の入庫量は22万7,759トン、出庫量は22万7,827トンとなった。
　一方、保管残高は4万2,261トンとなった。所管面積は5万8,122㎡となり、従業
員数は101人となった。

○普通倉庫業における入出庫量・保管残高・所管面積・従業員数の推移（１社平均）
区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
入庫量（t） 237,816 228,545 227,921 220,252 200,527 294,468 238,565 227,748 237,804 227,759
出庫量（t） 238,632 223,183 230,218 217,858 205,873 292,022 238,194 228,290 234,644 227,827
保管残高（t） 38,440 42,613 39,703 41,984 34,798 50,020 53,438 41,696 45,441 42,261
所管面積（m2） 48,159 49,047 49,395 51,087 51,704 58,803 57,366 57,205 58,244 58,122
従業員数（人） 90 92 95 99 100 103 103 98 101 101

　（7）生産性（従業員１人あたり）
　27年度の従業員１人あたりの入出庫量は4,633トン、営業収益は1,785万7千円と
なった。所管面積は、591㎡となった。

○普通倉庫業における従業員１人あたりの生産性（入出庫・営業収益・所管面積）
区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

入出庫量（t） 5,265 4,927 4,807 4,432 4,049 5,693 4,528 4,633 4,659 4,633
営業収益
（千円） 16,294 16,387 15,950 15,498 13,991 16,226 16,083 16,856 17,587 17,857

所管面積（㎡） 532 535 518 517 515 571 545 581 574 591

（単位：千t） （単位：m2）
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２．冷蔵倉庫
　（1）経営状況
　冷蔵倉庫事業者92社のうち黒字決算は84社（全体の91.3％）となり、14年度以
降黒字決算事業者の比率は80％以上で推移している。

○経営状況の推移� （単位：％）

区　　分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
黒字決算 88.8 87.9 84.0 81.7 83.0 85.9 81.0 81.0 86.8 91.3 
赤字決算 11.2 12.1 16.0 18.3 17.0 14.1 19.0 19.0 13.2 8.7 

有配（10％超） 26.7 26.6 25.6 20.7 12.3 25.9 19.0 20.3 22.4 27.2 
有配（10％以下） 25.9 30.6 25.6 28.7 40.6 29.4 35.7 31.6 35.5 27.2 
無　　配 47.4 42.7 48.8 50.4 47.2 44.7 45.2 48.1 42.1 45.7 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
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　（2）事業別営業収益構成（１社平均）
　27年度の事業別営業収益の構成をみると、全営業収益66億512万3千円のう
ち、冷蔵倉庫業19億6,682万6千円（29.8％）、食品事業28億5,354万5千円（43.2％）、
貨物利用運送事業8億7,771万8千円（13.3％）、凍結・製氷業5,485万4千円（0.8％）、
不動産賃貸業5,065万2千円（0.8％）等となっている。

○会社全体における事業別営業収益構成の推移（１社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
冷　蔵
倉庫業

1,460,335 1,406,448 1,424,054 1,466,670 1,617,038 1,332,537 1,576,440 1,418,056 1,535,374 1,966,826
（19.9） （19.0） （19.6） （20.5） （23.5） （30.1） （27.9） （32.7） （29.3） （29.8）

その他
倉庫業

142,263 174,407 159,136 163,671 86,939 211,813 204,936 193,019 218,648 192,203
（1.9） （2.4） （2.2） （2.3） （1.3） （4.8） （3.6） （4.4） （4.2） （2.9）

凍結・
製氷業

67,752 62,217 59,729 60,237 71,689 51,619 80,798 46,663 52,504 54,854
（0.9） （0.8） （0.8） （0.8） （1.0） （1.2） （1.4） （1.1） （1.0） （0.8）

食品事業 4,292,058 4,173,956 3,925,515 4,161,342 4,148,655 1,620,130 2,501,071 1,751,595 1,841,746 2,853,545
（58.4） （56.5） （54.1） （58.2） （60.4） （36.6） （44.3） （40.3） （35.1） （43.2）

貨物利用
運送事業 － － － － 433,823 601,497 606,415 341,873 868,473 877,718

（6.3） （13.6） （10.7） （7.9） （16.6） （13.3）
不動産
賃貸業

62,894 63,818 73,056 76,469 67,364 48,950 62,050 48,116 58,460 50,652
（0.9） （0.9） （1.0） （1.1） （1.0） （1.1） （1.1） （1.1） （1.1） （0.8）

その他
事　業

1,321,841 1,503,137 853,634 728,482 446,944 559,480 618,258 542,252 666,114 609,324
（18.0） （20.4） （11.8） （10.2） （6.5） （12.6） （10.9） （12.5） （12.7） （9.2）

営業収益 7,347,144 7,383,983 7,261,342 7,154,751 6,872,453 4,426,026 5,649,967 4,341,573 5,241,319 6,605,123
（100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）

※1（　）内は営業収益に占める割合。※2「その他事業」とは、港湾運送事業、通関業等。
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　（3）収支状況（１社平均）
　27年度の倉庫部門における営業収益は19億6,682万6千円、営業費用は17億8,684
万6千円となり、営業損益は1億7,998万円となった。
　また、経常収益は19億8,767万6千円、経常費用は18億1,534万3千円、経常損益
は1億7,233万2千円となり、経常収支率は109.5％と、12年度以降黒字を維持して
いる。

○冷蔵倉庫業（保管＋荷役）における収支状況の推移（１社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
営業収益 1,460,250 1,406,448 1,423,986 1,466,670 1,617,038 1,332,537 1,576,440 1,418,056 1,535,374 1,966,826
営業外収益 16,352 20,645 13,727 16,161 17,229 14,737 16,711 21,653 39,433 20,849
経常収益 1,476,602 1,427,093 1,437,713 1,482,831 1,634,268 1,347,274 1,593,152 1,439,709 1,574,807 1,987,676
営業費用 1,340,018 1,291,792 1,303,725 1,350,025 1,487,939 1,251,928 1,476,134 1,339,612 1,430,908 1,786,846
営業外費用 34,981 31,753 30,480 35,574 33,409 24,644 29,537 23,769 26,308 28,497
経常費用 1,374,999 1,323,545 1,334,205 1,385,598 1,521,348 1,276,571 1,505,671 1,363,381 1,457,216 1,815,343
営業損益 120,232 114,656 120,261 116,646 129,099 80,609 100,307 78,444 104,466 179,980
経常損益 101,603 103,548 103,508 97,233 112,920 70,703 87,481 76,328 117,590 172,332
営業収支率 109.0 108.9 109.2 108.6 108.7 106.4 106.8 105.9 107.3 110.1 
経常収支率 107.4 107.8 107.8 107.0 107.4 105.5 105.8 105.6 108.1 109.5 

27 年度26 年度25 年度24 年度23 年度21 年度20 年度19 年度18 年度17 年度

（単位：百万円） （単位：％）
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　倉庫部門のうち、保管部門における営業収益は13億1,568万2千円、営業費用は
11億8,015万6千円となり、営業損益は1億3,552万6千円となった。
　また、経常収益は13億3,104万7千円、経常費用は12億266万4千円となり、経常
損益は1億2,838万3千円となった。経常収支率は110.7％となった。

○冷蔵倉庫業（保管）における収支状況の推移（１社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
営業収益 916,246 889,001 911,172 957,182 1,077,812 902,570 1,068,805 948,231 1,015,488 1,315,682
営業外収益 11,123 15,279 9,647 11,781 12,482 11,047 12,045 15,138 29,073 15,366
経常収益 927,369 904,280 920,819 968,963 1,090,294 913,617 1,080,850 963,369 1,044,561 1,331,047
営業費用 806,941 776,080 798,294 859,876 963,489 831,174 970,356 876,608 928,052 1,180,156
営業外費用 26,803 24,366 23,418 26,262 25,086 20,603 24,070 19,657 21,673 22,509
経常費用 833,744 800,446 821,712 886,138 988,575 851,777 994,427 896,264 949,725 1,202,664
営業損益 109,305 112,921 112,878 97,306 114,323 71,396 98,449 71,623 87,436 135,526
経常損益 93,625 103,834 99,107 82,824 101,718 61,840 86,423 67,104 94,836 128,383
営業収支率 113.5 114.6 114.1 111.3 111.9 108.6 110.1 108.2 109.4 111.5 
経常収支率 111.2 113.0 112.1 109.3 110.3 107.3 108.7 107.5 110.0 110.7 

27年度26年度25年度24年度23年度21年度20年度19年度18年度17年度
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　倉庫部門のうち、荷役部門における営業収益は6億5,114万5千円、営業費用は6
億669万円となり、営業損益は4,445万4千円となった。
　また、経常収益は6億5,662万8千円、経常費用は6億1,267万9千円となり、経常
損益は4,394万9千円、経常収支率は107.2％となった。

○冷蔵倉庫業（荷役）における収支状況の推移（１社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
営業収益 544,004 517,447 512,814 509,488 539,227 429,966 507,635 469,825 519,886 651,145
営業外収益 5,229 5,366 4,080 4,381 4,747 3,691 4,667 6,516 10,359 5,484
経常収益 549,233 522,813 516,894 513,869 543,974 433,657 512,302 476,341 530,246 656,628
営業費用 533,077 515,712 505,431 490,148 524,451 420,754 505,778 463,004 502,856 606,690
営業外費用 8,178 7,386 7,062 9,312 8,322 4,041 5,467 4,113 4,635 5,989
経常費用 541,255 523,098 512,493 499,460 532,773 424,795 511,245 467,117 507,491 612,679
営業損益 10,927 1,735 7,383 19,340 14,776 9,213 1,858 6,821 17,030 44,454
経常損益 7,978 -286 4,401 14,409 11,201 8,862 1,058 9,224 22,754 43,949
営業収支率 102.0 100.3 101.5 103.9 102.8 102.2 100.4 101.5 103.4 107.3 
経常収支率 101.5 99.9 100.9 102.9 102.1 102.1 100.2 102.0 104.5 107.2 
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　（4）経常収支率の推移
　過去10年の経常収支率の推移をみると、冷蔵倉庫部門全体では17年度の
107.4％と比較して2.1ポイントの増加となり、過去10年で最高値となった。
　保管部門については、最高値となった18年度の113.0％と比較すると2.3ポイン
トの減少となった。
　荷役部門については、107.2％と過去10年で最高値となった。

○冷蔵倉庫業における経常収支率の推移� （単位：％）

区　　分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
冷蔵倉庫部門（全体） 107.4 107.8 107.8 107.0 107.4 105.5 105.8 105.6 108.1 109.5 
（うち保管部門） 111.2 113.0 112.1 109.3 110.3 107.3 108.7 107.5 110.0 110.7 
（うち荷役部門） 101.5 99.9 100.9 102.9 102.1 102.1 100.2 102.0 104.5 107.2 
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　（5）主要原価構成（１社平均）
　27年度の経常費用18億1,534万3千円の主要原価構成割合については、人件費
23.1％、請負費用20.4％、派遣費用1.4％、減価償却費9.4％、賃借料10.7％、営業
外費用1.6％等となっている。
  外部に支払う請負費用と派遣費用の占める割合は約2割となっている。

○冷蔵倉庫業における主要原価構成の推移（1社平均）� （単位：千円、％）

区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

人件費 304,671 301,049 307,560 326,461 365,986 309,026 371,292 350,970 373,639 419,490
（22.2） （22.7） （23.1） （23.6） （24.1） （24.2） （24.7） （25.7） （25.6） （23.1）

請負費用 299,241 291,789 295,075 267,341 301,929 262,412 275,360 263,264 297,620 370,453
（21.8） （22.0） （22.1） （19.3） （19.8） （20.6） （18.3） （19.3） （20.4） （20.4）

派遣費用 － － － － － 16,889 18,834 19,946 18,984 24,804
（1.3） （1.3） （1.5） （1.3） （1.4）

減　価
償却費

100,235 94,797 103,214 124,815 137,811 101,955 142,524 101,387 106,919 171,335
（7.3） （7.2） （7.7） （9.0） （9.1） （8.0） （9.5） （7.4） （7.3） （9.4）

賃借料 174,151 158,861 160,500 158,454 170,411 171,430 168,202 167,040 176,119 193,959
（12.7） （12.0） （12.0） （11.4） （11.2） （13.4） （11.2） （12.3） （12.1） （10.7）

租税公課 32,143 26,322 25,910 28,494 35,632 23,395 30,993 23,342 26,063 36,513
（2.3） （2.0） （1.9） （2.1） （2.3） （1.8） （2.1） （1.7） （1.8） （2.0）

その他 430,661 419,002 411,476 424,676 453,350 366,820 468,929 413,663 431,564 570,294
（31.3） （31.7） （30.8） （30.6） （29.8） （28.7） （31.1） （30.3） （29.6） （31.4）

営業外
費　用

33,897 31,724 30,469 35,574 33,409 24,644 29,537 23,769 26,308 28,497
（2.5） （2.4） （2.3） （2.6） （2.2） （1.9） （2.0） （1.7） （1.8） （1.6）

（うち
金融費用）

26,848 25,225 25,802 24,197 23,932 18,245 21,453 18,056 19,196 19,808
（2.0） （1.9） （1.9） （1.7） （1.6） （1.4） （1.4） （1.3） （1.3） （1.1）

費　用
総　計

1,374,999 1,323,545 1,334,205 1,385,598 1,521,348 1,276,571 1,505,671 1,363,381 1,457,216 1,815,343
（100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0） （100.0）

※1　�20年度より「下請費用」を「請負費用」に改め、「派遣費用」を追加した。16年度から19年
度までの数値は「下請費用」の数値。

※2　 「その他」とは、水道光熱費、通信費、消耗品費、交際費、旅費等。
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　（6）入出庫量・保管残高・所管容積・従業員数（１社平均）
　27年度の入庫量は12万284トン、出庫量は12万475トンとなった。
　また、保管残高は2万1,839トンとなった。
　所管容積は15万9,153㎥となり、従業員数は81人となった。

○冷蔵倉庫業における入出庫量・保管残高・所管容積・従業員数の推移（1社平均）
区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
入庫量（t） 83,259 78,538 87,392 86,125 98,981 84,844 99,614 88,452 93,031 120,284
出庫量（t） 82,293 79,124 88,410 84,436 100,912 83,732 99,692 89,328 91,682 120,475
保管残高（t） 14,457 14,347 15,195 16,710 19,241 14,489 18,257 15,786 16,989 21,839
所管容積（m3） 111,765 103,408 107,197 115,996 123,930 105,486 130,656 119,363 125,157 159,153
従業員数（人） 85 84 84 81 103 84 83 82 81 81

　（7）生産性（従業員１人あたり）
　27年度の従業員1人あたりの入出庫量は2,676トン、営業収益は2,186万1千円と
なった。
　所管容積は1,769㎥となった。

○冷蔵倉庫業における従業員１人あたりの生産性（入出庫量・営業収益・所管容積）
区分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

入出庫量（t） 1,946 1,882 2,100 2,102 1,934 2,017 2,390 2,171 2,270 2,676
営業収益
（千円） 16,792 17,011 18,074 18,074 15,649 15,944 18,905 17,320 18,869 21,861

所管容積（㎥） 1,314 1,235 1,281 1,429 1,199 1,262 1,567 1,458 1,538 1,769
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3. トラックターミナル

（1）一般トラックターミナル分布図
（ ）内はバース数

（平成29年３月末現在）

札幌（175） 

鳥栖 
（28） 
熊本（54） 

鹿児島 
（56） 

広島（108） 

今治（34） 高松 
（102） 

徳島（58） 

岡山（150） 

四日市（28） 

大阪（888） 

金沢（65） 

東京（1,482） 

郡山（45） 

仙台（96） 

盛岡（84） 
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　（2）一般トラックターミナル一覧表
（平成29年３月末現在）

事業者名 ターミナル名 バース数 供用開始
年月日

出　　　資　　　者
（数字は％）

資本金
（百万円）

北海道トラック
ターミナル㈱

札幌トラック
タ ー ミ ナ ル

175 昭和
46.09.27

北海道（10.0）
㈱日本政策投資銀行（23.3）
札幌市（16.7）　　民間（50.0）

300

岩手トラック
ターミナル㈱

岩手トラック
タ ー ミ ナ ル

84 49.09.01 ㈱日本政策投資銀行（21.1）
民間（69.5）　　盛岡市（6.1）
矢巾町（3.3）

360

㈱仙台トラック
タ ー ミ ナ ル

仙台トラック
タ ー ミ ナ ル

80 37.11.19 宮城県（5.1）　　仙台市（5.1）
民間（89.8）

175

東北高速道路
ターミナル㈱

郡山トラック
タ ー ミ ナ ル

45 51.08.01 宮城県（3.9）　　福島県（4.9）
日本自動車ターミナル㈱（10.9）
東日本高速道路㈱（26.6）
（一財）道路厚生会（19.9）
民間（33.8）

1,083

仙台南トラック
タ ー ミ ナ ル

16 54.04.01

日 本 自 動 車
ターミナル㈱

京浜トラック
タ ー ミ ナ ル

382 43.06.14 東京都（43.3）
㈱日本政策投資銀行（6.0）
民間（50.7）

12,230

板橋トラック
タ ー ミ ナ ル

320 45.10.26

足立トラック
タ ー ミ ナ ル

320 52.04.01

葛西トラック
タ ー ミ ナ ル

460 58.04.01

㈱ 三　　 徳 四日市トラック
タ ー ミ ナ ル

28 62.04.01 民間（100） 15

北陸高速道路
ターミナル㈱

金沢トラック
タ ー ミ ナ ル

65 52.12.01 石川県（7.0）
日本自動車ターミナル㈱（14.1）
中日本高速道路㈱（24.5）
（一財）道路厚生会（13.8）
民間（40.6）

100

泉 北 高 速
鉄 道 ㈱

東大阪トラック
タ ー ミ ナ ル

346 43.02.15 民間（100） 4,000

北大阪トラック
タ ー ミ ナ ル

378 49.03.01
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事業者名 ターミナル名 バース数 供用開始
年月日

出　　　資　　　者
（数字は％）

資本金
（百万円）

㈱ 大 阪 港
トランスポート
シ ス テ ム

大阪南港トラッ
クターミナル

164 51.10.04 大阪市（69.6）　　民間（30.4） 5,000

岡山県トラック
ターミナル㈱

岡山県トラック
タ ー ミ ナ ル

150 50.04.03 民間（100） 440

広 島 市 流 通
セ ン タ ー ㈱

広島市西部トラ
ックターミナル

108 52.04.01 広島市（70.0）　　民間（30.0） 1,000

徳島県トラック
ターミナル㈱

徳島県トラック
タ ー ミ ナ ル

58 45.05.25 民間（100） 79

四国トラック
ターミナル㈱

四国トラック
タ ー ミ ナ ル

102 46.08.11 民間（100） 230

（協）今治流通
セ ン タ ー

天保山トラック
タ ー ミ ナ ル

34 49.08.17 民間（100） 120

九州高速道路
ターミナル㈱

鳥栖トラック
タ ー ミ ナ ル

28 56.04.29 熊本県（5.1）　　佐賀県（5.6）
日本自動車ターミナル㈱（21.5）
西日本高速道路㈱（22.3）
民間（45.5）

100

熊本トラック
タ ー ミ ナ ル

54 51.06.24

鹿児島県共同
ト ラ　ッ　 ク
ターミナル㈱

鹿 児 島 臨 海
ト ラ　ッ ク
タ ー ミ ナ ル

56 52.11.21 鹿児島県（10.0）　　鹿児島市（2.0）
民間　（88.0）

500

16　　　　 社 22　 箇　 所 3,453

（注）１　国土交通省総合政策局物流政策課（物流産業室）調べ。
　　　２　出資者における（　）は、出資比率である。
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貨物利用運送事業の動向

Ⅵ．貨物利用運送事業の動向

１．貨物利用運送事業者数の推移

年
度

鉄　道 航　　　空 自　動　車 内　航 外　航

利用 国際
（一般混載）

国内
（一般混載） 利用 利用 利用

平18 950 81 58 19,800 1,851 542
19 960 89 61 20,369 1,865 569
20 961 99 66 20,846 1,874 596
21 967 100 59 21,375 1,914 631
22 1,008 106 64 21,929 1,978 686
23 1,040 113 65 22,394 2,037 729
24 1,047 116 66 22,841 2,027 769
25 1,064 129 67 23,287 2,091 825
26 1,074 130 68 23,543 2,165 869
27 1,090 127 68 23,841 2,221 911

（注）１　国土交通省総合政策局物流政策課物流産業室調べ。
　　　２�　自動車の利用運送事業者数は、平成15年の法改正により実運送と利

用運送の兼業事業者は除かれ、利用運送専業事業者のみとなった。
　　　３　各年度末の数である。

（参考）貨物運送取扱事業法施行以前の利用運送事業者数等の推移
年度別

種別
昭和
55 58 59 60 61 62 63

平成
元

通 運 事 業 975 938 890 866 766 747 746 747 

自動車運送取扱事業 8,683 11,067 12,168 13,341 13,977 14,977 16,593 18,403 

内 航 運 送 取 扱 事 業 1,480 1,504 1,517 1,525 1,570 1,595 1,616 1,641 

利用航空運送事業（国内） 35 38 38 40 41 41 41 41 

利用航空運送事業（国際） 8 12 13 14 15 16 17 20 

海上運送取扱事業（外航） 562 600 609 661 684 704 705 773 

（注）各年度末（但し、外航関係は年度初）の数である。
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貨物利用運送事業の動向

３．外航海運利用運送事業

　（1）国際複合輸送貨物取扱実績の推移

（単位：千トン）

扱　別
事　業　の　種　別

第一種利用運送事業 第二種利用運送事業 合　計
車　　　扱 5,240 487 5,727
コンテナ扱 5,714 34,252 39,966
混載荷物扱 16 87 104
手小荷物扱 0 0 0
合　　　計 10,970 34,826 45,797

（注）１　国土交通省総合政策局物流政策課物流産業室調べ。
　　　２�　事業概況報告書提出企業の集計による。27年度462事業者。

（単位：千トン）
年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27

輸　出 （29,131）32,453
（25,510）
28,667

（23,377）
26,247

（28,611）
31,606

（30,711）
33,582

（30,313）
33,576

（31,177）
34,566

（36,901）
40,401

（35,235）
38,926

輸　入 （40,145）43,736
（40,116）
44,067

（39,855）
43,366

（48,061）
52,273

（51,652）
55,487

（56,013）
59,855

（59,207）
63,113

（63,168）
67,011

（62,908）
67,087

合　計 （69,276）76,189
（65,627）
72,734

（63,232）
69,613

（76,672）
83,879

（82,363）
89,069

（86,326）
93,431

（90,384）
97,679

（100,069）
107,412

（98,143）
106,013

（注）１�　国際フレイトフォワーダーズ協会（JIFFA）調べ。
　　　２　集計事業者数はＪＩＦＦＡ会員480社（平成27年度）。
　　　３　シベリアランドブリッジ経由の貨物は除く。
　　　４ （　）内はＦＣＬ（3.（2）注1で説明）貨物で内数である。

２．鉄道利用運送事業

事業・扱種別取扱量（平成27年度）



―114―

貨物利用運送事業の動向

　（2）仕向地別取扱量の推移
（単位：トン）

仕向地
年度 北　米 中南米 ヨーロッパ アジア 豪　州 アフリカ 合　計

Ｆ
Ｃ
Ｌ

21年度 1,784,420 477,647 1,950,349 10,999,821 603,949 184,017 16,000,202
22年度 2,616,809 648,246 2,353,651 13,978,368 296,528 203,938 20,097,541
23年度 2,861,579 585,385 2,445,246 15,593,580 293,673 192,857 21,972,320
24年度 3,294,849 353,204 2,143,929 13,553,927 708,767 146,938 20,201,614
25年度 3,463,982 410,129 2,316,411 15,218,604 826,052 167,298 22,402,476
26年度 1,899,969 339,445 1,214,967 8,205,763 773,887 169,061 12,603,092
27年度 3,914,007 598,806 2,599,114 16,201,503 903,904 1,393,766 25,611,100

Ｌ
Ｃ
Ｌ

21年度 887,933 121,893 755,314 6,051,512 321,460 73,436 8,211,549
22年度 1,240,474 154,481 986,983 8,442,689 295,004 89,640 11,209,272
23年度 679,448 132,869 579,701 5,500,073 208,784 78,952 7,179,826
24年度 1,434,333 85,804 471,348 3,766,345 427,552 40,782 6,226,164
25年度 714,551 129,895 531,884 6,432,699 340,602 43,730 8,193,361
26年度 2,280,541 114,667 473,007 4,875,415 1,257,606 4,560,491 13,561,727
27年度 1,429,306 330,324 836,263 7,161,448 1,398,302 73,665 11,229,308

合
　
計

21年度 2,672,352 599,541 2,705,663 17,051,333 925,409 257,453 24,211,751
22年度 3,857,283 802,728 3,340,635 22,421,057 591,532 293,578 31,306,813
23年度 3,541,027 718,254 3,024,947 21,093,653 502,457 271,809 29,152,146
24年度 4,729,182 439,008 2,615,277 17,320,272 1,136,319 187,720 26,427,778
25年度 4,178,533 540,024 2,848,295 21,651,303 1,166,654 211,028 30,595,837
26年度 4,180,510 454,112 1,687,974 13,081,178 2,031,493 4,729,552 26,164,819
27年度 5,343,313 929,130 3,435,377 23,362,951 2,302,206 1,467,431 36,840,408

（注）1　ＦＣＬ：コンテナ１個を単位として運送される大口貨物
2　ＬＣＬ：コンテナ１個を満載するにたらない小口貨物
3　事業概況報告書提出企業の集計による。
（21年度 254 22年度 256 23年度 277 24年度 219 25年度 256 26年度 236 27年度 320）
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貨物利用運送事業の動向

４．国内航空利用運送事業

取扱量の推移

区分

年度

航空利用運送事業

集　　計
事業者数

取扱重量
（千トン）

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

51
44
59
55
41
42
49
54
30
33
48
33
48
55
54
55
35
59

757
748
797
655
639
738
769
765
772
789
798
401
863
826
999
981
438
801
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５．国際航空利用運送事業

取扱量の推移（国際航空利用運送事業：仕向地別）

貨物利用運送事業の動向

仕向地
年度 北 米 中南米 ヨーロッパ アジア 豪 州 アフリカ 合 計
平成10年度
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27

259,097
293,922
298,149
225,053
260,259
251,049
339,725
294,332
252,863
244,078
249,002
109,779
168,817
176,007
143,015
154,560
126,386
184,440
（18.0%）

8,002
7,129
8,178
8,827
9,004
13,294
22,106
12,330
17,288
17,614
16,022
8,290
11,464
18,027
15,418
21,019
12,624
19,661
（1.9%）

223,992
230,249
242,990
192,386
191,883
220,912
271,060
254,079
237,939
245,777
215,056
128,695
185,515
197,760
121,241
158,973
86,201
175,545
（17.1%）

348,897
441,951
509,511
428,606
497,800
564,220
676,806
690,220
584,752
663,745
611,404
378,431
601,429
637,035
551,881
578,110
291,123
623,977
（61.0%）

16,735
13,287
14,350
11,624
11,969
12,646
17,232
20,421
15,172
17,706
13,735
9,685
13,436
11,981
11,228
12,710
7,020
12,840
（1.3%）

4,219
3,886
3,296
3,349
3,190
3,617
4,909
4,924
5,619
5,960
7,048
3,338
9,207
11,003
5,716
7,672
3,999
7,286

（0.7％）

860,942
990,424
1,076,474
869,845
974,105
1,065,738
1,331,838
1,276,306
1,113,633
1,194,880
1,112,267
638,219
989,779
1,051,812
848,499
933,044
527,353
1,023,748
（100.0％）

（注）1　事業概況報告書提出企業の集計による。（27年度111社）
　　　2　国際宅配便及び外国人事業者含む。

（単位：トン）
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消費者物流の動向

Ⅶ．消費者物流の動向

１．国内宅配便事業

　（1）宅配便・郵便小包取扱量の推移（個数ベース）

宅配便取扱量の推移� （単位：百万個、％）

平　成
23年度 24　年　度 25　年　度 26　年　度 27　年　度

取扱
個数

取扱
個数

対前年
度　比

取扱
個数

対前年
度　比

取扱
個数

対前年
度　比

取扱
個数

対前年
度　比 構成比

宅 配 便 合 計 3,401 3,526 103.7 3,637 103.1 3,614 99.4 3,745 103.6 100.0 

ト ラ ッ ク 3,363 3,486 103.7 3,595 103.1 3,570 99.3 3,704 103.8 98.9 

航空等利用運送 38 40 105.5 42 104.0 44 105.0 40 92.6 1.1 

郵便小包取扱量の推移（参考）� （単位：万個、％）

平　成
23年度 24　年　度 25　年　度 26　年　度 27　年　度

取扱
個数

取扱
個数

対前年
度　比

取扱
個数

対前年
度　比

取扱
個数

対前年
度　比

取扱
個数

対前年
度　比 構成比

一 般 小 包 38,330 38,221 99.7 42,844 112.1 48,504 113.2 51,302 105.8 12.7 

冊 子 小 包 287,215 310,124 108.0 332,421 107.2 336,194 101.1 353,940 105.3 87.3 

計 325,545 348,345 107.0 375,265 107.7 384,698 102.5 405,242 105.3 100.0 

（注）　�平成18年度までは日本郵政公社、平成19年度からは郵便事業（株）、平成24年度からは日本郵便（株）統計デ
ータより作成。
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　（2）宅配便名別取扱量（平成27年度）（個数ベース）

消費者物流の動向

トラック

宅 配 便 名 取扱事業者 取扱個数
（千個）

対前年度比
（％）

構成比
（％）

宅 急 便 ヤ マ ト 運 輸 ㈱ 1,731,263 106.7 46.7 

飛 脚 宅 配 便 佐 川 急 便 ㈱ 1,198,298 100.2 32.3 

ゆ う パ ッ ク 日 本 郵 便 ㈱ 513,024 105.8 13.8 

カ ン ガ ル ー 便 西 濃 運 輸 ㈱
他19社 133,413 98.6 3.6 

フクツー宅配便 福 山 通 運 ㈱
他21社 120,443 98.3 3.3 

そ 　の 　他 （16　便） 8,027 88.3 0.2 

合　　　　計 （21　便） 3,704,468 103.8 100.0 
（注）１．本表は、宅配便名ごとに、その便名で運送を行う各事業者の取扱個

数を集計したものである。
　　　２．宅配便としてカウントする貨物は、特別積合せ貨物運送又はこれに

準ずる貨物の運送であって、重量30kg以下の一口一個の貨物を特別
な名称を付して運送した貨物とした。

　　　 3．日本郵便㈱については、航空等利用運送事業に係る宅配便も含めト
ラック運送として集計している。
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消費者物流の動向

航空等利用運送

宅 配 便 名 取扱事業者 取扱個数
（千個）

対前年度比
（％）

構成比
（％）

飛 脚 航 空 便 佐 川 急 便 ㈱ 7,916 92.9 19.6 

宅 急 便 ヤ マ ト 運 輸 ㈱
ほか２社 6,682 100.8 16.5 

フクツー航空便 福 山 通 運 ㈱
ほか１社 664 88.4 1.6 

ス ー パ ー ペ
リ カ ン 便

日 本 通 運 ㈱
ほか１社 479 90.9 1.2 

そ 　の 　他 　84　便 24,724 90.6 61.1 

合　　　　計 　88　便 40,465 92.6 100.0 
（注 1）�本表は、同一便名ごとに、その便名を扱っている各事業者の取扱実績

を集計したものである。
（注 2）�日本郵便㈱については、航空等利用運送事業に係る宅配便も含めトラ

ック運送として集計している。
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　（3）仕向地別・仕立地別国内航空宅配便事業取扱量の推移（個数ベース）

（単位：個）
仕向地帯

仕立地帯 北海道 東北 関東
甲信越

中部
北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 合計

北海道
26年度 39,846 77,800 490,290 96,073 128,561 34,458 16,151 53,494 17,943 954,616 
27年度 38,215 64,526 422,444 82,994 99,091 27,118 12,753 50,327 16,366 813,834 

東　北
26年度 23,893 1,570 7,751 6,399 18,171 11,334 3,857 21,604 13,755 108,334 
27年度 25,767 9 4,560 2,648 17,441 8,786 3,289 21,702 19,636 103,838 

関東・
甲信越

26年度 975,238 6,394 3,680 9,190 214,110 540,732 280,781 1,834,557 1,415,009 5,279,691 
27年度 814,724 12,277 9,658 6,750 189,451 407,069 212,346 1,366,402 1,592,724 4,611,401 

中部・
北　陸

26年度 104,471 4,424 283 798 2,175 17,596 7,959 82,827 121,200 341,733 
27年度 130,795 3,709 1,327 13 745 16,454 7,415 75,826 166,306 402,590 

関　西
26年度 448,072 73,001 107,301 1,556 1,779 4,760 653 132,743 606,133 1,375,998 
27年度 422,392 74,025 192,853 767 1,545 1,956 2,044 176,228 492,715 1,364,525 

中　国
26年度 60,881 19,974 103,355 2,742 594 266 312 2,648 59,981 250,753 
27年度 95,459 9,693 81,453 569 461 0 5 940 64,305 252,885 

四　国
26年度 13,359 5,101 53,137 1,287 61 171 95 2,256 17,020 92,487 
27年度 6,874 4,529 39,810 2,911 43 7 1 880 20,642 75,697 

九　州
26年度 132,025 30,151 924,040 55,444 40,503 1,395 1,960 27,893 393,018 1,606,429 
27年度 113,920 33,197 1,098,755 72,562 45,855 2,151 2,373 26,304 387,718 1,782,835 

沖　縄
26年度 117,001 167,844 1,905,747 431,056 626,449 161,518 73,271 497,612 574,148 4,554,646 
27年度 126,896 183,209 2,028,692 462,221 668,724 171,302 76,002 520,605 597,352 4,835,003 

合　計
26年度 1,914,786 386,259 3,595,584 604,545 1,032,403 772,230 385,039 2,655,634 3,218,207 14,564,687
27年度 1,775,042 385,174 3,879,552 631,435 1,023,356 634,843 316,228 2,239,214 3,357,764 14,242,608

（注）事業概況報告書提出企業の集計による。
　　　26年度：25事業者
　　　27年度：34事業者

�
�

�
�

消費者物流の動向
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年
度

件
数（
千
件
）

対
前
年
伸
び
率（
％
）

重
量（
ト
ン
）

対
前
年
伸
び
率（
％
）

昭
63

6,9
93
 � � �
ク
ー
リ
エ
�

6,0
88

SP
�

90
5

26
.9

10
,60
5 
� � �
ク
ー
リ
エ
�

5,9
35

SP
�

4,6
70

39
.7

平
５

8,3
57
 � � �
ク
ー
リ
エ
�

6,9
90

SP
�

1,3
67

△
0.1

13
,93
6 
� � �
ク
ー
リ
エ
�

6,6
19

SP
�

7,3
17

4.8

10
9,0
15
 � � �
ク
ー
リ
エ
�

7,5
16

SP
�

1,4
99

△
8.9

21
,07
9 
� � �
ク
ー
リ
エ
�

7,8
61

SP
�

13
,21
8

△
1.5

22
14
,10
5
� � �
ク
ー
リ
エ
�

5,8
53

SP
�

8,2
53

△
9.1

81
,96
0
� � �
ク
ー
リ
エ
�
14
,73
5

SP
�

67
,22
5

△
2.9

23
14
,51
1
� � �
ク
ー
リ
エ
�

5,6
61

SP
�

8,8
50

2.9
85
,31
0
� � �
ク
ー
リ
エ
�
14
,25
0

SP
�

71
,06
0

4.1

24
13
,91
1
� � �
ク
ー
リ
エ
�

5,3
89

SP
�

8,5
22

△
4.1

10
9,4
94
� � �
ク
ー
リ
エ
�

5,6
62

SP
�

10
3,8
32

28
.3

25
14
,40
2
� � �
ク
ー
リ
エ
�

5,4
05

SP
�

8,9
97

3.5
10
0,3
32
� � �
ク
ー
リ
エ
�

4,1
32

SP
�

96
,20
0

△
8.4

26
13
,72
3
� � �
ク
ー
リ
エ
�

4,8
90

SP
�

8,8
33

△
4.7

10
0,6
97
� � �
ク
ー
リ
エ
�

3,6
47

SP
�

97
,05
0

0.4

27
14
,23
9
� � �
ク
ー
リ
エ
�

4,7
83

SP
�

9,4
57

3.8
10
5,4
33
� � �
ク
ー
リ
エ
�

3,9
64

SP
�

10
1,4
69

4.7

（
注
）
1　
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
物
流
政
策
課
物
流
産
業
室
調
べ
。

　
　
　
2　
ク
ー
リ
エ
と
は
、
契
約
書
、
船
積
書
類
、
業
務
用
資
料
等
の
書
類
を
対
象
と
す
る
サ
ー
ビ
ス
。

　
　
　
3　
SP
と
は
、
ス
モ
ー
ル
・
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
こ
と
で
、
商
品
サ
ン
プ
ル
、
機
械
部
品
等
の
小
型
・
軽
量
の
貨
物
を
扱
う
サ
ー
ビ
ス
。

２
．
国
際
宅
配
便
事
業

（
1）
国
際
宅
配
便
取
扱
量
の
推
移
（
件
数
ベ
ー
ス
、
ト
ン
ベ
ー
ス
）
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重
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重
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重
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。
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は
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書
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類
、
業
務
用
資
料
等
の
書
類
を
対
象
と
す
る
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ー
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る
。
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ス
モ
ー
ル
・
パ
ッ
ケ
ー
ジ
と
は
、
商
品
サ
ン
プ
ル
、
機
械
部
品
等
の
小
型
・
軽
量
の
貨
物
を
扱
う
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
。
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Ⅷ．物流における環境に関する動向

1. エネルギー消費量

（1）部門別エネルギー消費量

エネルギー量 
（PJ） 

出典：「総合エネルギー統計（2015年度版）」 

 

 

 

 

6,173
（44.9％）

6,139
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4,443
（32.3％）

4,333
（32.0％）

3,128
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3,312
（23.5％）
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（31.5％）

7,217
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（31.9％）

3,490
（22.2％）
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（22.3％）
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（44.4％）

5,172
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3,536
（22.6％）
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（45.0％）
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（32.0％）
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（45.1％）
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国際物流の動向

　（2）輸送機関別エネルギー消費量の推移

　（3）輸送機関別エネルギー消費原単位の推移

（単位：TJ（1012J））

年度
輸送
　機関

平成
16 17 18 19 20 21

ＪＲ　貨　物
民 鉄
鉄 道（ 計 ）

11,061
111

11,173

11,162
110

11,273

9,971
109

10,080

9,267
104
9,370

9,642
92

9,734

9,018
88

9,106
営業用自動車
自家用自動車
自動車（計）

670,274
520,071
1,190,345

656,397
499,983
1,156,380

657,413
485,501
1,142,914

663,872
477,020
1,140,892

644,354
468,029
1,112,383

615,742
463,745
1,079,488

内 航 海 運 111,613 111,611 112,405 109,187 102,007 92,619
航空（国内線） 22,927 23,202 23,853 24,484 22,765 22,381
総 消 費 量 1,336,057 1,302,465 1,289,252 1,283,934 1,246,889 1,203,593
旅客・貨物計 4,001,917 3,888,730 3,799,434 3,785,173 3,673,629 3,649,409

（単位：KJ（103J）／トンキロ）

年度
輸送
　機関

平成
16 17 18 19 20 21

ＪＲ　貨　物
民 鉄
鉄 道（ 計 ）

497.4
523.5
497.7

493.9
522.6
494.1

433.8
525.8
434.6

400.5
537.2
402.0

436.7
526.5
437.4

442.0
560.0
442.9

営業用自動車
自家用自動車
自動車（計）

2,375.6
11,434.9
3,633.2

2,257.4
11,310.3
3,452.1

2,175.6
10,946.4
3,298.1

2,140.2
10,692.0
3,215.6

2,127.9
10,733.6
3,211.1

2,099.9
11,190.7
3,225.6

内 航 海 運 510.0 527.5 540.8 538.0 543.0 553.6 
航空（国内線） 21,662.6 21,586.9 21,781.8 21,382.1 21,088.1 21,439.9
平 均 2,344.1 2,883.3 2,228.0 2,205.3 2,236.1 2,298.7 
（注）�国土交通省 ｢自動車輸送統計年報｣、｢内航船舶輸送統計年報｣、｢航空輸

送統計年報｣、｢鉄道統計年報｣、海事局資料

物流における環境に関する動向
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エネルギー転換部門

その他（農業・間接CO2等）
0.3%，341万t
（0.3%）

産業部門

業務その他部門
（商業・サービス・事業所等）

運輸部門（自動車・船舶等）

工業プロセス

廃棄物（プラスチック・廃油の焼却）
2.4% 2,887万t

（2.4％）

3.8% 4,616万t
（3.8％）

14.6% 1億7,948万t
（4.3％）

21.6% 2億6,539万t
（5.4％）

6.5% 7,955万t
（39.1％）

33.5% 4億1,119万t
（28.1％）

17.4% 2億1,335万t
（16.7％）

2. 二酸化炭素排出量

（1）部門別二酸化炭素排出量（平成27年度）

二酸化炭素総排出量

12億2,739万トン

（注）１ �（国立研究開発法人 国立環境研究所　温室効果ガスインベントリオ
フィス）「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2015年度）確報値」
による。

　　２　内側の円は各部門の直接の排出量（下段カッコ内の割合）である。
　　３�　外側の円は，電気事業者の発電に伴う排出量及び熱供給事業者の熱

発生に伴う排出量を，電力消費量及び熱消費量に応じて最終需要部門
に配分した後の排出量（上段の割合および排出量）である。
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　（2）部門別二酸化炭素排出量の推移
（単位：100万トン）

排出源 平成20年度 21 22 23 24 25 26 27

エネルギー転換部門 105.8（8.5）103.2（8.8）110.2（9.1）111.3（8.8）104.6（8.0） 98.9（7.5） 85.0（6.7） 79.5（6.5）

産業部門 417.0（33.6）382.1（32.7）413.5（34.0）429.0（33.9） 432.2（33.2） 431.9（32.8） 424.1（33.4） 411.2（33.5）

運輸部門 225.3（18.2）221.4（19.0）222.1（18.2）220.5（17.4） 226.1（17.4）224.7（17.1） 217.1（17.1） 213.3（17.4）

業務その他部門 231.5（18.7）219.9（18.8）218.8（18.0）235.9（18.6） 253.6（19.5） 278.3（21.1） 274.0（21.6） 265.4（21.6）

家庭部門 173.7（14.0）163.4（14.0）174.1（14.3）191.8（15.1） 204.2（15.7） 201.3（15.3） 189.1（14.9） 179.5（14.6）

工業プロセス 50.8（4.1） 45.2（3.9） 46.3（3.8） 46.2（3.7） 46.3（3.6） 48.0（3.7） 47.4（3.7） 46.2（3.8）

廃 棄 物 31.9（2.6） 28.2（2.4） 28.7（2.4） 28.0（2.2） 29.8（2.3） 29.3（2.2） 28.5（2.2） 28.9（2.4）

その他 4.0（0.3） 3.7（0.3） 3.6（0.3） 3.4（0.3） 3.5（0.3） 3.5（0.3） 3.4（0.3） 3.4（0.3）

合　計 1240 1167 1217 1266 1300 1316 1269 1227

（注）１�　（国立研究開発法人 国立環境研究所　温室効果ガスインベントリオフィス）「日本の温
室効果ガス排出量データ（1990～2015年度）確報値」による。

　　　２　括弧内は当該部門の排出量の全体に占める割合（％）。

物流における環境に関する動向
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物流における環境に関する動向

（3）輸送機関別二酸化炭素排出量（平成27年度）

（1億12万t）
46.9％

（3,633万t）
17.0％

（3,994万t）
18.7％

（431万t）
2.0％

（307万t）
1.4％

（1,052万t）
4.9％

（916万t）
4.3％

（990万t）
4.6％

（注）１ �（国立研究開発法人 国立環境研究所　温室効果ガスインベントリオ
フィス）「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2015年度）確報値」
による。



―129―

国際物流の動向

　（4）輸送機関別二酸化炭素排出量の推移
（単位：千トン）

排出源 平成
20 21 22 23 24 25 26 27

自家用乗用車 105,327
（46.8）

107,608
（48.6）

108,410
（48.8）

107,699
（48.9）

111,177
（49.2）

108,812
（48.4）

101,258
（46.6）

100,124
（46.9）

自家用貨物車 38,144
（16.9）

36,482
（16.5）

35,916
（16.2）

35,463
（16.1）

36,832
（16.3）

37,290
（16.6）

37,160
（17.1）

36,334
（17.0）

営業用貨物車 43,766
（19.4）

41,322
（18.7）

42,297
（19.0）

41,500
（18.8）

40,821
（18.1）

40,155
（17.9）

40,880
（18.8）

39,942
（18.7）

バ　　ス 4,558
（2.0）

4,404
（2.0）

4,446
（2.0）

4,354
（2.0）

4,344
（1.9）

4,426
（2.0）

4,400
（2.0）

4,308
（2.0）

タクシー 4,194
（1.9）

4,102
（1.9）

3,875
（1.7）

3,633
（1.6）

3,581
（1.6）

3,477
（1.5）

3,220
（1.5）

3,068
（1.4）

内航海運 10,940
（4.9）

10,111
（4.6）

10,419
（4.7）

10,151
（4.6）

10,337
（4.6）

10,687
（4.8）

10,638
（4.9）

10,515
（4.9）

鉄　　道 8,044
（3.6）

7,606
（3.4）

7,583
（3.4）

8,660
（3.9）

9,523
（4.2）

9,665
（4.3）

9,367
（4.3）

9,158
（4.3）

航　　空 10,277
（4.6）

9,781
（4.4）

9,193
（4.1）

9,001
（4.1）

9,524
（4.2）

10,149
（4.5）

10,173
（4.7）

9,899
（4.6）

合　　計 225,251 221,417 222,138 220,461 226,138 224,662 217,096 213,348

（注）１�　（国立研究開発法人 国立環境研究所　温室効果ガスインベントリオフィス）「日本の温
室効果ガス排出量データ（1990～2015年度）確報値」による。

　　　２　括弧内は当該輸送機関の排出量の輸送部門全体に占める割合（％）。

物流における環境に関する動向
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物流における環境に関する動向

12
00

90
0

60
0

30
0

13
00

0

出
典

：（
環

境
省

）
温

室
効

果
ガ

ス
排

出
・

吸
収

目
録

，（
国

土
交

通
省

）
自

動
車

輸
送

統
計

年
報

，
 

 
 （

同
）

鉄
道

輸
送

統
計

年
報

，
　

※
自

動
車

の
輸

送
量

は
推

計
値

を
使

用
し

て
い

ま
す

。
 （

同
）

内
航

船
舶

輸
送

統
計

年
報

に
よ

る
。

排
出

す
る

CO
2

（
g－

CO
2

12
09

22
7

39

23

（
5）
輸
送
機
関
別
二
酸
化
炭
素
排
出
原
単
位
（
平
成
27
年
度
）
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Ⅸ
．
物
流
企
業
対
策

１
．
物
流
業
の
概
要
（
平
成
27
年
度
）

区
　
　
　
分

営
業
収
入

事
業
者
数

従
業
員
数

中小
企業

の割
合

備
　
　
考

ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業

14
兆
5,4
49
億
円

62
,17
6

18
8万
人

99
.9％

平
成
27
年
度
総
務
省「
労
働
力
調
査
」

営
業
収
入
は
平
成
26
年
度
の
値

Ｊ
Ｒ

貨
物

1,3
63
億
円

1 
6千
人

―

内
航

海
運

業
8,3
70
億
円

3,5
10

6万
8千
人

99
.6％

営
業
収
入
は
平
成
26
年
度
の
報
告
書
提
出
事
業
者
77
9者
分

外
航

海
運

業
4兆
75
61
億
円

19
4

7千
人

53
.3％

営
業
収
入
・
従
業
員
数
・
中
小
企
業
の
割
合
は

報
告
書
提
出
事
業
者
16
9者
分

港
湾

運
送

業
1兆
73
6億
円

86
8

5万
1千
人

88
.5％

検
数
・
鑑
定
・
検
量
事
業
者
を
除
く

営
業
収
入
・
従
業
員
数
は
報
告
書
提
出
事
業
者
70
3者
分

航
空
貨
物
運
送
事
業

3,0
28
億
円

21
3万
5千
人

23
.8％

鉄
道
利
用
運
送
事
業

2,9
70
億
円

1,0
90

7千
人

87
.2％

営
業
収
入
・
従
業
員
数
・
中
小
企
業
の
割
合
は

報
告
書
提
出
事
業
者
43
1者
分

外
航
利
用
運
送
事
業

4,6
23
億
円

91
1

5千
人

78
.8％

営
業
収
入
・
従
業
員
数
・
中
小
企
業
の
割
合
は

報
告
書
提
出
事
業
者
27
8者
分

航
空
利
用
運
送
事
業

4,9
75
億
円

19
5

1万
3千
人

66
.0％

営
業
収
入
・
従
業
員
数
・
中
小
企
業
の
割
合
は

報
告
書
提
出
事
業
者
13
5者
分

倉
庫

業
1兆
6,5
87
億
円

6,0
37

8万
9千
人

91
.7％

営
業
収
入
・
従
業
員
数
は
推
計
値

ト
ラ
ッ
ク
タ
ー
ミ
ナ
ル
業

28
3億
円

16
0.6
千
人

93
.8％

営
業
収
入
は
兼
業
事
業
を
含
む

物流企業対策
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物流企業対策

経
営

支
援

 

2.
中

小
企

業
施

策
中

小
企

業
施

策
の

体
系

図

新
た
な
事
業
活
動
支
援

農
商
工
等
連
携
に
対
す
る
支
援

地
域
資
源
を
活
用
し
た
取
組
に
対
す
る
支
援
　
等

創
業・
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援

そ
の
他
の
関
連
諸
施
策

Ｉ
Ｔ
化
支
援
　
等

中
小
企
業
の
再
生
資
金
の
円
滑
化
　
等

「
産
業
競
争
力
強
化
法
」

（
輸
出
入
）

海
外
展
開
支
援

消
費
税
転
嫁
対
策
　
等

経
営
力
強
化
支
援
法
に
基
づ
く
支
援

支
援
事
業
の
担
い
手
の
多
様
化・
活
性
化
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物流企業対策

出
典
：「
中
小
企
業
施
策
総
覧
（
平
成
27
年
度
）

相
談

・
情

報
提

供
 

そ
の

他
の

施
策

 

小
規
模
企
業
振
興
基
本
法
に
基
づ
く
支
援

商
工
会
・
商
工
会
議
所
等
を
通
じ
た
支
援
　
等

中
小
企
業
連
携
組
織
対
策

高
度
化
事
業
　
等

金
融

支
援

 
政
策
金
融

信
用
補
完

経
営
者
保
証
の
負
担
軽
減

「
経
営
者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
利
用
促
進

商
業
・
物
流
サ
ポ
ー
ト

一
般
的
措
置
，
個
別
の
法
律
に
基
づ
く
措
置
法

財
務

支
援

 

商
業

・
物

流
支

援
 

中
心
市
街
地
の
活
性
化

人
権
啓
発
，
地
域
産
業
支
援
，
業
種
別
対
策
　
等
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物流企業対策
3．
主
要
税
制
の
概
要
（
平
成
29
年
度
）

　（
1）
国
税

（
平
成
29
年
10
月
1日
現
在
）

項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

（
租
税
特
別
措

置
法
）

１
．
倉
庫
用
建

物
等
の
割
増

償
却

　
物
資
の
流
通
の
拠
点
区
域
（
道
路
法
第
３
条
第
１

号
に
掲
げ
る
高
速
自
動
車
国
道
等
と
そ
れ
以
外
の
道

路
と
を
連
結
す
る
施
設
（
以
下
「
高
速
自
動
車
国
道

等
の
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
」
と
い
う
。）
か
ら
の
距

離
が
５
km
以
内
の
区
域
又
は
特
定
臨
港
地
区
（
関

税
法
第
２
条
第
１
項
第
11
号
に
規
定
す
る
開
港
の
う

ち
，
28
港
の
特
定
臨
港
地
区
内
））
に
お
い
て
，
倉

庫
用
建
物
等
（
流
通
業
務
の
総
合
化
及
び
効
率
化
の

促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
17
年
法
律
第
85
号
。
以

下
「
物
流
総
合
効
率
化
法
」
と
い
う
。）
に
基
づ
く

特
定
流
通
業
務
施
設
で
あ
る
も
の
に
限
る
。）
を
取

得
又
は
建
設
し
，
倉
庫
業
の
用
に
供
し
た
場
合
，
事

業
の
用
に
供
し
た
日
以
降
５
年
間
，
普
通
償
却
限
度

額
の
10
/1
00
の
割
増
償
却
が
認
め
ら
れ
る
。

【
要
　
　
件
】

１
．
多
階
建
の
普
通
倉
庫
の
う
ち
次
の
要
件
を
満
た

す
も
の
（
耐
火
建
築
物
に
限
る
）

（
1）
物
流
総
合
効
率
化
法
第
４
条
第
１
項
の
認
定

を
受
け
た
特
定
総
合
効
率
化
計
画
に
記
載
さ
れ

た
同
法
第
２
条
第
１
項
第
３
号
に
規
定
す
る
特

S4
9
H
30
.3.
31

（
改
正
物

流
効
率
化

法
施
行
日

（
H2
8．1
0.1
）

か
ら
施
行
）

租
税
特
別
措
置
法

第
15
条
，第
48
条
，

第
68
条
の
36
，
租

税
特
別
措
置
法
施

行
令
第
8条
，第
29

条
の
6，
第
39
条
の

65
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項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
定
流
通
業
務
施
設
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
も

の
（
2）
高
速
自
動
車
国
道
等
の
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ

か
ら
の
距
離
が
５
km
以
内
の
区
域
又
は
特
定

臨
港
地
区
に
立
地
す
る
も
の

（
3）
床
面
積
が
6,0
00
m
2 以
上
で
あ
る
も
の

（
4）
主
要
構
造
部
で
あ
る
柱
・
は
り
が
鉄
骨
造
，

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
又
は
鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク

リ
ー
ト
造
で
あ
る
も
の

（
5）
大
型
車
対
応
荷
さ
ば
き
・
転
回
場
（
特
定
流

通
業
務
施
設
に
設
け
ら
れ
た
貨
物
の
搬
出
入
場

所
で
あ
っ
て
，
そ
の
前
面
に
奥
行
き
15
m
以
上

の
空
地
が
設
け
ら
れ
て
い
る
も
の
）
を
有
す
る

も
の

（
6）
高
規
格
バ
ー
ス
（
特
定
流
通
業
務
施
設
の
１

の
階
の
い
ず
れ
か
の
外
壁
面
に
技
術
的
に
可
能

な
範
囲
で
設
け
ら
れ
て
い
る
貨
物
の
搬
出
入
場

所
で
あ
っ
て
，
当
該
貨
物
の
搬
出
入
場
所
か
ら

奥
行
き
5m
以
上
の
荷
さ
ば
き
の
用
に
供
す
る
空

間
が
設
け
ら
れ
て
い
る
も
の
）
を
有
す
る
も
の

（
7）
最
大
積
載
荷
重
が
２
ト
ン
以
上
の
エ
レ
ベ
ー

タ
ー
を
有
す
る
も
の
（
ラ
ン
プ
ウ
ェ
イ
構
造
を

有
す
る
場
合
は
除
く
）

（
8）
到
着
時
刻
表
示
装
置
（
特
定
流
通
業
務
施
設

に
お
け
る
貨
物
の
搬
出
入
等
の
情
報
を
管
理
す

る
シ
ス
テ
ム
を
使
用
し
て
，
当
該
特
定
流
通
業
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項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
務
施
設
へ
の
ト
ラ
ッ
ク
の
到
着
予
定
時
刻
を
表

示
す
る
装
置
）
を
有
す
る
も
の

（
9）
流
通
加
工
の
用
に
供
す
る
設
備
を
有
す
る
も

の
（
10
）
デ
ー
タ
交
換
シ
ス
テ
ム
，
貨
物
保
管
場
所

管
理
シ
ス
テ
ム
，
非
常
用
デ
ー
タ
保
存
シ
ス
テ

ム
（
非
常
用
デ
ー
タ
保
存
機
能
，
非
常
用
通
信

機
能
及
び
非
常
用
電
源
機
能
）
を
有
す
る
も
の

（
11
）
保
管
場
所
免
震
装
置
，
保
管
棚
制
震
装
置
，

保
管
棚
固
定
装
置
，
貨
物
落
下
防
止
装
置
，
パ

レ
ッ
ト
連
結
装
置
，
貨
物
・
パ
レ
ッ
ト
一
体
包

装
装
置
の
う
ち
い
ず
れ
か
を
有
す
る
も
の

２
．
平
屋
建
の
普
通
倉
庫
の
う
ち
次
の
要
件
を
満
た

す
も
の
（
耐
火
建
築
物
又
は
準
耐
火
建
築
物
に
該

当
す
る
も
の
）

（
1）
床
面
積
が
3,0
00
m
2 以
上
で
あ
る
も
の

（
2）
上
記
1.の
（
1）
，（
2）
，（
4）
，（
5）
，（
6）
，（
8）
，

（
9）
，（
10
），
（
11
）
に
該
当
す
る
も
の

３
．
冷
蔵
倉
庫
に
あ
た
っ
て
は
次
の
要
件
を
満
た
す

も
の
（
耐
火
建
築
物
又
は
準
耐
火
建
築
物
に
該
当

す
る
も
の
）

（
1）
容
積
が
6,0
00
m
3 以
上
で
あ
る
も
の

（
2）
強
制
送
風
式
冷
蔵
装
置
を
有
す
る
も
の

（
3）
上
記
１
.の
（
1）
，（
2）
，（
4）
，（
5）
，（
6）
，

（
8）
，（
9）
，（
10
），
（
11
）
に
該
当
す
る
も
の

４
．
貯
蔵
槽
倉
庫
に
あ
た
っ
て
は
次
の
要
件
を
満
た
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項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
す
も
の
（
耐
火
建
築
物
又
は
準
耐
火
建
築
物
に
該

当
す
る
も
の
）

（
1）
特
定
臨
港
地
区
に
立
地
す
る
も
の

（
2）
容
積
が
6,0
00
m
3 以
上
で
あ
る
も
の

（
3）
搬
入
用
自
動
運
搬
装
置
（
貯
蔵
槽
倉
庫
内
に

貨
物
の
搬
入
を
連
続
し
て
自
動
的
に
行
う
装

置
）
を
有
す
る
も
の

（
4）
搬
出
用
自
動
運
搬
装
置
（
貯
蔵
槽
倉
庫
か
ら

貨
物
の
搬
出
を
連
続
し
て
自
動
的
に
行
う
装

置
）
を
有
す
る
も
の

（
5）
到
着
時
刻
表
示
装
置
，
ト
ラ
ッ
ク
営
業
所
等

又
は
特
定
搬
出
用
自
動
運
搬
装
置
（
貯
蔵
槽
倉

庫
か
ら
加
工
施
設
に
貨
物
の
搬
出
を
連
続
し
て

自
動
的
に
行
う
装
置
）
の
い
ず
れ
か
を
有
す
る

も
の

（
6）
く
ん
蒸
ガ
ス
循
環
装
置
を
有
す
る
も
の

（
7）
一
定
の
く
ん
蒸
ガ
ス
保
有
力
を
維
持
で
き
る

こ
と

（
8）
上
記
1.の
（
1）
，（
4）
，（
5）
，（
9）
，（
10
）

に
該
当
す
る
も
の

【
特
例
の
内
容
】

適
用
期
間
：
事
業
の
用
に
供
し
た
日
以
降
５
年
間

普
通
償
却
制
度
の
10
/1
00
の
割
増
償
却
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物流企業対策
項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

２
．
特
定
の
事

業
用
資
産
の

買
換
え
の
場

合
の
課
税
の

特
例

　
特
定
の
資
産
を
譲
渡
し
，
そ
の
譲
渡
し
た
年
度
に

お
い
て
，
そ
れ
ぞ
れ
の
譲
渡
資
産
に
対
応
す
る
買
換

資
産
を
取
得
し
，
取
得
の
日
か
ら
1年
以
内
に
倉
庫

業
の
用
に
供
し
た
と
き
，
又
は
供
す
る
見
込
み
で
あ

る
と
き
は
，個
人
に
あ
っ
て
は
譲
渡
所
得
を
減
額
し
，

法
人
に
あ
っ
て
は
，
買
換
資
産
に
つ
い
て
圧
縮
限
度

額（
譲
渡
益
の
80
％
）の
範
囲
内
で
，
そ
の
帳
簿
価
格

を
減
額
し
て
損
金
算
入（
圧
縮
記
帳
）が
認
め
ら
れ
る
。

【
対
象
地
域
】

１
．
既
成
市
街
地
等
の
内
か
ら
外
へ
の
買
換
え
等

２
．
長
期
所
有
資
産
か
ら
国
内
の
資
産
へ
の
買
換
え

S4
5（
所
得
税
）

H
32
.3.
31

（
法
人
税
）

H
32
.3.
31

租
税
特
別
措
置
法

第
37
条
，
第
65
条

の
7，
第
65
条
の
8，

第
68
条
の
78
，
第

68
条
の
79

租
税
特
別
措
置
法

施
行
令

第
25
条
，
第
25
条

の
2，
第
39
条
の
7

租
税
特
別
措
置
法

施
行
規
則

第
18
条
の
5，
第
22

条
の
7

３
．
特
定
の
事

業
用
資
産
を

交
換
し
た
場

合
の
課
税
の

特
例

　
特
定
の
資
産
の
買
換
え
に
代
え
て
資
産
を
交
換
し

た
場
合
に
は
，
そ
の
交
換
は
買
換
え
し
た
も
の
と
み

な
し
て
，
特
定
資
産
の
買
換
え
の
特
例（
圧
縮
記
帳
）

が
認
め
ら
れ
る
。

S4
5 （
所
得
税
）

（
法
人
税
）

H
29
.3
.3
1

（
長
期
資
産

の
交
換
に

つ
い
て
は

H2
6.l
2.3
1）

租
税
特
別
措
置
法

第
37
条
の
4，
第
65

条
の
9，
第
68
条
の

80 租
税
特
別
措
置
法

施
行
令

第
25
条
の
3，
第
39

条
の
7

４
．エ
ネ
ル
ギ
ー

環
境
負
荷
低

減
推
進
設
備

　
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得

し
，
事
業
の
用
に
供
し
た
場
合
，
取
得
価
額
の
30
／

10
0の
特
別
償
却
又
は
7／
10
0の
税
額
控
除
（
税
額

H
23
H
30
.3.
31

租
税
特
別
措
置
法

第
10
条
の
2，
第
42

条
の
5，
第
68
条
の
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物流企業対策

項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
等
を
取
得
し

た
場
合
の
特

別
償
却
又
は

税
額
控
除

の
20
／
10
0を
限
度
が
認
め
ら
れ
る
（
税
額
控
除
は

資
本
金
3,0
00
万
円
以
下
の
場
合
適
用
）。

【
対
象
設
備
等
】

１
．
新
エ
ネ
ル
ギ
一
利
用
設
備
等
（
6設
備
）

　
太
陽
光
，
風
力
，
中
小
水
力
発
電
設
備
等

２
．
二
酸
化
炭
素
排
出
抑
制
設
備
等
（
4設
備
）

　
コ
ン
バ
イ
ン
ド
サ
イ
ク
ル

　
発
電
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
等

10 租
税
特
別
措
置
法

施
行
令

第
5条
の
4，
第
27
条

の
5
租
税
特
別
措
置
法

施
行
規
則

第
5条
の
7，
第
20
条

の
2

５
．
中
小
企
業

者
等
が
機
械

等
を
取
得
し

た
場
合
の
特

別
償
却
又
は

税
額
控
除

　（
中
小
企
業
投

資
促
進
税
制
）

　
対
象
設
備
を
取
得
等
し
た
場
合
に
，
取
得
価
額
の

30
％
の
特
別
償
却
又
は
7％
の
税
額
控
除
の
選
択
適

用
（
税
額
控
除
は
資
本
金
30
00
万
円
以
下
の
法
人
，

個
人
事
業
主
の
み
）
が
認
め
ら
れ
る
。

【
対
象
設
備
等
】

１
．
機
械
及
び
装
置
で
，
1台
又
は
1基
の
取
得
価
額

が
16
0万
円
以
上
の
も
の

２
．
測
定
工
具
及
び
検
査
工
具
で
，
1台
又
は
1基
の
取

得
価
額
が
12
0万
円
以
上
の
も
の
（
事
業
年
度
の
取

得
価
額
の
合
計
額
が
12
0万
円
以
上
の
も
の
を
含
む
）

３
．
一
定
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
で
，
そ
の
取
得
価
額
が

70
万
円
以
上
の
も
の
（
事
業
年
度
の
取
得
価
額
の

合
計
額
が
70
万
円
以
上
の
も
の
を
含
む
）

４
．
普
通
貨
物
自
動
車
で
，
車
両
総
重
量
が
3.5
ト

ン
以
上
の
も
の

５
．
内
航
船
舶
（
取
得
価
額
の
75
％
が
対
象
）

H
10
H
31
.3.
31
租
税
特
別
措
置
法

第
10
条
の
3，
第
42

条
の
6，
第
68
条
の

11 租
税
特
別
措
置
法

施
行
令

第
5条
の
5，
第
27

条
の
6，
第
39
条
の

41 租
税
特
別
措
置
法

施
行
規
則

第
5条
の
8，
第
20
条

の
3
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物流企業対策
項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

６
．
中
小
企
業

等
の
貸
倒
引

当
金
の
特
例

　
資
本
金
1億
円
以
下
の
協
同
組
合
等
が
売
掛
金
等

を
貸
倒
れ
見
込
額
と
し
て
，
損
金
計
上
す
る
場
合
，

10
／
10
0の
割
増
し
繰
入
れ
が
認
め
ら
れ
る
。

S4
1
H
30
.3
.3
1

ま
で
に
開

始
す
る
事

業
年
度

租
税
特
別
措
置
法

第
57
条
の
9，
第
68

条
の
59

租
税
特
別
措
置
法

施
行
令

第
33
条
の
9

７
．
農
地
保
有

の
合
理
化
等

の
た
め
に
農

地
等
を
譲
渡

し
た
場
合
の

譲
渡
所
得
の

特
別
控
除

　
農
林
地
域
へ
の
産
業
の
導
入
の
促
進
等
に
関
す
る

法
律
第
5条
第
2項
の
規
定
に
よ
り
，
同
法
に
基
づ
く

実
施
計
画
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
産
業
導
入
地
区
内

の
土
地
等
を
当
該
計
画
に
係
る
農
村
地
域
へ
の
産
業

の
導
入
促
進
等
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
施
設
用

地
の
用
に
供
す
る
た
め
譲
渡
し
た
場
合
，
譲
渡
所
得

の
う
ち
80
0万
円
の
特
別
控
除
が
認
め
ら
れ
る
。

S6
3

－
租
税
特
別
措
置
法

第
34
条
の
3，
第
68

条
の
76

租
税
特
別
措
置
法

施
行
令

第
22
条
の
9

租
税
特
別
措
置
法

施
行
規
則

第
18
条

８
．
自
動
車
重

量
税

1．
税
率
の
特
例

自
動
車
運
送
事
業
用
又
は
第
二
種
貨
物
利
用
運
送
事

業
用
車
両
の
軽
減
税
率

（
18
年
経
過
車
両
）

（
13
年
超
18
年
未
満
経
過
車
両
）

2．
自
動
車
重
量
税
の
免
税
等

（
1）
新
車
を
取
得
す
る
場
合
（
エ
コ
カ
ー
減
税
）

環
境
性
能
に
優
れ
た
自
動
車
に
つ
い
て
減
免

・
電
気
自
動
車

S4
9

H
22
H
24

H
21

－

31
.4.
30

租
税
特
別
措
置
法

第
90
条
の
11

第
90
条
の
11
の
2

第
90
条
の
11
の
3

租
税
特
別
措
置
法

第
90
条
の
12
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項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
燃
料
電
池
自
動
車

天
然
ガ
ス
自
動
車（
平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
NO
x1
0%

以
上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
）

プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車

ク
リ
ー
ン
デ
ィ
ー
ゼ
ル
乗
用
車

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

　
　
乗
用
車
（
平
成
29
年
度
）

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
+3
0%

達
成
車

軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
25
％

達
成
車

　
　
中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
+1
5%

達
成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
%
以

上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
燃
費
基
準
+1
5%
達
成
車

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
%
以

上
低
減
又
は
平
成
28
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
+1
5%
達
成
車

→
 免
税

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］
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項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

乗
用
車
（
平
成
29
年
度
）

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
20
％

達
成
車

軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
20
％

達
成
車

　
　
中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％

達
成
車

☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
15
％
達

成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％
達
成
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ
平
成
27
年
度

燃
費
基
準
＋
15
％
達
成
車

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
28
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
＋
10
％
達
成
車

→
 7
5％
軽
減

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

乗
用
車
（
平
成
29
年
度
）

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％
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項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

達
成
車

軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
15
％

達
成
車

中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
5％

達
成
車

☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％
達

成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
5％
達
成
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ
平
成
27
年
度

燃
費
基
準
＋
10
％
達
成
車

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
28
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
＋
5％
達
成
車

→
 5
0％
軽
減

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

乗
用
車
（
平
成
29
年
度
）・
軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％

達
成
車
又
は
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
達
成
車

中
量
車
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項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
達
成
車

☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
5％
達

成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
燃
費
基
準
達
成
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ
平
成
27
年
度

重
量
車
燃
費
基
準
＋
5％
達
成
車

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
28
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
達
成
車

→
 2
5％
軽
減

（
2）
免
税
対
象
車
の
継
続
検
査
等
の
場
合

<免
税
>

　
平
成
27
年
4月
1日
以
後
に
新
車
に
係
る
新
規
検
査

を
受
け
た
免
税
対
象
車
が
，
新
車
新
規
検
査
に
よ
る

車
検
証
の
有
効
期
間
が
満
了
す
る
日
か
ら
起
算
し
て

15
日
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
，
継
続
検
査
等

（
新
車
新
規
検
査
後
，
最
初
に
受
け
る
も
の
に
限

る
。）
を
受
け
る
場
合
（
新
車
新
規
検
査
に
よ
る
車

検
証
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
車
両
構
造
等
の
変
更
が

な
い
場
合
に
限
る
。）

（
注
）・
乗
用
車
：
人
の
運
送
の
用
に
供
す
る
も
の
で
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項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
　
　
乗
車
定
員
が
10
人
以
下
の
も
の

・
軽
量
車
：
車
両
総
重
量
2.5
t以
下
の
バ
ス
・

ト
ラ
ッ
ク

・
中
量
車
：
車
両
総
重
量
2.5
t超
3.5
t以
下
の

バ
ス
・
ト
ラ
ッ
ク

・
重
量
車
：
車
両
総
重
量
3.5
t超
の
バ
ス
・
ト

ラ
ッ
ク

・
☆
☆
☆
☆
：
排
出
ガ
ス
を
平
成
17
年
基
準
に

比
べ
75
％
以
上
低
減
し
た
自
動
車
又
は
平
成

30
年
排
ガ
ス
規
制
50
％
低
減

・
☆
☆
☆
：
排
出
ガ
ス
を
平
成
17
年
基
準
に
比

べ
50
％
以
上
低
減
し
た
自
動
車
又
は
平
成
30

年
排
ガ
ス
規
制
25
％
低
減

4．
衝
突
被
害
軽
減
制
動
制
御
装
置
及
び
車
両
安
定

性
制
御
装
置
を
装
備
し
た
乗
合
自
動
車
等
に
係
る

自
動
車
重
量
税
の
特
例
（
Ａ
Ｓ
Ｖ
減
税
）

衝
突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー
キ
及
び
車
両
安
定
性
制
御
装

置
の
装
着
車
に
つ
い
て
，
1装
置
装
着
の
場
合
50
％

軽
減
。
両
装
置
装
着
の
場
合
75
％
軽
減
。

H
24
30
.4.
30

租
税
特
別
措
置
法

90
条
の
14
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項
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

・
車
両
総
重
量
5t
超
12
t以
下
の
立
席
な
し
の
バ
ス

・
車
両
総
重
量
3.5
t超
22
t以
下
の
ト
ラ
ッ
ク

（
車
両
総
重
量
20
t超
22
t以
下
の
ト
ラ
ッ
ク
→
平
成

28
年
11
月
1日
以
降
は
両
装
置
装
着
車
に
限
り

50
％
軽
減
。）

衝
突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー
キ
搭
載
車
に
つ
い
て
，
50
％

軽
減
。

・
車
両
総
重
量
5t
以
下
の
立
席
な
し
の
バ
ス

車
線
逸
脱
警
報
装
置
装
着
車
に
つ
い
て
，2
5％
軽
減
。

・
車
両
総
重
量
12
t超
の
立
席
な
し
の
バ
ス

（
28
.10
.31
）

（
地
価
税
法
）

地
価
税
の
非

課
税
措
置

　
次
に
掲
げ
る
土
地
等
に
つ
い
て
は
地
価
税
が
課
さ

れ
な
い
（
平
成
10
年
よ
り
当
分
の
間
課
税
停
止
）。

１
．
一
般
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
，
貨
物
軽
自
動
車

運
送
事
業
，
第
二
種
利
用
運
送
事
業
に
直
接
必
要

な
施
設
又
は
設
備
の
用
に
供
さ
れ
て
い
る
土
地
等

２
．
一
般
自
動
車
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
施
設
又
は
設
備
の

用
に
供
さ
れ
て
い
る
土
地
等

３
．
港
湾
施
設
（
臨
港
地
区
外
に
あ
る
港
湾
運
送
事

業
者
の
荷
さ
ば
き
場
を
含
む
），
営
業
倉
庫
の
用

に
供
さ
れ
て
い
る
土
地
等

H
3

－
地
価
税
法
第
6条

別
表
1

租
税
特
別
措
置
法

第
71
条
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　（
2）
地
方
税

（
平
成
28
年
10
月
1日
現
在
）

項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

（
地
方
税
）

１
．
固
定
資
産

税
及
び
都
市

計
画
税

流
通
業
務
の
総
合
化
及
び
効
率
化
の
促
進
に
関
す
る

法
律
（
平
成
17
年
法
律
第
85
号
。
以
下
「
物
流
総
合

効
率
化
法
」
と
い
う
。）
第
４
条
第
１
項
に
規
定
す

る
総
合
効
率
化
事
業
者
が
，
総
合
効
率
化
計
画
に
基

づ
き
実
施
す
る
流
通
業
務
総
合
効
率
化
事
業
に
よ
り

取
得
し
た
流
通
機
能
の
高
度
化
及
び
流
通
業
務
の
省

力
化
に
寄
与
す
る
倉
庫
及
び
こ
れ
ら
に
附
属
す
る
機

械
設
備
に
つ
い
て
は
，
課
税
標
準
の
特
例
が
認
め
ら

れ
る
。

【
要
　
　
件
】

１
．
普
通
倉
庫
（
１
類
倉
庫
）
で
あ
る
も
の

（
1）
物
流
総
合
効
率
化
法
律
第
５
条
第
２
項
に
規

定
す
る
認
定
総
合
効
率
化
計
画
に
記
載
さ
れ
た

同
法
第
２
条
第
１
項
第
３
号
に
規
定
す
る
特
定

流
通
業
務
施
設
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
も
の

（
2）
物
資
の
流
通
の
拠
点
と
な
る
区
域
（
道
路
法

第
３
条
第
１
号
に
掲
げ
る
高
速
自
動
車
国
道
等

と
そ
れ
以
外
の
道
路
と
を
連
結
す
る
施
設
（
イ

ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
）
か
ら
の
距
離
が
５
km
以

内
の
区
域
又
は
臨
港
地
区
（
関
税
法
第
２
条
第

１
項
第
11
号
に
規
定
す
る
開
港
で
あ
る
港
の
臨

港
地
区
）
に
立
地
す
る
も
の

（
3）
床
面
積
が
平
屋
建
に
あ
っ
て
3,0
00
m
2 以
上
，

H
8
H
30
.3.
31

（
改
正
物

流
効
率
化

法
施
行
日

（
H2
8．1
0.1
）

か
ら
施
行
）

地
方
税
法
附
則
第

15
条
①
，
地
方
税

法
施
行
令
附
則
第

11
条
①
～
③
，
地

方
税
法
施
行
規
則

第
６
条
①
～
⑨
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項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
多
階
建
に
あ
っ
て
は
6,0
00
m
2 以
上
で
あ
る
も

の
（
4）
主
要
構
造
部
が
鉄
骨
造
（
肉
厚
が
3m
m
以

上
の
骨
格
材
を
用
い
て
い
る
も
の
），
鉄
筋
コ

ン
ク
リ
ー
ト
造
又
は
鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト

造
で
あ
る
も
の

（
5）
倉
庫
の
一
の
階
の
い
ず
れ
か
の
外
壁
面
に
貨

物
の
搬
出
入
場
所
が
技
術
的
に
可
能
な
範
囲
で

設
け
ら
れ
て
い
る
も
の

（
6）
貨
物
の
搬
出
入
場
所
か
ら
奥
行
き
５
m
以
上

の
荷
さ
ば
き
の
用
に
供
す
る
空
間
が
倉
庫
内
に

設
け
ら
れ
て
い
る
も
の

（
7）
貨
物
の
搬
出
入
場
所
の
前
面
に
奥
行
き
15
m

以
上
の
空
地
が
設
け
ら
れ
て
い
る
も
の

（
8）
到
着
時
刻
表
示
装
置
（
貨
物
の
搬
出
入
等
情

報
管
理
シ
ス
テ
ム
を
使
用
し
て
提
供
し
た
特
定

流
通
業
務
施
設
へ
の
ト
ラ
ッ
ク
の
到
着
予
定
時

刻
を
表
示
す
る
装
置
）
又
は
ト
ラ
ッ
ク
営
業
所

等
（
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
の
用
に
供
す
る
営

業
所
等
及
び
自
動
車
車
庫
）
の
い
ず
れ
か
を
有

す
る
も
の

（
9）
流
通
加
工
の
用
に
供
す
る
空
間
を
有
し
て
い

る
も
の

（
10
）
デ
ー
タ
交
換
シ
ス
テ
ム
，
貨
物
保
管
場
所

管
理
シ
ス
テ
ム
を
有
す
る
も
の

２
．
冷
蔵
倉
庫
で
あ
る
も
の
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項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

（
1）
容
積
が
6,0
00
m
3 以
上
で
あ
る
も
の

（
2）
強
制
送
風
式
冷
蔵
装
置
（
冷
却
さ
れ
た
空
気

を
供
給
す
る
こ
と
で
氷
点
下
の
室
温
を
保
持
す

る
冷
却
能
力
を
有
す
る
装
置
）
を
有
す
る
も
の

（
3）
上
記
1.の
（
1）
，（
2）
，（
4）
，（
5）
，（
6）
，（
7）
，

（
8）
，（
9）
，（
10
）
に
該
当
し
て
い
る
も
の

３
．
貯
蔵
槽
倉
庫
で
あ
る
も
の

（
1）
臨
港
地
区
に
立
地
す
る
も
の

（
2）
容
積
が
6,0
00
m
3 以
上
で
あ
る
も
の

（
3）
搬
入
用
自
動
運
搬
装
置
（
貯
蔵
槽
倉
庫
内
に

貨
物
の
搬
入
を
連
続
し
て
自
動
的
に
行
う
装

置
）
を
有
す
る
も
の

（
4）
搬
出
用
自
動
運
搬
装
置
（
貯
蔵
槽
倉
庫
か
ら

貨
物
の
搬
出
を
連
続
し
て
自
動
的
に
行
う
装

置
）
を
有
す
る
も
の
（
特
定
搬
出
用
自
動
運
搬

装
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る
場
合
を
除
く
）

（
5）
到
着
時
刻
表
示
装
置
（
貨
物
の
搬
出
入
等
情

報
管
理
シ
ス
テ
ム
を
使
用
し
て
提
供
し
た
特
定

流
通
業
務
施
設
へ
の
ト
ラ
ッ
ク
の
到
着
予
定
時

刻
を
表
示
す
る
装
置
），
ト
ラ
ッ
ク
営
業
所
等

（
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
の
用
に
供
す
る
営
業

所
及
び
自
動
車
車
庫
）
又
は
特
定
搬
出
用
自
動

運
搬
装
置
（
貯
蔵
槽
倉
庫
か
ら
加
工
施
設
に
貨

物
の
搬
出
を
連
続
し
て
自
動
的
に
行
う
装
置
）

の
い
ず
れ
か
を
有
す
る
も
の

（
6）
上
記
１
．
の
（
1）
，（
4）
，（
7）
，（
10
）
に
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項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
該
当
し
て
い
る
も
の

【
特
例
の
内
容
】

適
用
期
間
：
５
年
間

１
類
倉
庫
、
冷
蔵
倉
庫
及
び
貯
蔵
槽
倉
庫
：
課
税
標

準
の
１
／
２

　
附
属
機
械
設
備
：
課
税
標
準
の
３
／
４

※
附
属
機
械
設
備
：
到
着
時
刻
表
示
装
置
，
特
定
搬

出
用
自
動
運
搬
装
置
（
貯
蔵
槽
倉
庫
の
場
合
）

２
．
固
定
資
産

税
特
別
法
等
に
よ
る
特
例
措
置

１
．
中
小
企
業
等
協
同
組
合
等
各
種
の
特
別
法
に

よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
特
定
の
組
合
や
そ
の
連
合
会

等
が
所
有
し
，
使
用
す
る
事
務
所
及
び
倉
庫
に
対

し
て
は
非
課
税

２
．
中
小
企
業
高
度
化
資
金
の
貸
付
を
受
け
た
共
同

利
用
施
設
で
1基
の
取
得
価
格
が
33
0万
円
以
上
の

機
械
及
び
装
置
で
取
得
合
計
額
が
50
0万
円
以
上

の
場
合
，
3年
度
分
課
税
標
準
の
1／
2

S3
2

S5
1

－ －

地
方
税
法

第
34
8条
④

地
方
税
法

第
34
9条
の
3④

地
方
税
法
施
行
令

第
52
条
の
2の
2

３
．
特
別
土
地

保
有
税

　
以
下
の
用
に
供
す
る
土
地
に
つ
い
て
は
非
課
税

１
．
民
間
事
業
者
の
能
力
の
活
用
に
よ
る
特
定
施
設

の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
臨
時
措
置
法
及
び
輸
入

の
促
進
及
び
対
内
投
資
事
業
の
円
滑
化
に
関
す
る

臨
時
措
置
法
を
廃
止
す
る
法
律
に
よ
る
廃
止
前
の

FA
Z法
に
規
定
す
る
輸
入
促
進
地
域
内
の
特
定

集
積
地
区
に
立
地
す
る
輸
入
関
連
事
業
者
が
輸
入

貨
物
加
工
事
業
の
用
に
供
す
る
施
設
用
地

H
8

－
地
方
税
法
第
58
6

条
②
一
の
六

地
方
税
法
施
行
令

第
54
条
の
13
の
19
，

地
方
税
法
施
行
規

則
第
16
条
の
5の
21

地
方
税
法
第
58
6条

土
地
の
流

動
化
・
有

効
利
用
を

促
進
す
る

観
点
か
ら
，

平
成
15
年

度
以
降
，当

分
の
間
課
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項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

２
．
独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
法
に

基
づ
き
都
道
府
県
又
は
機
構
か
ら
資
金
の
貸
付
等

を
受
け
，
中
小
企
業
の
集
積
の
活
性
化
に
寄
与
す

る
事
業
を
実
施
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
事
業
の

用
に
供
す
る
土
地

３
．
流
市
法
に
規
定
す
る
流
通
業
務
地
区
内
の
施
設

用
地
（
道
路
貨
物
運
送
業
，
倉
庫
業
に
つ
い
て

は
，
流
通
業
務
地
区
外
の
施
設
用
地
も
含
む
。）

（
1）
ト
ラ
ッ
ク
タ
ー
ミ
ナ
ル
，
鉄
道
の
貨
物
駅
そ

の
他
貨
物
の
積
卸
し
の
た
め
の
施
設

（
2）
倉
庫
，
野
積
場
若
し
く
は
貯
蔵
槽
又
は
貯
水

場
（
3）
上
屋
又
は
荷
捌
場

（
4）
道
路
貨
物
運
送
業
，
貨
物
運
送
取
扱
業
，
倉

庫
業
の
用
に
供
す
る
事
務
所
以
外
の
施
設

（
5）
上
記
に
掲
げ
る
施
設
に
付
帯
す
る
駐
車
場
又

は
車
庫

４
．
港
湾
法
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
港
湾
施
設

の
う
ち
同
項
第
一
号
か
ら
第
九
号
の
二
ま
で
に
掲

げ
る
荷
捌
き
施
設
等
（
同
項
第
八
号
に
掲
げ
る
保

管
施
設
に
あ
っ
て
は
，
同
法
第
三
十
九
条
第
一
項

第
一
号
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る
商
港
区
又
は
漁
港

区
内
に
設
置
さ
れ
る
も
の
に
限
る
。）
の
土
地
又

は
そ
の
取
得

S4
8

－ － －

地
方
税
法

第
58
6条
②
十
六

地
方
税
法
施
行
令

第
54
条
の
24

地
方
税
法
施
行
規

則
第
16
条
の
13

地
方
税
法
第
58
6

条
②
二
十
六

地
方
税
法
施
行
令

第
54
条
の
31

税
停
止
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物流企業対策
項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

４
．
事
業
所
税

１
．
非
課
税
と
な
る
施
設

（
1）
中
小
企
業
の
新
た
な
事

業
活
動
の
促
進
に
関
す
る

法
律
の
承
認
経
営
基
盤
強

化
計
画
に
基
づ
い
て
事
業

の
用
に
供
す
る
施
設

（
2）
独
立
行
政
法
人
中
小
企

業
基
盤
整
備
機
構
法
の
中

小
企
業
の
集
積
の
活
性
化

等
に
寄
与
す
る
施
設

（
3）
一
般
貨
物
自
動
車
運
送

事
業
，
貨
物
運
送
取
扱
事

業
の
う
ち
鉄
道
運
送
事
業
　

者
の
行
う
貨
物
運
送
に
係

る
も
の
，
第
二
種
利
用
運

送
事
業
の
う
ち
航
空
運
送

事
業
者
の
行
う
貨
物
運
送
　

に
係
る
も
の
が
本
来
事
業

の
用
に
供
す
る
事
務
所
以

外
の
施
設

（
4）
ト
ラ
ッ
ク
タ
ー
ミ
ナ
ル

の
用
に
供
す
る
事
務
所
以

外
の
施
設

（
5）
港
湾
運
送
事
業
者
が
そ

の
本
来
の
事
業
の
用
に
供

す
る
労
働
者
詰
所
，
現
場

資
産
割

（
1m

2 ：6
00
）

非
課
税

非
課
税

非
課
税

非
課
税

従
業
者
割

（
0.2
5／
10
0）

非
課
税

非
課
税

非
課
税

非
課
税

非
課
税

H
11 S5
0

S5
0

S5
0

S5
0

－ － － － －

地
方
税
法

第
70
1条
の
34
③

十
八

地
方
税
法

第
70
1条
の
34
③

十
九

地
方
税
法

第
70
1条
の
34
③

二
十
一

地
方
税
法

第
70
1条
の
34
③

二
十
二

地
方
税
法

第
70
1条
の
34
⑤
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物流企業対策

項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
事
務
所

２
．
課
税
標
準
の
特
例

（
1）
倉
庫

①
流
通
業
務
地
区
内

②
臨
港
地
区
内

③
そ
の
他
地
区

（
2）
港
湾
運
送
事
業
用
の
上

屋 ①
臨
港
地
区

②
そ
の
他
地
区

（
3）
流
市
法
に
基
づ
く
流
通

業
務
地
区
内
に
設
置
さ
れ

る
施
設

（
4）
中
小
企
業
協
同
組
合
等

が
そ
の
本
来
の
事
業
の
用

に
供
す
る
施
設

資
産
割

3/
4

3/
4

3/
4

3/
4

1/
2

1/
2

1/
2

従
業
者
割

1/
2

1/
2

1/
2

1/
2

1/
2

S5
0

S5
0

S5
0

S5
0

S5
0

S5
0

－ － －

地
方
税
法

第
70
1条
の
41
①

十
八

地
方
税
法

第
70
1条
の
41
①

十
一

地
方
税
法

第
70
1条
の
41
①

十
四

地
方
税
法

第
70
1条
の
41
①

十
一

地
方
税
法

第
70
1条
の
41
①

十
七

地
方
税
法

第
70
1条
の
41
①

一

・
左
記
に
標

記
さ
れ
て
い

る
割
合
は
税

の
対
象
と
な

る
面
積
又
は

金
額
か
ら
該

当
す
る
割
合

を
控
除
す
る

も
の
で
あ
る
。

３
．
課
税
免
除

　
倉
庫
業
者
又
は
港
湾
運
送
業
者
が
そ
の
本
来
の
事
S5
0

－
自
治
省
税
務
局
市

町
村
税
課
課
長
通

・平
成1
2年
度税

制
改正
にお
いて
，地
方
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物流企業対策
項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

業
の
用
に
供
す
る
倉
庫
又
は
上
屋
で
，
指
定
都
市
等

の
区
域
内
に
有
す
る
こ
れ
ら
の
施
設
に
係
る
事
業
所

の
床
面
積
の
合
計
面
積
が
倉
庫
又
は
上
屋
の
そ
れ
ぞ

れ
に
つ
い
て
3万
m
2 未
満
で
あ
る
も
の

知
第
31
号（
H
5.4
.l）

分権
推進

計画
に基

づく
減免
通知
の見
直

しに
より
，地
方分

権一
括法

の施
行後

も認
めら
れる
関与
とし
て

助言
通知
とな
るよ
う

改め
られ
てい
る。

５
．
軽
油
引
取

税
１
．
課
税
免
除

　
次
の
事
業
の
用
に
供
す
る
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
等

の
機
械
で
道
路
運
送
車
両
法
の
登
録
を
受
け
て
い

な
い
も
の

（
1）
港
湾
運
送
事
業
の
用
に
供
す
る
ブ
ル
ド
ー

ザ
ー
等
の
機
械

（
2）
倉
庫
業
の
用
に
供
す
る
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
等

の
機
械

（
3）
駅
の
構
内
に
お
け
る
貨
物
利
用
運
送
事
業
又

は
鉄
道
貨
物
積
卸
業
の
用
に
供
す
る
フ
ォ
ー
ク

リ
フ
ト
等
の
機
械

２
．
運
輸
事
業
振
興
助
成
交
付
金
制
度

　
昭
和
51
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
，
軽
油
引
取

税
が
30
％
引
き
上
げ
ら
れ
た
の
に
伴
い
，
そ
の
影

響
の
大
き
い
ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
（
鉄
道
貨
物
利

用
運
送
事
業
を
含
む
）
に
対
し
引
上
げ
分
の
1/
2

に
相
当
す
る
額
を
ト
ラ
ッ
ク
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
整

備
等
に
充
て
る
た
め
，
運
輸
事
業
振
興
助
成
交
付

S5
4

S5
1

H
30
.3.
31

税
制
抜
本

改
革
時
ま

で
の
間

地
方
税
法
附
則

第
12
条
の
2の
7①

五 総
務
省
自
治
税
務

局
都
道
府
県
税
課

事
務
次
官
通
知
第

17
号
（
H
15
.4.
l）
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物流企業対策

項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

金
と
し
て
各
都
道
府
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会
及
び
バ
ス

協
会
に
交
付
し
て
い
る
。

６
．
自
動
車
税

1．
営
業
用
自
動
車
の
税
率
の
軽
減

ト
ラ
ッ
ク
（
最
大
積
載
量
4～
5ト
ン
）

　
営
業
用
：
18
,50
0円
（
自
家
用
：
25
,50
0円
）

2．
自
動
車
税
の
グ
リ
ー
ン
化

＜
軽
課
＞

適
用
期
間
中
に
新
車
新
規
登
録
を
受
け
た
場
合
に
，

新
車
新
規
登
録
の
翌
年
度
分
の
自
動
車
税
を
環
境
性

能
に
応
じ
て
軽
課

・
電
気
自
動
車
（
燃
料
電
池
自
動
車
を
含
む
）

天
然
ガ
ス
自
動
車
（
平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制

N
O
x1
0％
以
上
低
減
）

プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
，

ク
リ
ー
ン
デ
ィ
ー
ゼ
ル
乗
用
車

ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

（
☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
30
％

達
成
車
）

→
 概
ね
75
％
軽
課

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

（
☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％

達
成
車

→
 概
ね
50
％
軽
課

＜
重
課
＞

　
新
車
新
規
登
録
か
ら
11
年
あ
る
い
は
13
年
を
超
え

S2
9

H
13

－

31
.3.
31

31
.3.
31

地
方
税
法

第
14
7条

地
方
税
法
附
則

第
12
条
の
3
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物流企業対策
項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

る
場
合
に
，
そ
れ
ぞ
れ
経
過
し
た
年
度
の
翌
年
度
以

降
の
自
動
車
税
を
重
課
・
11
年
超
の
デ
ィ
ー
ゼ
ル

車
，
13
年
超
の
ガ
ソ
リ
ン
車
・
Ｌ
Ｐ
Ｇ
車
（
バ
ス
，

ト
ラ
ッ
ク
を
除
く
）

→
 概
ね
15
％
重
課

・
バ
ス
，
ト
ラ
ッ
ク
の
場
合

→
 概
ね
10
％
重
課

　
※
電
気
自
動
車
（
燃
料
電
池
車
を
含
む
），
天
然

ガ
ス
自
動
車
，
プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動

車
，
ガ
ソ
リ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
，
メ
タ
ノ
ー

ル
自
動
車
，
一
般
乗
合
バ
ス
，
被
け
ん
引
自
動
車

は
，
適
用
対
象
外

７
．
自
動
車
取

得
税

２
．
営
業
用
自
動
車
の
税
率
の
軽
減

自
家
用
自
動
車
（
軽
自
動
車
を
除
く
）
3％

営
業
用
自
動
車
及
び
軽
自
動
車
2％

３
．自
動
車
取
得
税
の
時
限
的
減
免［
エ
コ
カ
ー
減
税
］

（
新
車
を
取
得
す
る
場
合
）

環
境
性
能
に
優
れ
た
自
動
車
に
つ
い
て
減
免

・
電
気
自
動
車

燃
料
電
池
自
動
車

天
然
ガ
ス
自
動
車
（
平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制

N
O
x1
0％
以
上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規

制
適
合
）

　
プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車

S4
9

－

当
分
の
間

31
.3.
31

地
方
税
法

第
11
9条

地
方
税
法
附
則

第
12
条
の
2の
2①

地
方
税
法
附
則

第
12
条
の
2の
2②

③
⑤
⑥
⑧
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物流企業対策

項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
ク
リ
ー
ン
デ
ィ
ー
ゼ
ル
乗
用
車

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

乗
用
車
（
平
成
29
年
度
）

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
30
％

達
成
車

軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
25
％

達
成
車

中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
15
％

達
成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
15
％
達
成
車

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
28
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
＋
15
％
達
成
車

→
 免
税

・
ガ
ソ
リ
ン
自
動
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
20
％

達
成
車

�
→
 8
0％
軽
減
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物流企業対策
項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

・
ガ
ソ
リ
ン
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％

達
成
車

☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
15
％
達

成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％
達
成
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ
平
成
27
年
度

燃
費
基
準
＋
15
％
達
成
車

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
28
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
＋
10
％
達
成
車

→
 7
5％
軽
減

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

乗
用
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
20
％

達
成
車

軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
15
％

達
成
車

�
→
 6
0％
軽
減
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物流企業対策

項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

・
ガ
ソ
リ
ン
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
5％

達
成
車

☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％
達

成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
5％
達
成
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ
平
成
27
年
度

燃
費
基
準
＋
10
％
達
成
車

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
28
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
＋
5％
達
成
車

→
 5
0％
軽
減

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

乗
用
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％

達
成
車

・
ガ
ソ
リ
ン
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

軽
量
車
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物流企業対策
項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％

達
成
車

�
→
 4
0％
軽
減

・
ガ
ソ
リ
ン
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
達
成
車

☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
5％
達

成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

中
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
30
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
燃
費
基
準
達
成
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ
平
成
27
年
度

重
量
車
燃
費
基
準
＋
5％
達
成
車

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
又
は
平
成
28
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ

平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
達
成
車

→
 2
5％
軽
減

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

乗
用
車
・
軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％

達
成
車
又
は
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
達
成
車

→
 2
0％
軽
減

4．
免
税
点
に
係
る
特
例

S4
9
30
.3.
31

地
方
税
法
附
則
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物流企業対策

項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
50
万
円
（
本
則
15
万
円
）

5．
課
税
標
準
の
特
例

（
1）
低
公
害
車
［
中
古
車
特
例
］

（
新
車
購
入
時
以
外
の
取
得
を
す
る
場
合
）

　
第
一
種
環
境
対
応
車
→
取
得
価
額
か
ら
45
万
円
を

控
除

　
第
二
種
環
境
対
応
車
→
取
得
価
額
か
ら
35
万
円
を

控
除

　
第
三
種
環
境
対
応
車
→
取
得
価
額
か
ら
25
万
円
を
　

控
除

　
第
四
種
環
境
対
応
車
→
取
得
価
額
か
ら
15
万
円
を

控
除

　
第
五
種
環
境
対
応
車
→
取
得
価
額
か
ら
 5
万
円
を

控
除

※
第
一
種
環
境
対
応
車

・
電
気
自
動
車

　
燃
料
電
池
自
動
車

天
然
ガ
ス
自
動
車
（
平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制

N
O
x1
0％
以
上
低
減
）

プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車

ク
リ
ー
ン
デ
ィ
ー
ゼ
ル
乗
用
車
（
平
成
21
年
排
ガ

ス
規
制
適
合
乗
用
車
）

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

乗
用
車
（
平
成
29
年
度
）

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
30
％

達
成
車
（
JC
08
モ
ー
ド
に
よ
る
燃
費
値
を
算

H
11
31
.3.
31

第
12
条
の
2の
3

地
方
税
法
附
則

第
12
条
の
2の
4

① ② ③ ④ ⑤
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物流企業対策
項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

定
し
て
い
な
い
自
動
車
に
つ
い
て
は
，
平
成
22

年
度
燃
費
基
準
＋
95
％
達
成
車
）

軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
25
％

達
成
車
（
JC
08
モ
ー
ド
に
よ
る
燃
費
値
を
算

定
し
て
い
な
い
自
動
車
に
つ
い
て
は
，
平
成
22

年
度
燃
費
基
準
＋
57
％
達
成
車
）

中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
15
％

達
成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
の
み
］

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
か
つ
平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
＋

15
％
達
成
車

※
第
二
種
環
境
対
応
車

・
ガ
ソ
リ
ン
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
20
％

達
成
車
（
JC
08
モ
ー
ド
に
よ
る
燃
費
値
を
算

定
し
て
い
な
い
自
動
車
に
つ
い
て
は
，
平
成
22

年
度
燃
費
基
準
＋
50
％
達
成
車
）

中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％

達
成
車

☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
15
％
達
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物流企業対策

項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
の
み
］

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
か
つ
平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
＋

10
％
達
成
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ
平
成
27
年
度

重
量
車
燃
費
基
準
＋
15
％
達
成
車

※
第
三
種
環
境
対
応
車

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

乗
用
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
20
％

達
成
車
（
JC
08
モ
ー
ド
に
よ
る
燃
費
値
を
算

定
し
て
い
な
い
自
動
車
に
つ
い
て
は
，
平
成
22

年
度
燃
費
基
準
＋
80
％
達
成
車
）

軽
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
15
％

達
成
車
（
JC
08
モ
ー
ド
に
よ
る
燃
費
値
を
算

定
し
て
い
な
い
自
動
車
に
つ
い
て
は
，
平
成
22

年
度
燃
費
基
準
＋
44
％
達
成
車
）

中
量
車

☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
5％

達
成
車

☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％
達

成
車

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
の
み
］
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物流企業対策
項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

重
量
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以

上
低
減
か
つ
平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
＋

5％
達
成
車

平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ
平
成
27
年
度

重
量
車
燃
費
基
準
＋
10
％
達
成
車

※
第
四
種
環
境
対
応
車

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

　
乗
用
車

　
☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％
達

成
車
（
JC
08
モ
ー
ド
に
よ
る
燃
費
値
を
算
定
し

て
い
な
い
自
動
車
に
つ
い
て
は
，
平
成
22
年
度
燃

　
費
基
準
＋
65
％
達
成
車
）

　
軽
量
車

　
☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％
達

成
車
（
JC
08
モ
ー
ド
に
よ
る
燃
費
値
を
算
定
し

て
い
な
い
自
動
車
に
つ
い
て
は
，
平
成
22
年
度
燃

費
基
準
＋
38
％
達
成
車
）

　
中
量
車

　
☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
達
成
車

　
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
5％
達
成

車
・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
の
み
］

　
重
量
車

　
平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x及
び
PM
10
％
以
上

低
減
か
つ
平
成
27
年
度
重
量
車
燃
費
基
準
達
成
車
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物流企業対策

項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
か
つ
平
成
27
年
度
重

量
車
燃
費
基
準
＋
5％
達
成
車

※
第
五
種
環
境
対
応
車

・
ガ
ソ
リ
ン
車
・
LP
G車
［
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
含
む
］

　
乗
用
車
・
軽
量
車

　
☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
10
％
達

成
車
又
は
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
達
成
車
（
JC
08

モ
ー
ド
に
よ
る
燃
費
値
を
算
定
し
て
い
な
い
自
動

車
に
つ
い
て
は
，
平
成
22
年
度
燃
費
基
準
＋
38
％
　

又
は
50
％
達
成
車
）

　
軽
量
車

　
☆
☆
☆
☆
か
つ
平
成
27
年
度
燃
費
基
準
＋
5％
達

成
車
又
は
平
成
32
年
度
燃
費
基
準
達
成
車
（
JC
08

　
モ
ー
ド
に
よ
る
燃
費
値
を
算
定
し
て
い
な
い
自
動

車
に
つ
い
て
は
，
平
成
22
年
度
燃
費
基
準
＋
32
％

達
成
車
）

（
3）
衝
突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー
キ
及
び
車
両
安
定
性
制

御
装
置
搭
載
車
（
Ａ
Ｓ
Ｖ
減
税
）

　
衝
突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー
キ
及
び
車
両
安
定
性
制
御

装
置
の
装
着
車
に
つ
い
て
，
１
装
置
装
着
の
場
合

　
取
得
価
額
か
ら
35
0万
円
を
控
除
。
両
装
置
装
着

の
場
合
，
取
得
価
額
か
ら
52
5万
円
を
控
除
。

・
車
両
総
重
量
5t
超
12
t以
下
の
立
席
な
し
の
バ
ス

・
車
両
総
重
量
3.5
t超
22
t以
下
の
ト
ラ
ッ
ク

　（
車
両
総
重
量
20
t超
22
t以
下
の
ト
ラ
ッ
ク
→
平

H
24
31
.3.
31

地
方
税
法
附
則

第
12
条
の
2の
4⑨

⑩
⑪
⑫
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物流企業対策
項
　
　
　
目

制
　
度
　
の
　
概
　
要

創
設
期
　
限

主
な
関
係
条
文

備
　
　
考

　
成
28
年
11
月
1日
以
降
は
両
装
置
装
着
車
に
限
り

取
得
価
額
か
ら
35
0万
円
を
控
除
。）

　
衝
突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー
キ
及
び
車
両
安
定
性
制
御

装
置
搭
載
車
に
つ
い
て
，
取
得
価
額
か
ら
35
0万

円
を
控
除

・
車
両
総
重
量
20
t超
22
t以
下
の
ト
ラ
ッ
ク

※
平
成
29
年
4月
1日
か
ら
平
成
30
年
10
月
31
日
ま
で

に
取
得
さ
れ
た
も
の
に
限
る

・
衝
突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー
キ
装
着
車
に
つ
い
て
，
取

得
価
額
か
ら
35
0万
円
を
控
除

　
車
線
逸
脱
警
報
装
置
装
着
車
に
つ
い
て
，
取
得
価

額
か
ら
17
5万
円
を
控
除

・
車
両
総
重
量
12
t超
の
立
席
な
し
の
バ
ス

・
車
両
総
重
量
5t
以
下
の
立
席
な
し
の
バ
ス

（
30
.10
.31
）
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４．物流業に従事する労働者の労働時間の現状と法制度

　（1）年間総労働時間の現状（平成28年）
（単位：一人当たり　時間）

分　　　　　類 年間総労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間

全 産 業 計 1,783 1,631 152

運 輸 業 , 郵 便 業 2,046 1,764 282

鉄 道 業 1,948 1,724 223

道 路 旅 客
運 送 業 2,143 1,853 290

道 路 貨 物
運 送 業 2,263 1,883 380

製 造 業 1,975 1,765 210

建 設 業 2,102 1,873 229

金 融 ・ 保 険 業 1,780 1,622 157

（注）１�　「毎月勤労統計調査全国調査結果原表（平成28年平均確報）」（厚生
労働省）より作成。

　　　２　事業所規模30人以上。

　（2）労働時間に関する法制度の概要
　労働基準法では、使用者は、１週間について40時間、１日について８時
間を超えて労働させてはならないとしている。また、時間外・休日に労働
させる場合には、使用者は、労使協定（36協定）を締結し、所轄労働基準
監督署長に届け出なければならないとしている。
　貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者については、労働基準法に
加え、「自動車運転者の労働時間の改善のための基準」（平成元年労働省告
示第７号）が適用され、使用者は、休憩時間を含む拘束時間の上限（１日
原則13時間、１箇月293時間等）や、休息期間の確保（勤務終了後、継続
８時間以上付与）等の規制を遵守しなければならない。

物流企業対策
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総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）

Ⅰ．総合物流施策大綱策定の意義

（1）物流が果たす社会インフラとしての役割
我が国の生産活動と国民生活は、膨大な量の物資が、必要な場所に必要とさ
れるタイミングで輸送されることで維持されている。例えば、海外から原油が
輸送されることで、車が動き、電力が供給され、製品の製造が可能となってお
り、また、流通加工を行う物流施設と配送網が一体的に機能することで、カッ
ト野菜のような加工された生鮮食料品を街なかで購入することが可能となって
いる。
物流は、一般消費者からは見えにくい活動であるが、産業基幹物資から、機
械製品、建設資材、衣類、医薬品、生鮮食料品、日用品、廃棄物などに至るま
で、様々な物資が、道路、海上、航空、鉄道を通じ、また、各地の物流施設等
での保管や流通加工のプロセスを経て、日々、届けられている。
このように、物流は、我が国の産業競争力の強化、豊かな国民生活の実現や
地方創生を支える社会インフラとなっており、決して途切れさせてはならない。
この物流の「社会インフラ」としての機能は、①輸送機能等（輸送機能、保
管機能、流通加工機能等）がいわば「ソフトインフラ」ともいうべき役割を担
い、②道路・港湾等の施設等の「ハードインフラ」がそれを支えることによっ
て形成されており、双方が一体となってその機能が発揮されている。

（2）５次にわたる総合物流施策大綱について
これまで、政府において５次にわたり総合物流施策大綱（以下「大綱」とい
う。）を策定し、様々な施策を推進してきた。現行の大綱においては、グロー
バル・サプライチェーンの深化に対応した「国内外でムリ・ムダ・ムラのない
全体最適な物流の実現」を目指して、我が国物流システムのアジアへの展開、
立地競争力強化に向けたハードインフラの整備活用、流通業務の総合化及び効
率化の促進に関する法律（平成17年法律第85号。以下「物流総合効率化法」と
いう。）の改正等に基づく荷主、物流事業者等の連携による物流効率化等を進
め、一定の成果を上げてきた。

平成29年７月28日
閣 議 決 定

�
︱
�

�
︱
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（3）物流を取り巻く社会構造の変化、ライフスタイルの変化等
2011年を境に我が国の人口は減少に転じており、今後更なる少子高齢化の進
展、生産年齢人口の減少が見込まれる。既にトラックドライバーの高齢化や労
働力不足が深刻化しているが、今後、現場を支える労働力に更に影響が生じる
おそれがあり、また、過疎地等の需要が少ない地域では、荷量の減少により地
域への配送や地域内の配送に支障が生じる可能性がある。
また、通信販売の利用が一般的となり宅配便取扱量が急増するなど消費者の
ライフスタイルは大きく変化しており、物流に対するニーズも大きく変わって
きている。将来この傾向はさらに進むことが予想され、それに伴って、輸送の
小口化・多頻度化による輸送効率の低下が懸念される。
さらに、南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模自然災害の高いリスクへ
の迅速な対応や、今後加速度的に増加する老朽化したハードインフラへの対応
が喫緊の課題となっている。
一方、海外に目を転じると、ASEAN等のアジア諸国において高い経済成長
が続いており、アジア諸国において生産活動のみならず物流面で我が国が寄与
するとともに、その成長を我が国に取り込むことの重要性が高まっている。

（4）輸送ニーズに対応できない事態の発生、人口減少社会への対応等、従来
と異なる状況に入りつつある物流
通信販売の伸びに伴い宅配便取扱数が急増している中、年末のピーク期に遅
配が発生するなど、企業間輸送も含めて特定期間に需要が集中する場合に輸送
ニーズに対応できないような、これまでに見られなかった状況が生じている。
また、時間的な制約が厳しくなる一方で、時間指定、代金収受、届け先での附
帯作業などの物流に附帯するサービスの範囲は拡大している。今後、更に物流
に対するニーズが変化し、複雑化することが予想される中、現状のままでは、
ニーズに的確に対応できなくなるのではないかとの観点から、物流危機の懸念
も持たれる状況となっている。

（5）今後の社会構造やニーズの変化に対応できる物流
我が国の通信販売の利用率は、欧米と比較すると低く、今後、利用率が上が
り個人向け輸送ニーズが増加した場合には、ピーク時等の対応が更に困難とな
るおそれがある。また、今後、高齢者等の買い物ニーズへの効果的な対応につ
いて検討する必要が生じる可能性がある。さらに、大規模なイベントの開催時
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や高度な温度管理、セキュリティへの対応など、より高度な機能が求められる
こととなる可能性もある。
一方で、我が国は、世界に先駆けて人口減少社会を迎えており、今後、生産
年齢人口の減少が続き、物流を取り巻く環境についても、これまでとは異なる
ものとなっていく。
このような状況において、物流が安全性を十全に確保しつつ、途切れること
なくその機能を発揮し、多様なニーズに的確に対応して経済活動及び国民生活
を支えていくことは、国家的な課題となっている。

（6）「強い物流」の実現
これまでと同様に安全の確保を大前提としつつ、人口減少の進展等前述のよ
うに変化する状況に的確に対応していくためには、物流の生産性の大幅な向上
を図ることにより、ニーズ等の変化に的確に対応し、効率的・持続的・安定的
に機能を発揮する「強い物流」を戦略的に実現していく必要がある。
そのためには、以下の６つの視点からの取組が重要な役割を果たすものであ
り、具体的には、①～④の取組を、⑤・⑥の要素を活用しながら、推進する必
要がある。
①�「サプライチェーン全体の効率化・価値創造に資するとともにそれ自体が高
い付加価値を生み出す物流への変革」（＝繋がる）～競争から共創へ～
②�「物流の透明化・効率化とそれを通じた働き方改革の実現」（＝見える）
③�「ストック効果発現等のインフラの機能強化による効率的な物流の実現」（＝
支える）～ハードインフラ・ソフトインフラ一体となった社会インフラとし
ての機能向上～
④�「災害等のリスク・地球環境問題に対応するサステイナブルな物流の構築」
（＝備える）
⑤�「新技術（IoT、BD、AI等）の活用による“物流革命”」（＝革命的に変化す
る）
⑥�「人材の確保・育成、物流への理解を深めるための国民への啓発活動等」（＝
育てる）

（7）関係者間の連携の必要性と大綱の果たす役割
個々の事業者がそれぞれ効率化と工夫をしながら対応するだけでは限界があ
り、今後、「強い物流」を実現していくためには、一般消費者も含めて物流に
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関係する者が他の関係者の制約や課題を相互に理解した上で連携して解決を図
ることが必要不可欠となる。
新しい大綱を定め、中長期的な視点に立ち物流に関する方向性を示すことに
より、官民が連携して、将来の我が国の発展と国民生活を支える物流を作り上
げるともに、関係省庁が連携して施策の総合的・一体的な推進を図る必要があ
る。
新しい大綱の策定は、物流に関する課題について関係者全体で共通認識を持
ち、コミュニケーションの密度を上げるとともに、相互に連携して解決を図る
上で、重要な役割を果たすものとなる。
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Ⅱ．現状と課題

（1）社会構造の変化と物流に要求される機能の変化
2011年を境に我が国の人口は減少に転じており、高齢化の進展に加えて、共
働き世帯や単身世帯の増加といった社会構造の変化が生じている。
また、通信販売の急速な利用拡大やネットを利用した個人間売買の増加に
伴って宅配便取扱個数が急増しており、コンビニエンスストアや都市型小型
スーパー等の出店が拡大するなど、消費者の購買スタイルも変化している。
さらに、在庫量の削減と輸送の小口多頻度化や時間指定が進むとともに、複
数箇所に分散する保管機能の集約や流通加工の一体的な実施を図る物流施設が
増加しており、業務の複合化・高度化や施設の大型化が進んでいる。また、年
間約38億個に達する宅配便の約２割が再配達となり労働力・環境の面での社会
的コストが増加する状況も発生している。加えて、時間的制約が厳しくなり業
務が複雑化する中、通常と異なる事態が発生した場合に対応できる余裕が少な
くなっている。
今後、さらに社会構造の変化が進むことを考えると、単独の事業者での対応
では限界があり、様々な関係者が連携して取り組んでいかなければ、物流の持
続的な機能の発揮が困難となる。
例えば、伝票や電子データ形式等が事業者によって違うこと等により相互に
円滑な情報等の受渡しがしにくい、手荷役の混在や事業者間での荷姿の違いに
より統一的な荷扱いがしにくい、等の要因によって全体としての効率性が損な
われる事態が生じている。
また、第４次産業革命時代に入り、データの活用等による大幅な生産性向上
が期待される状況となっているが、データが製造、物流、販売等の垣根を越え
て総合的に活用されることで、更なる相乗効果が発揮され、それによりサプラ
イチェーン全体の効率性・生産性向上が期待される。
また、物流は、月、曜日、時間帯等による需要の差が大きく、ピーク需要に
対応して設備・人員を用意するとオフピーク時の稼働率が下がり効率性が損な
われることとなる。生産活動等に波動があることから需要にピークが存在する
こと自体は避けられない面があるものの、効率性を向上させる上では物流の
ピークとオフピークとの差を極力小さくしていくことが有効である。また、積
載効率も向上させる必要があるが、単独の事業者での取組には限界がある。
加えて、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会のような大規模
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なイベントの開催等に伴い生じる通常と異なるニーズにも的確に対応していく
必要がある。
今後、個々の事業者の取組に加えて、事業者間で連携して輸配送の効率化や
ピークの平準化等の対応を行い、これらのムラやムダを減らすことにより、サ
プライチェーン全体の効率化・価値創造に資するとともにそれ自体が高い付加
価値を生み出す物流への変革を図る必要がある。

（2）ASEAN等のアジア諸国との関係の深化
ASEAN域内総生産は、2010年から５年間で1.2倍（年率８％の伸び）、また
アジア全体でも年率７％の伸びとなるなど、アジア諸国の経済成長は引き続き
堅調となっている。また、世界全体の貿易量に占めるアジア地域の貿易額の割
合も16.8%から18.2%となり、その存在感が着実に増している。
我が国産業は、これまで、安価で豊富な労働力を有するアジア諸国への生産
拠点の移転を積極的に進めてきており、現地法人数も引き続き大幅に増加して
いる。このようなアジア地域の生産拠点の拡大に伴って、我が国産業のサプラ
イチェーンのグローバル化も加速しており、グローバルなサプライチェーンの
円滑化・効率化を一層推進することが求められている。また、ASEAN主要6
か国の中間層は、2030年には1.3億世帯（2014年時点で0.8億世帯）へ大幅な拡
大が見込まれるなど、アジア諸国は今後、経済発展に伴って消費市場としても
急速に発展していくことが予想されている。
また、所得水準の上昇に伴ってEC（電子商取引）が普及する等の消費形態
の高度化が進むにつれ、今後アジア諸国では宅配便サービスやコールドチェー
ン物流等の高付加価値な物流の需要が高まることが予想され、我が国の農林水
産物・食品等の輸出拡大も期待されている。我が国物流業も自らの強みをいか
し、このようなアジア諸国の需要をしっかりと取り込み、自らの成長へとつな
げていくことが求められている。
今後、我が国がアジア諸国とともに発展していく上では、①アジア地域を中
心とした物流網のより一層の円滑化・効率化、②我が国物流業のアジア地域へ
の積極的な海外展開、③我が国の特色ある農林水産物・食品等の輸出や海外展
開を下支えすることにより、アジア諸国の成長の果実を享受できるよう取り組
んでいくことが必要となっている。
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（3）商慣習改革と働きやすい環境づくり
トラック運送業は、他産業と比べて長時間労働・低賃金の傾向が強いが、背
景として、①荷主と比べて立場が弱く、長時間の荷待ち時間が慣習化してい
る、②電話や口頭での運送依頼が多く契約書面化が進んでいない、③階層構造
が複雑なため契約内容が末端まで伝わりにくいこと等から、現場では、契約に
含まれていない附帯業務の実施を断りにくい、また荷主がその事情を把握しき
れていないといった、商慣習上の課題がある。
また、商品代金が運送費込みの価格で決められ、運送コストを実質的には発
荷主が負担することが慣習化している面もあり、着荷主が運送コストを認識し
にくい構造となっている。
商品の運送について、元請の運送事業者から下請の運送事業者に対して運送
が委託されることも多い。この場合、実際の運送は下請の運送事業者によって
行われ、荷物が実際に届く着荷主の倉庫においては、①着荷主側の準備が整っ
ていないことによるトラックの順番待ちが発生する、②荷卸しを早く開始でき
るようトラックが契約到着時刻より早く到着する、等により長時間の荷待ちが
発生する事態も生じている。また、下請の運送事業者が、着荷主等から現場で
附帯作業を指示される事態も生じている。
しかしながら、附帯作業のコストの扱いが契約上不明確であったり、着荷主
の負担とならない契約構造となっていると、着荷主がコストを認識しにくい。
このような状況においては、実際に運送を行う事業者の長時間労働や契約条
件の改善を図るために、元請の事業者や発荷主が交渉を行おうとするインセン
ティブが小さく、改善に向けた取組が進みにくいといった課題が存在している。
今後、物流がその役割を継続的に果たす上で、重要な役割を担うトラック輸
送について、労働条件を改善し、その担い手を確保することは重要な課題とな
る。そのためには、荷主や消費者の理解を得ながら、①着荷主を含む関係者が
一体となって長時間労働等の改善に向けた取組を促進すること、②運送とそれ
以外のサービスとの区分を明確化し、それぞれのサービスに見合った対価の収
受を契約時に書面により確認すること、③下請多層構造の改善、関係府省等と
連携した適正取引の一層の促進、荷待ち時間の短縮等の取組を図ることも必要
となる。
また、女性や若者など幅広い人材の確保に向けて、運行形態の見直しや荷役
の分離等のドライバーの負担を軽減するための方策を講じ、働きやすい環境づ
くりを推進する必要がある。
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なお、事業者側でも、時間コスト、サービスコスト等も含め、コストを踏ま
えた適切な価格設定を行うことにより、効率的な運送を実現するための環境を
整える必要がある。

（4）ハードインフラの整備の進展とストック効果の最大化等
①　ハードインフラの整備の進展
国内貨物輸送において重要な役割を担うトラック輸送の効率化に資する
よう、三大都市圏環状道路をはじめとする高規格幹線道路網や空港・港湾
へのアクセス道路等の整備を進めてきたほか、貨物鉄道の輸送力増強に向
けたハードインフラの整備、コンテナ船の大型化に対応するための港湾整
備、我が国拠点空港の貨物ハブ化など物流を支えるハードインフラの整備
を着実に進めてきた。
②　ハードインフラのストック効果最大化
2015年９月に、物流を支えるハードインフラを含む社会資本のストック
効果の最大化を図ることを基本理念とする第４次社会資本整備重点計画を
閣議決定し、厳しい財政制約条件の下、「賢く投資・賢く使う」インフラ
マネジメント戦略へ転換し、既存の社会資本を知恵と工夫により最大限活
用する取組を進めることとした。
今後は、更なる既存ハードインフラのストック効果の最大化を図るとと
もに、潜在的な輸送力を最大限活用することにより、モノがスムーズに流
れ、隅々まで行き渡るようにしていく必要がある。物流の更なる生産性向
上を実現するためには、道路、港湾等のハードインフラの機能強化はもと
より、インフラ間を繋ぐモーダルコネクトの強化を促進することが重要で
あり、さらには、物流とまちづくりの調和などを進めていくことが必要と
なっている。
③　老朽化の進行
我が国では、高度経済成長期以降に集中的に整備したインフラが今後一
斉に老朽化し、今後20年間で、建設後50年以上経過する施設の割合が加速
度的に高くなるものと見込まれている。
また、今後、人口減少や少子高齢化に伴い財政状況がより一層厳しくな
るものと予測されているが、維持管理・更新費は、2013年度には約3.6兆
円、20年後には、約4.6～5.5兆円となり、現状の約３～５割高くなると推
計されている。
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国土交通省では、2013年を「メンテナンス元年」として、老朽化対策を
進展させてきた。同年11月にはインフラ長寿命化基本計画を策定し、2014
年５月に策定した国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）を皮切り
に、関係省庁において行動計画の策定を進めている。また、地方自治体等
においても2016 年度までの行動計画の策定が進められている。これらの
計画の実行により、既存の社会資本の安全確保とメンテナンスに係るトー
タルコストの縮減・平準化を両立できるよう、戦略的なメンテナンスと更
新を徹底する必要がある。

（5）安定的な輸送機能等（「ソフトインフラ」）の確保（各輸送モード等の強
化と連携の強化）
①　各輸送モードにおける安定輸送等の確保
我が国の物流は、トラック、鉄道、内航海運、航空といった多様な輸送
モード等がそれぞれの特性をいかしながら、重要な役割を果たしている。
トラックドライバー不足への対応や、輸送効率の向上、さらに環境負荷の
低減を目指す上では、トラック、鉄道、内航海運、航空が、それぞれの特
性をいかしながら適切な役割分担を図り、鉄道、内航海運を活用したモー
ダルシフトの推進も含め、モード間の連携を強化していくことが重要とな
る。
外航海運は、四面を海に囲まれた我が国において、経済活動や国民生活
を支える重要な基盤であり、その安定的な輸送の確保が不可欠である。特
に、近年の我が国の周辺海域における情勢変化を踏まえれば、経済安全保
障の早期確立のため、我が国の管轄権が排他的に及ぶ日本船舶を中核とし
た日本商船隊による安定的な国際海上輸送を確保することが重要である。
内航海運は、国内貨物輸送、とりわけ産業基礎物資輸送において重要な
役割を担う、我が国の経済活動や国民生活を支える基幹的輸送インフラで
あり、モーダルシフトの受け皿としても重要な役割を担っている。一方
で、長期的に輸送需要は低下傾向にあるところ、99.6％が経営基盤の脆弱
な中小企業であり、また、寡占化された荷主企業への専属化・系列化が固
定化している業界構造にあるため、自らの努力のみでは輸送需要を増加さ
せることが難しい状況にある。さらに、船齢が法定耐用年数（14年）以上
の船舶が全体の７割を占め、50歳以上の船員の割合が５割を超えるという
船舶と船員の「２つの高齢化」などが構造的課題となっている。
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航空輸送については、2008年以降の世界的な景気後退を受けて国際貨物
輸送量が大きく減少したが、近年緩やかな回復傾向にあり、拠点空港の物
流機能の強化が求められる一方、小型機材を活用したLCC（Low Cost 
Carrier）の就航拡大等に伴って旅客機による貨物輸送スペース（ベリー
スペース）の減少が懸念されている。
鉄道輸送については、コンテナ列車の定時運行率は高い水準を維持して
いるものの、輸送能力、運行ダイヤ、輸送障害時の対応等が荷主の主要な
懸念点となっている。
物流施設については、業務の複合化・高度化や施設の大型化が進むとと
もにいわゆる物流不動産のような形態による施設の整備も増加している。
各輸送モード等が、安全・良質なサービスを持続的に提供して我が国の
社会経済を支え続けていくためには、これらの課題に対応して安定的輸送
の確保と生産性向上の実現を図る必要がある。
②　地域を支える物流
我が国が本格的な人口減少社会を迎えるにあたっては、公共交通と同
様、過疎地等の地域の物流システムの維持が課題となる。また、幹線輸送
については同一区間でも方向別で荷量のアンバランスが存在することが多
く、今後、更に拡大するおそれがある。こうしたアンバランスは区間に
よって状況が異なることから、幹線物流の機能確保と効率化を検討するに
当たっては広域的な視点から捉える必要がある。

（6）震災等の自然災害への対応
首都直下地震や南海トラフ地震の30年以内の発生確率は70％程度と予測され
ている。また、平成27年９月関東・東北豪雨や平成26年８月豪雨による広島に
おける土砂災害に象徴されるように雨の降り方が局地化、集中化、激甚化して
おり、水害や土砂災害についても頻繁に発生している。このように、我が国が
災害のリスクが高い状況にあることを踏まえ、物流は、災害等へのリスクに対
する強靱さを備えておかなければならない。
東日本大震災では、資源、原材料、食料等の生産活動や国民生活に必要な物
資の供給が停止するなど、自然災害における物流ネットワークの寸断によるサ
プライチェーンと地域経済に与える影響の大きさが明らかとなった。被災地へ
の支援物資輸送等、被災後の一刻も早い復旧・復興に欠かせない重要な役割を
物流が担っており、物流ネットワーク全体で災害に対する強靱さを備えるとと
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もに、ハードインフラの防災・減災対策や機能強化を図る必要がある。　
また、東日本大震災等の震災や水害等を踏まえ、被災地において必要となる
緊急物資の輸送や保管に関して、地方自治体と物流事業者等との間での輸送協
定や保管協定等の締結などの対策を講じてきた。平成28年（2016年）熊本地震
（以下「熊本地震」という。）では、初めて本格的にプッシュ型支援による物資
輸送を実施したが、この際、民間事業者の管理する物流施設２カ所を活用し、
災害発生時の物資輸送における民間物流施設の活用の有用性や民間事業者の協
力の必要性を再認識することとなった。
一方、支援物資輸送を担う国、物流事業者、地方自治体、NPO等の多様な
関係者の役割分担が明確でなかったことや、物資の輸送状況に関して情報共有
が不十分であったこと、輸送拠点から避難所等に至るラストマイルの輸送の混
乱が生じたこと等の課題が顕在化したところであり、災害発生時において全体
として統制の取れた物流システムを構築することが必要である。
また、被災地やその周辺において営業可能なスーパーやコンビニエンススト
ア等への食料品や日用品の配送等は、緊急物資輸送という側面も有するもので
あり、道路等の利用制限や渋滞等が発生する状況においても円滑に実施される
ことが必要である。
さらに、災害発生時においては、被災地以外の地域で買い置き等の行動が生
じると、被災地で必要となる物資の提供に影響が生じる可能性がある。加え
て、災害によりサプライチェーンが寸断されるような場合には、復旧状況を踏
まえつつ経済活動への影響の最小化を図る取組も必要となる。このため、復旧
状況等が刻々と変化するなかでも、復旧目処など様々な情報が一元的に提供さ
れることが重要となる。また、平時から関係者間の連携が図られていることも
重要となる。

（7）セキュリティ等への対応
我が国では、金額ベースで約84兆円の物資を輸入に依存しているが、ヨー
ロッパとアジアとを結ぶルートにあるソマリア沖・アデン湾などの広い範囲に
おいて海賊被害が発生している。これまでも国際社会とも連携して対策が講じ
られてきたが、依然として脅威が存在している。
また、輸入原油の約８割が通過するマラッカ・シンガポール海峡について
は、船舶交通が輻輳する海域となっており、海峡自体が狭隘であるとともに浅
瀬、岩礁、沈船等が点在することから国際社会や沿岸国とも連携して航行安全
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の確保を図る必要がある。
また、我が国から航空貨物として輸出される物品は、金額ベースで約20兆円
に達している。航空貨物輸送は、速達性が要求される付加価値の高い貨物を輸
送するものとなっているが、テロ等への対応が世界的に強化される状況にある
ことを踏まえ、セキュリティの確保と輸送の速達性・効率性とを両立させるよ
う取り組んでいく必要がある。

（8）地球環境問題への対応
2020年以降の温室効果ガス削減等のための新たな国際枠組みであるパリ協定
が2016年11月に発効した。我が国は2030年度までに26％減（2013年度比）とす
る削減目標を2015年７月に国連に提出しており、この目標の達成等に向けて取
組を行うこととしている。運輸分野は、我が国全体のCO₂排出量（電熱配分後）
の２割弱を占めているが、中でもトラックについては、我が国全体の約６％
（営業用・自家用計）となっている。
また、モントリオール議定書において冷蔵・冷凍倉庫等で使用される冷媒で
あるHCFCの生産・輸入が原則2020年に全廃、HFCについても2036年まで段階
的に85％を削減することとなっているため、温室効果の低い自然冷媒への更新
が急務となっている。
国際約束を遵守しつつ、我が国経済の成長を持続させるためにはその基盤と
なる物流が環境面においても持続可能である必要があり、地球温暖化対策を着
実に進めることが重要である。このため、引き続き、自動車、船舶等の省エネ
性能の向上、運行・運航の効率化を進めるとともに、トラックに比べ単位輸送
当たりのCO₂排出量が少ない鉄道や船舶へのモーダルシフトを図ることが重要
である。
国際海運分野のCO₂排出量については、今後大きく増大することが見込まれ
ているが、国際海事機関（IMO）における温室効果ガス削減戦略の策定や燃
費規制の段階的強化等の温暖化対策に関する議論を我が国が主導することが重
要である。
また、船舶の燃料油に含まれる硫黄分濃度規制については、2020年から世界
一律で強化される予定となっており、当該規制に円滑に対応できるよう取り組
むことが必要である。
さらに、排気ガスのクリーンな代替燃料であるLNGの供給・利用に関して
は、我が国が世界最大のLNG輸入国であるという強みをいかしてLNGバンカ
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リング（船舶への燃料供給）拠点の整備を進めるとともに、LNG燃料船の普
及に向けた取組を実施する必要がある。

（9）IoT、BD、AI等の新技術の登場
IoT、BD、AI等の利用については、コンピューターの処理能力の向上、無
線通信によるインターネット等への接続の普及等によって、より低コストで高
度な情報処理が可能となっている。IoT、BD、AI等を活用して物流分野にお
ける膨大なデータを収集・解析することにより、飛躍的な物流の効率化とサプ
ライチェーン全体の最適化を図ることが可能となっており、物流分野に革命的
な変化をもたらすものである。
例えば、トラック輸送、海上輸送、物流施設内の作業等について人手不足が
更に課題となっていく状況において、これらの新しい技術を活用して、トラッ
クの隊列走行や自動運転化、ドローン配送、船舶の自動運航化・遠隔集中監
視、物流施設での自動化・機械化等を進めることが、こうした課題の解決を図
るために必要である。
また、物流分野におけるこれらの技術の活用が、国際的に競争力を有する新
しいビジネスの創出にも資する可能性がある。

（10）物流を担う人材の確保・育成、物流の社会的役割等に対する認知度の向上
①　物流を担う人材の強化
物流分野においては、物流現場での人材と、物流やサプライチェーンを
管理する人材の両方が必要であり、それぞれ、現場で必要とされる技能等
の習熟のための検定や、物流の適切な管理に資する民間資格等が活用され
て、人材の育成について継続して取り組まれてきた。
物流現場の人材については、大型トラックをはじめとするトラックドラ
イバー不足や物流施設における作業員不足が生じており、また、トラック
ドライバーや内航船員については他産業に比して高齢化が進んでいる。今
後、新技術の活用により自動化・省力化等が可能な領域が広がることが期
待されるが、熟練したドライバー等の大量退職や、生産年齢人口の減少に
伴う人材確保が困難になることへの対応が引き続き必要となる。
また、物流管理を行う人材については、サプライチェーンのグローバル
化が進展する中で、IoT、BD、AI等の新技術の活用等も含め、全体の視
点から物流の効率化と高付加価値化を図るための提案を行い、関係者間の
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連携を進めることができる人材、また海外進出した物流企業の現地のマネ
ジメント人材等が必要となる。
②　物流の社会的役割等に対する認知度の向上
物流は、我が国の生産活動・国民生活を支える重要な社会インフラと
なっており、多くの民間事業者のサービスが複合的に提供されることに
よって成立している。営業収入の規模は約25兆円にも及び、就業者数も全
産業の約４％を占めている。しかしながら、消費者が途中過程を目にする
機会は少なく、宅配便のような消費者向けのサービスであっても途中過程
は十分に知られていない。また、送料無料と銘打った商品の販売が広く行
われ、消費者が物流コストを正しく認識しづらいものとなっている面もあ
る。
物流危機が懸念される状況を踏まえて、経営者や国民の物流に対する関
心が最近高まりつつある。このような状況において、物流が果たしている
社会的な役割等について、荷主や一般消費者に広く理解されることを通じ
て、その役割にふさわしい評価が行われることを目指し、社会全体で持続
可能で効率的な「強い物流」を実現していく必要がある。

以上のように、物流を取り巻く環境や物流に要求される機能は大きく変化し
てきており、今後、少子高齢化が進むなかで更なる変化に的確に対応しつつ、
我が国の経済成長と国民生活を支える社会インフラとしての機能を持続的に果
たしていくためには、その大前提として安全の確保を図りつつ、更なる効率化
と高付加価値化を図る必要があるが、個別の努力・対応では限界が生じている。
今後は、物流事業者のみならず、消費者、荷主、地方自治体、国等も含め幅
広い関係者の間において、物流の機能、特性、制約等に関する理解が進み、連
携して取組を行っていくことにより、これからの物流に対する新しいニーズに
応え、我が国の経済成長と国民生活を持続的に支える「強い物流」を構築して
いく必要がある。
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Ⅲ．今後の物流施策の方向性と取組

今後、少子高齢化の進展など社会構造が変化していく中、我が国が競争力を
強化し持続的に成長していくためには、我が国の経済活動と国民生活を支える
社会インフラたる物流がその機能を十分に発揮していく必要がある。
そのためには、物流の生産性向上を図り、物流について、①変化に的確に対
応してニーズに応えるとともに、人材、設備等の資源をムダなく活用して効率
化を図り、新たな価値を創造することにより高付加価値化を図ること、②途切
れることなくその機能を発揮するために、サービスが持続的・安定的に提供さ
れる環境を整備すること、③荷物がスムーズに流れ、我が国の隅々まで行き渡
るようにハードインフラとソフトインフラ（輸送機能等）との双方により発揮
される社会インフラとしての機能向上を図ること、④様々なリスクに対する強
靱さや環境面での持続可能性を確保すること、が重要となる。また、これらを
実現する上で新技術の活用と人材育成等は重要な鍵となるものである。
Ⅱ.で述べた諸課題を乗り越えて、将来のニーズに応えうる「強い物流」を
実現していくために、上記の目指すべき方向性の下、以下の６つの視点からの
取組を推進する。

１．サプライチェーン全体の効率化・価値創造に資するとともにそれ自体が高い
付加価値を生み出す物流への変革（＝繋がる）～競争から共創へ～

今後の我が国の経済成長と国民生活を支えていく「強い物流」を構築する
ためには、サプライチェーン全体の効率化や価値創造に資するとともにそれ
自体が高い付加価値を生み出す物流への変革を図る必要がある。すなわち、
①今後の社会構造の変化やニーズの変化に的確に対応するとともに、②人材
や設備等の資源を最大限活用してムダのない構造を構築し、③第４次産業革
命への対応も含め「高い付加価値を生み出す物流」へと変革することが必要
である。
この「高い付加価値を生み出す物流」とは、基本となる運送機能に加えて、
温度管理や時間指定といった付加価値を提供し、また、流通加工等の消費者
にとって利便性を高める機能を提供するものであり、物流も含めたサプライ
チェーン全体の付加価値を高めることで実現していくことが必要となる。し
かしながら、関係者が各々単体としての最適化を図る行動を取るだけでは、
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非効率性が他の関係者に移転される等のひずみが残ることとなり、全体の視
点での最適な物流とはならない。このため、荷主、物流事業者等の物流に関
係する者全員が、相互に理解しつつ連携して、調達物流の改善、物流と製造
との一体化等も含め製・配・販全体としての効率化と付加価値の向上を図る
ことを促進していく。また、データや荷姿などが事業者ごとに異なることに
より統一的な対応ができないことからスケールメリットを享受できず高コス
ト構造となっている面があり、加えて、相互連携を図る際に障害となること
から、事業者間での共通ルール化や全体での標準化を進める。
また、その際には、RFIDの利用や、IoT、BD、AI等の新技術によるデー
タの活用は、①物流ニーズの的確な把握や、より一層的確で効率的な物流の
確保、②製造、販売分野との相乗効果を生み出す価値創造型の物流の構築等
（Connected Logistics）の観点から、物流分野において革命的な変化をもた
らし、サプライチェーン全体の最適化を進める有効な手段となるものであ
り、価値創造に資するとともに、物流自体が有する付加価値の増大につなが
ることが期待されることから積極的な活用を促進していく。

（1）連携・協働による物流の効率化
①　荷主、物流事業者など事業者間の連携・協働により物流のムラをなくす
物流量の変動が発生する要因やそれを緩和するための効果的な手法等に
ついて分析を行い、これらの取組を促進するための環境整備を進める。
②　荷主、物流事業者など事業者間の連携・協働により物流のムダをなくす
（ⅰ）荷姿や荷量等の荷物に関する情報をあらかじめ受け取り事前に準
備することによる荷受側の作業効率化、（ⅱ）倉庫等での荷卸し時間をあ
らかじめ調整することによる荷待ち時間の削減、（ⅲ）需要予測等のデー
タの共有によるサプライチェーン全体でのムダの削減等、情報共有・活用
等を通じた関係者間の連携・協働を促進する。
③　共同物流により積載等のムダをなくす・輸送モード間の連携・協働
（モーダルシフト）で効率的に輸送する
（ⅰ）複数の事業者が連携・協働して共同物流を実施することによって、
積載率の向上、倉庫や車両の稼働率の向上、コスト削減等を図り、物流効
率化を推進するとともに、（ⅱ）道路ネットワークとの連携を高めつつ輸
送効率に優れる鉄道又は船舶による輸送の活用を促進することによってド
ライバー等の人材、車両設備等の能力を最大限活用し、物流全体としての
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生産性向上を図る。
そのために、輸配送上必要となる情報を複数の事業者間で適切に共有・
活用することで効果的な連携を促進する。

（2）連携・協働を円滑化するための環境整備（スマートサプライチェーンの
構築に資する環境整備）
①　荷主、物流事業者など事業者間の連携・協働を円滑化するためのデー
タ・システム仕様の標準化等
荷物管理システムのデータ形式や仕様が違うため輸配送情報や在庫情
報、輸出入情報等を電子的に相互利用しにくいなどの要因により、物流の
効率性が損なわれている面がある。事業者間でのデータの標準化や共有
化、システム仕様の標準化、重複入力項目の削減等によりデータの受渡し
の円滑化・迅速化と受渡しコストの低減を促進することについては、連携
の円滑化やデータ活用等を通じて、高付加価値で無駄がなく最適化された
サプライチェーンに資するものとなることから官民の枠組みで検討を行
う。ただし、この際には、強固な情報セキュリティが確保されることが必
要となる。
②　パレット使用等のユニットロードの標準化による荷役効率化・トラック
稼働率の向上
荷役時間の短縮は、トラックの稼働率の向上等により物流の効率化に資
するものとなる。機械荷役が可能となるようパレット化を促進するととも
に、運搬容器等の形状や印字位置等の標準化等に関して、デザイン・
フォー・ロジスティクスの観点も踏まえて、官民の枠組みで検討を行う。
③　サプライチェーン全体の効率化のためのRFID利用の拡大
RFIDは、多数の商品の一括読取処理が可能であることに加え、大容量
の情報の蓄積や書換え及び個体識別も可能であるといった特性を有してお
り、その活用により、荷役時間等の大幅な短縮、トレーサビリティの確保
等が可能となる。今後、RFIDが更に普及し、そこから得られる情報をサ
プライチェーン全体で共有することが可能になれば、製・配・販の全体に
おいて飛躍的な効率化が可能となる。このように、RFIDは、物流面にお
いても、全体の視点での効率化・最適化の実現と付加価値の向上に大きな
潜在力を有している。RFIDの普及については、コストや電波利用面での
課題、実装コスト負担の仕組みづくり、金属や水による読取障害等の課題
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を克服する必要があるが、「コンビニ電子タグ1000億枚宣言」等、様々な
業態において導入が図られるよう取組を進める。さらに、個別企業の活用
を越えてサプライチェーンを構成する主体間での情報活用を円滑にするた
め、RFID内の情報やその読取りに関し、標準的・統一的な方法を用いる
ことにより、共通のプラットフォームを作ることを推進する。これによ
り、物流・流通全体で無駄な輸送を省くことなど、より付加価値の高い
サービスの実現が可能になる。

（3）アジアを中心としたサプライチェーンのシームレス化・高付加価値化
①　アジア諸国等における物流のシームレス化の推進
我が国産業の効率的なサプライチェーンの構築には、アジア諸国等にお
ける我が国産業の生産拠点及び物流業の円滑な事業活動を支え、シームレ
スな物流を実現することが必要である。このため、ASEAN地域における
連結性強化に向けたインフラ整備、NACCSの海外での活用等による輸出
入に関する手続きの近代化・効率化、越境通行の促進、パレット等の標準
化・リターナブル化された物流資機材の国際的な利用促進等、物流の円滑
化に資する取組を積極的に行っていく。
②　質の高い我が国物流システムの海外展開支援
日本の「強みのある技術・ノウハウ」を最大限にいかして、アジアの膨
大な物流需要を積極的に取り込み、我が国の物流業の力強い成長へとつな
げるとともに、アジア諸国の社会や経済の発展に貢献する。そのため、我
が国の高品質なコールドチェーン物流サービス等を国際標準化し、アジア
諸国等において普及を図るとともに、外資規制の緩和に向けた働きかけや
官民ファンドの活用により、質の高い我が国物流システムのソフト面・
ハード面での展開を支援する。
③　農林水産物・食品の物流効率化及び輸出促進に資する物流面での取組
農林水産物・食品の物流については、生産、出荷、流通、販売に携わる
各関係者が物流関係者と緊密に連携するとともに、各関係者が負担と受益
を分かち合いながら、パレット化、共同輸送、モーダルシフト等による合
理化・効率化を図ることで、持続可能な物流が実現されるよう、関係省庁
で連携して各業界の取組を後押しする。また、輸出促進に資するよう、「農
林水産業の輸出力強化戦略」（平成28年５月19日農林水産業・地域の活力
創造本部取りまとめ）及び「農林水産物輸出インフラ整備プログラム」（平
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成28年11月29日農林水産業・地域の活力創造本部決定）に基づき、関係省
庁で連携して品質を守りながら、より多く、より安く運ぶための物流拠点
の整備や物流の高度化、最適化、コスト低減等の推進を図る。

２．物流の透明化・効率化とそれを通じた働き方改革の実現（＝見える）

物流が途切れることなく社会インフラたる機能を果たすためには、物流業界
が安定的にサービスを提供できる適切な競争環境を整備するとともに、付加価
値の高いサービスを提供するために人材を継続的に育成することが必要となる。
そのため、法令遵守の下、これまでの取引慣行を見直し、サービス内容の可
視化とそれぞれの対価との関係を明確化し、健全な市場メカニズムが機能する
環境を整えるとともに、人材の確保、定着、育成につながる働きやすい環境を
つくっていく。
なお、これらの取組を進めるにあたっては、①物流が社会インフラとしての
役割を安定的・持続的に果たすことの重要性、②従前のままでは物流が役割を
果たせなくなるおそれがあること、について関係者間で共通認識を形成してい
くとともに、利用する側も含めて関係者間での連携・協働が必要であるとの意
識改革を進めていくことが重要となる。

（1）サービスと対価との関係の明確化を図る
物流業界においても、荷待ち、積込み・取卸し、附帯業務等のコストを踏ま
えた形でサービスと価格が適切に設定され、かつ荷主のニーズに応じて様々な
サービスを選択できるよう、健全な市場メカニズムを機能させる必要がある。
このため、官民を挙げて、荷待ち、積込み・取卸し、附帯業務等のコストが取
引価格にて適正に反映されるよう取組を推進する。サービス提供にあたって
は、必要なコストの「見える化」を図り、運送に対する対価（運賃）と運送以
外の部分（荷待ち、積込み・取卸し、附帯業務等）に対する対価（料金）を区
分して収受する取組を推進する。

（２）透明性を高めるための環境整備を進める
契約書面化（電磁的方法を含む。）の推進や多重下請構造の是正を通じて、
物流サービスに関する取引の透明性を高めることで、私的独占の禁止及び公正
取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）や下請代金支払遅延等防止法
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（昭和31年法律第120号）等の法令を遵守した適正な取引が徹底されるよう、環
境整備を進める。これにより、（１）のサービスと対価との関係の明確化に向
けた環境を整えるとともに、物流を担う全ての人々にとって働きやすい環境づ
くりも後押しする。

（３）付加価値を生む業務への集中・誰もが活躍できる物流への転換
付加価値を生む業務の比率を高め、人材の定着率の向上を図り、多様な人材
が活躍できる環境を整える。
①　荷待ち時間や荷役時間の短縮による稼働率向上
ドライバーを輸送業務に特化させるとともに、輸送の回転率を上昇させ
ることにより、時間当たりの生産性や収益性を向上させる必要がある。こ
のため、トラック予約受付システムやETC2.0等を活用した運行管理シス
テムの導入、輸送業務と荷役業務との分離の促進や荷役の迅速化等を通じ
た荷待ち時間・荷役時間の短縮を促進する。また、そのためのノウハウに
ついて、既存事例を取りまとめた手引き書等を活用して、その普及を図る。
②　宅配便の再配達の削減
通信販売の増加に伴う宅配便の需要増に対応していく上では、再配達に
伴い発生する労働力や環境の面での社会的コストの増加が大きな課題とな
る。宅配便サービスは日常生活を支える社会インフラとなっているが、持
続的に利用可能なものとし、その生産性を向上させるために、消費者も含
めた関係者間でのコミュニケーションの強化、地方部も含めた宅配ボック
スの活用等による受取方法の多様化、受取への消費者の積極的参加の推進
のための環境整備等の取組を行っていく。
③　女性や若者をはじめ、誰もが活躍できる労働環境の整備
女性や若者等の多様な人材が物流分野で活躍できるよう、荷役の機械化
等を通じた労働負荷の軽減、非熟練者の作業の容易化、長時間労働の抑
制、幹線輸送における中継輸送方式の導入による日帰り勤務の実現等の働
きやすい環境整備を図る。また、こうした取組により物流分野の就業先と
しての魅力向上を図る。
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３．ストック効果発現等のインフラの機能強化による効率的な物流の実現
　　（＝支える）～ハードインフラ・ソフトインフラ一体となった社会インフ
ラとしての機能向上～

利便性、迅速性、安全性、効率性等を兼ね備えた物流を実現していくために
は、物流インフラをハードインフラ・ソフトインフラ（輸送機能等）一体とし
て広域的な視点で捉え、効率化・高度化を図ることが重要である。このため、
道路・海上・航空・鉄道輸送に関するインフラや物流拠点の整備をハード・ソ
フト一体で進めることはもとより、これらの間のアクセス等、結節点の効率化
等を講じていく。加えて、トラック、鉄道、船舶といった各輸送モードの最適
な選択を実現し、モーダルシフトに制約が生じないようにする上で、船舶等の
輸送力の確保が図られることが重要となる。また、都市内における物流や、地
域における物流については、それぞれの特性に配慮しつつ、広域的な視点から
の物流マネジメントの取組を推進する。

（1）モーダルコネクトの強化等による輸送効率向上
環境負荷低減やトラックドライバー不足への対応のため、トラックから大量
輸送が可能でCO₂排出原単位が小さい鉄道、船舶への転換（モーダルシフト）
を図ることが重要となっている。近年は、距離に応じて、トラック、鉄道、船
舶を使い分けたり、複数の輸送モードを組み合せたりする事例が増えてきてい
る。また、災害時や輸送障害時の代替性を確保する観点からも、複数の輸送手
段を確保しておくことの重要性が高まっている。このため、空港、港湾、鉄道
駅等との拠点と高速道路のアクセスの強化や高速道路と施設の直結を促進する
とともに、港湾におけるトラック輸送や鉄道輸送との円滑な連携のためのイン
フラ整備を進める。加えて、情報の相互利用等を促進する。こうした取組によ
り、輸送モード間の連携「モーダルコネクト」を強化し、ハードインフラとソ
フトインフラとが一体的に機能を発揮して、スムーズにモノを移動させること
が可能となる。

（2）道路・海上・航空・鉄道の機能強化
国内外のシームレスな輸送を実現し、我が国物流ネットワークの国際競争力
を強化するため、ハードインフラとソフトインフラとが一体となって、物流の
社会インフラとしての機能強化を図る。
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①　道路輸送の機能強化
道路における移動時間の約４割が渋滞により損失していることを踏ま
え、ETC2.0に加え、多様なセンサーやAI等をフルに活用することにより、
効果的なピンポイント渋滞対策を強化するとともに、混雑状況に応じた戦
略的な料金体系を検討する等道路を賢く使う取組を確実に推進する。　
三大都市圏環状道路をはじめとする高規格幹線道路網の整備や暫定２車
線区間の４車線化等を推進する。
熊本地震における緊急輸送道路の被災状況等を踏まえ、広範で複雑な現
在のネットワークや拠点の絞り込みを行い、人・物の平常時・災害時を問
わない安定的な輸送を確保するための基幹となるネットワークを計画路線
も含め指定し、これに対し、経済や生活を安定的に支えるための機能強化
や重点支援・投資を展開する。基幹となるネットワークについては、災害
時の代替路の啓開・復旧や大型車の通行許可の迅速化を図るとともに、人
流・物流拠点へのラストマイルのアクセスや沿道利用のコントロール、ト
ラックの大型化に対応した道路構造等の機能強化を図る。
省人化に資するよう１台で大型トラック２台分の輸送が可能なダブル連
結トラックの早期導入及び幹線物流での普及を促進するとともに、SA・
PAを活用した中継輸送や物流施設の直結など高速道路の幹線物流プラッ
トフォームとしての機能を強化する。
また、特車許可基準の見直しや審査を迅速化し、輸送の機動性の強化を
図る。
②　海上輸送の機能強化
ア　港湾施設の整備
国際コンテナ戦略港湾において、我が国への基幹航路の維持・拡大を
図るため、国内各地及びアジア広域からの貨物の集約や港湾背後への産
業集積による貨物の創出、国も出資した港湾運営会社による一体的かつ
効率的な港湾運営、大水深コンテナターミナルの整備を推進する。
国際バルク戦略港湾において、資源、エネルギー、食糧等のバルク貨
物を輸送する大型船が入港できるよう、拠点的な港湾整備を行い、国全
体として安定的かつ効率的な海上輸送網の形成を促進する。
その他の港湾においても、港湾機能を充実させ、フェリーやRORO船
の就航など、国際海上航路の選択肢の多様化を図るほか、後背地への流
通加工機能の集約化等により、国際競争力を強化する。
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また、モーダルシフト需要を取り込むための内航船の大型化やフェ
リーやRORO船等の航路網の充実等に対応するとともに、内航輸送の効
率化や静脈物流ネットワークの構築に寄与するため、岸壁等の施設整備
やフェリーヤードの高度情報化、下船後の車両待機スペースの確保等の
基盤整備等を通じた高規格なユニットロードターミナルの形成等を推進
する。
イ　港湾物流の効率化
コンテナターミナルの容量拡大・処理能力向上に加え、IoTやAIの活
用によるコンテナターミナル運営全体の生産性向上、インランドデポの
活用やコンテナラウンドユースの推進等により、コンテナターミナル周
辺における渋滞解消等の港湾物流の効率化を推進するとともに、ニーズ
に応じたコンテナターミナルのゲートオープン時間の延長についてサプ
ライチェーンの状況等も踏まえて検討する。
ウ　外航海運
近年の我が国周辺海域における情勢変化を踏まえ、経済安全保障の早
期確立のため、トン数標準税制の実施等を通じて、日本船舶を中核とし
た日本商船隊による安定的な海上輸送の確保に向けた取組を推進する。
また、北極海の海氷面積の減少に伴い世界的に関心が高まっている北
極海航路について、輸送ルートの多様化の観点も踏まえ、海運事業者等
の利活用に向けた環境整備を推進する。
エ　内航海運
内航海運の安定的輸送の確保と生産性向上のため、「内航未来創造プ
ラン～たくましく　日本を支え　進化する～」（平成29年６月内航海運
の活性化に向けた今後の方向性検討会策定）に基づく施策の推進に取り
組む。具体的には、（ⅰ）内航海運事業者の事業基盤の強化（船舶管理
会社の活用促進による管理業務の集約化・効率化を図るための「国土交
通大臣登録船舶管理事業者」（仮称）登録制度の創設や荷主・海運事業
者間の連携強化のための「安定・効率輸送協議会」（仮称）の設置）、（ⅱ）
先進的な船舶等の開発・普及（省力化や安全性向上に資する自動運航船
等のIoT技術を活用した船舶の開発・普及、独立行政法人鉄道建設・運
輸施設整備支援機構の船舶共有建造制度の活用を通じた円滑な代替建造
の促進等）、（ⅲ）船員の安定的・効果的な確保・育成（船員教育体制の
抜本的改革や、労働環境の優れた職場のPR等の魅力ある職場作り等に
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よる船員の就業・定着促進、船員配乗のあり方の検討等の働き方改革）
を図る。

③　航空輸送の機能強化
首都圏空港等拠点空港における機能強化、国際航空貨物の国内輸送の円
滑化等による航空物流の利便性向上を図る。
また、使用機材の小型化の進展に対応し、ベリースペースを用いた航空
輸送力の確保について検討する。
④　鉄道輸送の機能強化
　鉄道輸送について、幹線輸送の輸送力強化方策の検討を行う必要があ
る。これを踏まえて、大型コンテナの取扱いが可能な駅の拡大など輸送力
強化のための基盤整備等を推進するとともに需要に応じたダイヤの見直し
や輸送障害時の運用改善など鉄道輸送サービスの向上を推進し、貨物鉄道
の利用促進を図る。

（3）物流施設の機能強化
倉庫等の物流施設は、主として民間事業者によって設置されており、雇用創
出効果のあるものであるが、①通信販売の急増や機能集約への対応、②効率化
や複合化を図るための施設規模の拡大によって物流施設が必要とする人材が増
加する一方、③人材供給能力を超えた郊外への立地の増加等により、庫内作業
者をはじめとして人材需給にアンバランスが生じ、人材確保が難しくなってい
る。これを踏まえ、庫内作業の省力化や生産性向上に資する取組を促進する。
また、物流総合効率化法の枠組みも活用し、高速自動車国道のインターチェ
ンジ周辺等、物流の結節点として効果的な立地への物流施設の誘導を促進する
とともに、トラック予約受付システムの導入やトラック営業所の併設等の物流
事業者間の連携を促進することにより、物流の円滑化を図る。併せて、老朽化
した物流施設について、更新・高機能化を推進することによって、物流事業の
生産性向上に資するような物流施設の整備を促進する。
また、物流施設の機能強化にあたっては、物流事業者が行う物流施設の複合
化・多機能化や荷主の多様なニーズに対応した設備導入等、不動産価値最大化
を目指すCRE戦略に基づいた資産活用も有効であることから、こうした取組
を促進する。
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（4）物流を考慮した地域づくり
都市機能、地域の生活を支える上で物流は必要不可欠となっている。住民等
の利便性、道路交通の安全性や景観等と物流の効率性とを両立させていくため
に、既存ストックの有効活用の観点も踏まえ、物流を考慮した地域づくりを進
める。
①　都市機能の一つとして物流をビルトインする
中心市街地や大規模建築物において、荷さばき場の整備等、物流を考慮
したまちづくりが設計段階から検討されるようにするとともに、共同輸配
送等の取組の促進による集配作業の効率化、都市中心部や住宅地への流入
抑制等によって、安全性、景観等の環境面も含めて、都市機能と機能的か
つ効率的な物流との両立が図られるようにする。大規模建築物に係る物流
の円滑化については、設計に関する参考事項等をまとめた手引き書を周知
するとともに、その活用を促進する。
また、物流活動が周辺交通や環境へ与える影響を抑制するため、物流
ニーズと物流事業者の負担を踏まえ、関係者の理解を得つつ、地域におけ
る荷さばきルールの策定促進や荷さばき場や駐車場の整備等の取組を進め
ていく。
なお、荷さばき場の整備等の促進に際しては、企業や地方自治体等が保
有する不動産等の有効利用の可能性も含めて検討する。
②　地域における人口減少、高齢化に対応する
人口減少により地域の物流量が減少した場合、配送の小ロット化による
物流の採算性が低下することが懸念され、また、超高齢化が進む中山間地
域や離島等では日常生活に必要となる物品の配送手段の確保が課題とな
る。これらの課題に対応し、持続可能な物流を提供していくために、貨客
混載も含めた共同輸配送の取組を進めるとともに、自動運転サービスも含
め、道の駅等の小さな拠点を核とした新たな輸送システムの構築等を進め
ていく。

４．災害等のリスク・地球環境問題に対応するサステイナブルな物流の構築（＝
備える）

災害等が発生した場合、緊急物資等の輸送により国民生活を支え、生産活動
を継続するために、刻々と変化する状況への対応力と強靱さを備える。加え
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て、ハードインフラの老朽化や、テロ対策等の様々なリスクや、イベントの際
のような通常と異なった状況に対して的確に対応する。
また、地球環境に関する国際約束に対応して我が国の温室効果ガス削減目標
を達成しつつ、経済成長と国民生活を支えていくために、地球環境問題への着
実な対応を実施する。

（1）災害等のリスクに備える
災害発生後に支援物資を被災者に対して確実に届けるために、円滑な輸送を
行うための体制を関係者間においてあらかじめ調整し、BCPを策定する等の事
前準備を整えておくとともに、被災しても早期に復旧できるようインフラの機
能強化を図る。
①　災害に強い物流システムの構築
東日本大震災や熊本地震等の過去の災害における教訓を踏まえ、災害発
生時の物流を巡る混乱を抑制するとともに、官民の連携による支援物資輸
送の改善を図るための取組を進める。
ア　円滑な支援物資輸送の実現を図るための取組
災害発生時に支援物資の輸送や物流施設における仕分けが必要となる
ことを踏まえ、地方自治体と物流事業者との間での輸送協定や保管協定
の締結の促進等を図るとともに、大規模災害発生時の支援物資輸送につ
いての輸送の全体最適化を行い、ラストマイルの着実な輸送も含めた避
難所への支援物資輸送の円滑化に向けた取組を行う。
加えて、災害発生後、刻々と変化する状況に迅速に対応して、地方自
治体や事業者等が、適切な代替輸送ルートの検討等を効果的に行えるよ
う、道路・港湾・空港・鉄道の復旧状況や通行可能なルート等について
迅速かつ一元的な情報提供を図る。また、災害発生時に緊急輸送に係る
燃料等の確保に資する仕組みの構築を推進する。
イ　物流の社会インフラとしての機能確保等のための防災・減災対策
⒜　道路の防災・減災対策
緊急輸送道路等の耐震補強、代替性確保のためのミッシングリンク
の整備、道路啓開計画の深化及び展開等を推進する。
また、迅速かつ確実な通行可否情報の収集・提供や保有資機材の情
報共有等の仕組みを構築し、災害発生後の迅速な通行を確保するとと
もに、災害発生時の基幹となるネットワークについて、あらかじめ代
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替路を設定しておくとともに、啓開・復旧等の迅速化を図る。
⒝　港湾の防災・減災対策
大規模地震が発生した際にも港湾機能が維持されるよう、岸壁の耐
震化、防波堤等の強靱化や航路機能の確保等の地震津波対策を推進す
るとともに、物流、産業、エネルギー供給拠点等の重要施設が隣接し
ているコンビナート港湾における地震・津波対策及び関係者間の連携
を強化する。
また、港湾BCPの適切な見直しや広域的な港湾間の連携による広域
BCPの策定等により、広域的な連携も含めて早期の港湾機能の回復が
図られるようにするとともに、啓開・復旧等に係る施設管理者や民間
事業者等の間の情報共有及び連携体制の強化を図る。
⒞　海上交通の防災・減災対策
津波等の大規模災害発生時における海上交通機能へのダメージを最
小化するため、東京湾において複数の海上交通管制を一元化すること
によって、湾内の船舶交通を一体的に把握し、船舶への警報の伝達や
避難海域の情報提供等を迅速確実に実施する。
また、その他の海域においても、安全・安心な海上交通を実現する
ため、航路標識の機能向上等の整備を推進する。

ウ　サプライチェーンの維持のための取組
災害発生時に物流機能が維持されるよう、物流事業者等におけるBCP
の策定や訓練の実施、特定流通業務施設の整備等を促進し、民間物流施
設等の災害対応力を強化する。
また、コンビニエンスストア等の既存の流通チャネルが災害発生後も
機能している場合には、これらの機能を活用して、水・食料品等の緊急
性の高い物資を含めて、物資の輸送・供給が円滑に行われるよう配慮す
る。加えて、被災地及びその周辺地域における消費者への商品供給に関
しても極力その機能が維持されるようにする。
被災後にできるだけ早く機能が回復されるよう、平時における取組を
いかしつつ事業者間の協力・連携体制をあらかじめ構築しておくととも
に、平時の製品供給・商品供給体制に戻るまでの間の流通の混乱を抑制
する方策を検討する。
さらに、大規模災害発生時においては、被災地への物資輸送が優先的
に実施できるよう、被災地以外の地域においては、物流負荷が発生しに
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くいような行動を取るよう消費者に協力の呼びかけを行う。
②　物流の社会インフラとしての機能確保のための老朽化対策
被災時においてもインフラの機能が損なわれず、物流に関してもその安
全・安心の確保が図られるよう、適切な維持管理を行うとともに、適切な
利用が行われるよう施策を講じる。
ア　道路の老朽化対策
予防保全を前提としたメンテナンスの計画的な実施、新技術の導入等
による長寿命化・コスト縮減など限られた財政資源の中で今後加速度的
に増加する老朽化したハードインフラに対応するための取組を強化する。
道路の劣化の主な原因である過積載車両を撲滅するため、動的荷重計
測装置（WIM）による自動取締りの強化や荷主にも責任とコスト等を
適切に分担させる仕組み等を検討する。
また、今後の維持修繕・更新について、諸外国の例も参考に、有料道
路の償還終了後における料金徴収の継続や大型車対距離課金の導入など
将来の負担のあり方などについて、広く意見を聴取しつつ、検討する。   
イ　港湾の老朽化対策
今後、急速に老朽化の進行が見込まれる港湾施設について、将来にわ
たり機能を発揮できるよう予防保全型の維持管理を取り入れ、計画的か
つ総合的な老朽化対策を推進する。
具体的には、維持管理計画に基づく計画的な点検と効率的な改良工事
を行うことで個々の施設の延命化を図るとともに、機能が低下した施設
の統廃合やスペックの見直し等を計画的に進め、より効率的なふ頭へ再
編するなど、戦略的なストックマネジメントによる老朽化対策の取組を
強化する。
ウ　保管等の機能を担う物流施設（倉庫等）の老朽化対策
近年、営業倉庫をはじめとして、老朽化した物流施設が増加してい
る。物流施設は、民間事業者により運営されているものであるが、老朽
化により、被災時における荷崩れや施設損傷・システム障害等による機
能不全を引き起こし、流通の混乱を招くことが懸念される。そのため、
高機能な施設や環境に配慮した施設への更新を促進するとともに、災害
に強い施設とするための取組を促進する。

③　セキュリティ対応等
物流分野における施設や輸送の安全性の確保に加え、近年、国際物流に
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対するテロ対策の要請が高まっていることを踏まえ、物流の効率化とセ
キュリティ対応の両立を図るため、複数あるセキュリティ・コンプライア
ンス・プログラムの調和も視野に、関係者の理解と協力を得ながら施策を
講じていく。
ア　KS/RA制度の効率的実施
KS/RA（特定荷主／特定航空貨物利用運送事業者等）制度について
は、荷主や物流事業者における負担を踏まえ、AEO制度との調和も含
め効率的な検査制度のあり方について検討する。
イ　海上輸送等における安全・保安対策
海上輸送全般における安全の確保に加え、海賊発生海域における海賊
対策や、マラッカ・シンガポール海峡等の海域における船舶交通の安全
対策を講じること等により、国際物流の安全確保に係る対応を強化する。
港湾施設の国際的な保安水準を確保しつつ、効率的な国際海上物流を
確保するため、港湾施設の出入管理の高度化など港湾における保安対策
を推進する。

④　大規模イベント時等における対応
大規模イベント等が行われる際には、通常と異なる需要の発生等により
輸送の波動が拡大したり、交通規制等が実施されたりするなど通常時と異
なる対応を求められる可能性が高い。このような状況においても、通常と
異なる需要に的確に対応して輸送が行われるとともに、物流における負荷
を極力無理のないものとするため、関係者全体で全体最適を図るべく対応
を検討する。

（2）地球環境問題に備える
我が国の温室効果ガス削減目標の達成等に向け、物流分野においてもサプラ
イチェーン全体での環境負荷の低減の観点から、再配達など非効率となってい
る部分の削減、物流の効率化・モーダルシフトの推進や、自動車の単体対策、
鉄道・船舶・航空・物流施設における低炭素化の促進等を通じて貢献する。こ
のほか、大気汚染等による環境負荷の低減にも取り組んでいく。
①　サプライチェーン全体における環境負荷低減の取組
荷主と物流事業者の連携による物流の効率化や輸送の結節点となる物流
拠点の低炭素化等を通じて、サプライチェーン全体での環境負荷低減を図
る。
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ア　荷主における取組の促進
荷主による省エネ対策の促進や少量多頻度輸送の抑制等を図るため、
エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号。以下
「省エネ法」という。）による取組を促進するとともに、省エネ法の更な
る活用について検討する。
イ　荷主・物流事業者間など関係者間の連携促進
荷主と物流事業者の間のパートナーシップの更なる強化等を図ること
によって、モーダルシフトや共同物流を促進し、更なる環境負荷の低減
を目指す。
物流分野について、物流総合効率化法の枠組みを活用して、関係者が
連携して行う、モーダルシフトや共同物流といった環境負荷の低減に資
する取組の促進を図る。
加えて、海運分野においては、荷主・物流事業者と海運業者の連携強
化のための「海運モーダルシフト推進協議会」（仮称）を新たに設置し、
具体的な取組を推進するとともに、先進的なモーダルシフトの取組等に
対する新たな表彰制度を創設し、優良事例を全国に共有・展開する。さ
らに、荷主等におけるモーダルシフトの検討を容易にするため、モーダ
ルシフトに資するフェリー、RORO船等の運航情報を一括して荷主等が
利用できるシステムを構築する。
ウ　物流拠点の環境負荷の低減
倉庫等の物流施設、港湾・空港など物流拠点の低炭素化を推進すると
ともに、倉庫等の物流施設における自然冷媒への転換等を推進する。

②　輸送モードの省エネ化・低公害化
渋滞対策によるトラック輸送の低公害化を促進する。また、物流分野に
おける主要なCO₂排出源であるトラックをはじめ、船舶、航空、鉄道の各
輸送モードの省エネ化、低公害化を進め、天然ガスや水素等によるエネル
ギー転換を促進する。
ア　渋滞対策
環状道路やバイパスの整備を推進するとともに、ICTやAI等を活用し
た交通マネジメントの強化、交通流を最適化する料金・課金施策の導入
の検討、大型商業施設等による渋滞対策の強化、トラック等の道路利用
者との連携強化など、生産性向上に資する渋滞対策を推進する。
イ　船舶の省エネ対策
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内航海運における省エネ対策を推進するため、荷主との連携を考慮し
つつ、省エネ船の普及に向けた取組を支援する。また、内航海運事業者
の省エネ評価制度（内航船「省エネ格付け」制度）の構築・普及を推進
することにより、省エネ船への積極的な投資を促す。
また、外航海運におけるCO₂排出削減対策として、IMO温室効果ガス
削減戦略の策定や燃費規制の段階的強化等、国際海運分野の温暖化対策
に係わる議論を我が国が主導する。
ウ　船舶からの排出ガスに関するSOｘ規制
2020年から強化される船舶燃料の硫黄分濃度規制について、NOxや
CO₂削減にも有効な代替燃料であるLNG燃料の供給に関し、世界最大の
LNG輸入国という強みをいかし、我が国港湾においてLNGバンカリン
グ拠点の整備を進めるとともに、LNG燃料船の普及に向けた取組を実
施する。
さらに、低硫黄燃料油の低廉化・供給コスト削減に向けた具体的対応
策等を検討し、関係業界が円滑に対応できるよう、適切な取組を実施す
る。

５．新技術（IoT、BD、AI等）の活用による“物流革命”（＝革命的に変化する）

IoT、BD、AI等の新技術によるデータの活用は、現在の物流の在り方を根
底から覆し、革命的な変化をもたらすものである。こうした新技術の積極活用
により“物流革命”を目指す必要がある。
物流分野では、配送先、荷量、品目、荷姿等が毎回異なることから、単純作
業の反復ではなく状況に応じた的確な対応が必要となり、機械化・自動化が難
しい面がある。しかしながら、今後、人材不足が更に課題となる中で、IoT、
BD、AI等の新技術によるデータの活用は、効率性の飛躍的な向上や、サプラ
イチェーンの最適化をもたらすものであり、新たに高い付加価値を生み出す上
で重要である。
また、IoT、BD、AI等の新技術によるデータの活用は、１．～４．を効果
的に実施していく上で有効な手段となるものであり、こうした観点からも、こ
れら新技術の有効活用が必要となる。このため、必要な仕組みの導入やインフ
ラ面等の事業環境整備を進める。
また、物流分野においてIoT、BD、AI等の新技術を活用したシステムや機
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器の新規産業が創出され、成長することは、我が国の産業の国際競争力強化の
観点からも重要であるとともに、そうした新規産業の海外展開が進むことが期
待される。

（1）IoT、BD、AI等の活用によるサプライチェーン全体の最適化
深刻な人材不足等、物流を巡る環境が危機的な状況にある中で、例えば１．
で述べた複数事業者の連携・共同物流の促進等、１．～４．の実現を図る上で、
IoT、BD、AI等の新技術の横断的な活用を通じ、物流分野における膨大なデー
タを収集・解析することにより、飛躍的な効率性の向上とサプライチェーン全
体での最適化を実現させる。
例えば、製・配・販の連携において、小売事業者が保有する膨大な販売デー
タのメーカー及び卸売事業者との共有、気象データ等をAI解析した需要予測
の製・配・販での共有、RFIDの活用等により、サプライチェーン全体を最適
化・効率化し、在庫日数、欠品件数や輸送コストを削減する。また、IoT技術
の活用を通じて、荷主・物流事業者間、荷主間や物流事業者間において、荷物
データやトラックの位置データ等を共有することで、より正確な需給のマッチ
ングを図る。その結果、ピークの平準化、荷待ち時間の短縮、積載率の向上等
が可能となる。さらに、港湾においてもIoTやAIを活用することで、ターミナ
ル運営の効率化を図る。
なお、データの共有にあたっては、関係者間の信頼・信用の確保が重要であ
る。
こうしたIoT、BD、AI等の新技術を横断的かつ効果的に活用し、物流の生
産性を高めるとともに、CO₂の排出量を抑え、効率的かつサステイナブルなサ
プライチェーンを構築する。

（2）隊列走行及び自動運転による運送の飛躍的な効率化
新技術の活用については、幹線、ラストマイル等の輸送の飛躍的な効率化・
高付加価値化の観点から大きな可能性を有しており、安全性を確保しつつ、少
ないドライバーで荷物を効率的に運送できるようにするため、世界に先駆けた
自動運転の社会実装を進める。
特に、ドライバー不足の解消が期待される後続車無人の隊列走行の商業化を
目指して、高速道路での後続無人での隊列走行を実現させる。このため、後続
車有人システム及び後続車無人システムの公道実証実験に向け、安全を確保す
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る車間距離に関連した事項について検討し、具体的な走行場所や走行方法を確
定した走行計画を整備する。あわせてダブル連結トラックの実験の状況も踏ま
え、隊列走行に用いる技術や実証の成果や運用ルール等に応じ、インフラ面等
の事業環境を検討する。
加えて、高速道路の料金施策など利用者がETC2.0のメリットを実感できる
施策を推進し、ETC2.0等の装着によるコネクテッドカーとしてのトラックの
早期普及を図るとともに、運行の安定性・効率性を高める先進的な車両技術の
導入を促進する。

（3）ドローンの物流への導入による空の産業革命
ドローンの活用により、物流の効率化や省人化を目指し、取組を進める。具
体的には、山間部等における荷物配送の本格化等を図るため、実証フィールド
の活用を通じて、機体の性能評価基準を策定し、複数の機体の同時活動を可能
とする運航管理システム・衝突回避技術等の開発や国際標準化を進める。ま
た、航空法に基づく許可・承認の制度等について、安全性を確保しつつ、補助
者を配置しない目視外飛行等の実現に向け必要な仕組みを検討する。こうした
取組に際しては、セキュリティの確保やプライバシー保護等のリスク対策の観
点も考慮する。

（4）物流施設での革新的な生産性向上と省力化
IoT、BD、AIの活用により、物流全体の効率化に資する物流施設の最適配
置を進めるとともに、自動搬送、ピッキング等のロボット機器の導入を通じて
流通加工や、検品も含めた庫内作業の省人化を促進する。トラックから倉庫へ
の積込み・取卸し等を行う入出荷場等の輸送と現場との接点での作業や配送管
理について、ロボットにより一貫した自動化が実現できるよう取組を進める。
また、物資の形状等から自動化が困難な場合においても、例えば、現場作業の
負担を軽減するためアシストスーツの軽量化等の性能向上を進めるなど、物流
の現場で人による柔軟性と機械による効率性とをうまく組み合わせることによ
り、物流施設が果たす多様な機能が引き続き発揮されていくよう、IoT、BD、
AI等を活用した物流施設内の自動化・機械化による生産性の向上及び省力化
を図る。
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（5）船舶のIoT化・自動運航船
IoT技術やビッグデータを活用することにより、①陸上からリアルタイムで
の船舶の機器監視や不具合発生時の迅速なサポートの実施、②天候等の予測情
報を活用した効率的なルートや航行速度の設定、③船舶が輻輳する航路におけ
る交通管制等により、効率的な船舶の航行を可能とする。また、自動運航船を
社会に取り入れるため、研究開発や基準・ルールの整備などによる海上交通の
高度化を進めるための取組を行う。

６．人材の確保・育成、物流への理解を深めるための国民への啓発活動等
　（＝育てる）

物流がその機能を果たしていくためには、それを支える多種多様な人材が必
要不可欠である。現場を支える人材の確保・育成に加え、関係者間の連携を促
進し物流の効率化・高付加価値化を図ることのできる提案力のある人材の確
保・育成等を図る。
加えて、持続的で効率的な物流の提供の観点から、荷主でもある消費者に対
して、物流の果たしている役割や特性が理解され、また利用されるよう、啓発
活動を行う。

（1）物流現場の多様な人材の確保や高度化する物流システムのマネジメント
を行う人材の育成等
国内における物流現場の多様な人材の確保に資するよう働き方改革等を通じ
て環境を整備する。
トラック運送業については、荷主とトラック事業者が連携・協働した長時間
労働改善の取組の支援などを通じて、働き方改革を推進し、労働条件の改善を
図ることに加え、運行形態の見直しや荷役分離等のドライバーの負担を軽減す
るための方策を通じて女性や若者を含めた多様な人材が活躍できる環境整備を
図る。
内航船員については、安定的な海上輸送確保のため、引き続き若年の優秀な
船員の確保・育成策に取り組み、その主要な供給源である独立行政法人海技教
育機構において、関係教育機関や関係団体等との連携のもと、質が高く、事業
者ニーズにマッチした船員の養成に取り組み、教育内容の高度化を図る。併せ
て、船内居住環境・労働環境の向上を通じた若年船員の雇用促進による年齢構
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造の改善や働き方改革による生産性の向上のための取組等を行う。
また、アジア諸国における我が国企業の海外展開に資するよう現地の人材の
育成等を図る。
高度化する物流システム・マネジメントを企画・設計・管理する人材の育成に
ついては、欧米企業ではサプライチェーンやロジスティクスのマネジメントを
担当する役員（CSCO（Chief Supply Chain Officer）やCLO（Chief Logistics 
Officer））が置かれる例もあることを踏まえ、こうした人材の重要性について
の産業界での認識が高まるとともに、大学での物流に関する専門的な教育の充
実が進むよう、関係者間での取組を促進するとともに、事業主における従業員
の人材育成の取組を促進し、加えて物流に関する資格制度について周知等を図
る。この際、IoT、BD、AI等の新技術を活用して効率化等を図るために不可
欠な情報技術分野の人材の育成も促進する。

（2）物流に対する理解を深めるための啓発活動
①国民一人一人が、物流の利用者の一員として物流全体について配慮した上
で行動を選択するよう、物流の社会的役割や物流が抱える課題に対する理解を
深める、②物流業界の果たす役割に相応しい評価が行われるよう、物流サービ
スが提供する付加価値についての認識を高める、③物流が持続的にその機能を
発揮できるよう、協力を得られる環境を作っていく、ことを目指して啓発活動
に取り組む。例えば、民間団体と連携した現場見学の実施、物流の社会的役割
や抱える課題等に対する理解を深めるためのコンテンツの作成や教育等の機会
を通じた理解の増進を促進する。
こうした取組を通じて、国民が物流に対して親しみを持つことによって、物
流分野を支える人材の裾野を広げる。
加えて、経済界や荷主に対して、サプライチェーン全体の効率化や物流の生
産性向上の必要性等への理解を求めるため、啓発活動等を行う。

　我が国の経済活動と国民生活を支える社会インフラたる物流がその機能を十分
に発揮していくため、これら６つの視点からの取組の推進を通じて、「強い物流」
の構築を図っていく。



―204―

参　　考

Ⅳ．今後の推進体制

本大綱は、物流に対するニーズが変化・複雑化し、また他方で第４次産業革
命とともにIoT、BD、AI等の新技術が登場するなど現在物流をとりまく環境
が大きく変化していることに鑑み、また、交通政策基本計画（平成27年２月13
日閣議決定）等の他の政府計画との整合性を考慮して、計画期間は2020年度ま
でとする。さらに我が国経済社会と物流を取り巻く状況が計画期間内に大きく
変化した場合には、必要に応じて本大綱の改定を行うこととする。
また、本大綱で示された方向性に基づいて具体的な施策を政府が一体となっ
て計画的に実施していくため、総合物流施策推進プログラムを策定し、PDCA
（Plan–Do-Check-Act）方式により進捗管理を行うとともに、施策の検証を通
して必要な修正を行うことにより、予定する効果が発揮されるようにしていく
こととする。
なお、物流施策の円滑な推進に当たっては、関係省庁や荷主、物流事業者と
いった民間との連携が重要となることはもちろんのこと、各省庁の地方支分部
局や、地方自治体といった公的主体との連携を強化していくことも重要である。
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用　語　解　説

【　ア　行　】
○アシストスーツ

　個人の身体能力の補助又は増強を行うことによって、必要な動作をするために使用
者を物理的に支援するロボット。

○インランドデポ
　港湾、空港以外の内陸部にある貿易貨物輸送基地。貨物の集配、通関業務、保管等
が行われる。多くの貿易貨物がコンテナ化されている現在、主としてコンテナの集
配、コンテナへの荷詰め・取り出し、空コンテナの一時保管等が行われる。

【　カ　行　】
○貨客混載

　貨物と旅客を同じ車両で輸送すること。公共交通機関の活用により、貨物輸送の効
率化等が期待される。

○コンテナラウンドユース
　輸入時に使用したコンテナを港頭地区における船社が指定する場所へ返却せず、輸
出時に再利用する方法。輸送コストの低減とCO₂排出削減が期待される。

【　サ　行　】
○ストック効果

　整備された社会資本が機能することで、整備直後から継続的かつ中長期にわたって
得られる効果。

○ストックマネジメント
　既存のインフラ（ストック）について、施設等の機能診断に基づく機能保全対策を
通じて、有効活用や長寿命化を図り、ライフサイクルコストを低減するための技術体
系及び管理手法の総称。

○セキュリティ・コンプライアンス・プログラム
貨物・輸送手段のテロ行為利用の防止等を目的として、一定のセキュリティ要件を満
たしていると認定した事業者に貿易円滑化措置等を提供する、事業者認定制度の総称。

○船舶管理会社
　内航海運業者との船舶管理契約に基づき、「船員配乗・雇用管理」業務、「船舶保守
管理」業務及び「船舶運航実施管理」業務の３つの業務を受託する会社。
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【　タ　行　】
○隊列走行

　複数のトラックを電子的に連結し、隊列を組んで走行させる技術。先頭車両の運転
操作のみで複数の後続車両を運行することが可能となることから、輸送の効率化が期
待される。

○ダブル連結トラック
　トラックとトレーラーを物理的に連結し、１台で通常の大型トラック２台分の輸送
が可能なトラック。トラック輸送の省人化を促進する。

○小さな拠点
　小学校区等複数の集落を包含する地域において、生活サービス機能や地域活動の拠
点を歩いて動ける範囲に集め利便性を高めるとともに、周辺集落とコミュニティバス
等の交通ネットワークでつなぐ地域の拠点。

○デザイン･フォー・ロジスティクス
　サプライチェーンマネジメントの最適化を図り、経済的な包装や、輸送に適した製
品設計を行うという考え方。

○動的荷重計測装置（WIM）
　走行中の車両の重量等を自動的に計測できる装置。Weight-In-Motionの略でWIM
とも呼ばれる。

○特車許可
特殊車両通行許可制度。車両の構造が特殊である車両、あるいは積載する貨物が特殊
な車両で、幅、長さ、高さ及び総重量のいずれかが一般的制限値を超える場合、道路
管理者が通行を許可する制度。

○トン数標準税制
　対外船舶運航事業者が、「日本船舶・船員確保計画」を作成し、国土交通大臣の認
定を受けた場合に,日本船舶等に係る利益について、船舶のトン数に応じたみなし利
益課税の選択が可能となる制度。

【　ハ　行　】
○パリ協定

　国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）において採択された2020年以
降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組み。今世紀後半に温室効果ガス
の人為的な排出量と吸収源による除去量との均衡を達成することによって、地球の平
均気温の上昇を2℃より十分下方に抑えるとともに、1.5℃に抑える努力を追求するこ
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となどを目的としている。協定は2016年11月に発効し、我が国も締約国となっている。

○フェリーヤード
　フェリーターミナルの施設の一つで、フェリーに積み卸しするシャーシ等を蔵置す
る場所。

○プッシュ型支援による物資輸送
　国が被災都道府県からの具体的な要請を待たないで、避難所避難者への支援を中心
に必要不可欠と見込まれる物資を調達し、被災地に物資を緊急輸送すること。

○ベリースペース
　旅客機等の床下に設けられた貨物を積み込むスペース。旅客機で貨物輸送を実施す
る場合、乗客の手荷物と併せて、貨物もこのスペースに積み込まれる。

【　ヤ　行　】
○ユニットロード

　複数の貨物を、機械や器具によって荷役を行ったり、輸送をするのに適した単位に
まとめたもの。代表的なものにパレタイズ貨物やコンテナ貨物等がある。

○ユニットロードターミナル
　物流の迅速性・効率性を向上させるため、貨物をシャーシやコンテナ等にまとめて

（ユニット化）積み卸しする輸送体系に対応したターミナル。

【　ラ　行　】
○ラストマイル

　輸送過程における末端部分の輸送のこと。宅配便では最寄りの集配センター等から
個人宅まで、災害時の支援物資輸送においては地域内輸送拠点等から各避難所までの
末端輸送を指す。

○流通加工
　品物の流通過程において、顧客の要望に応じて検品、値札付け、包装などを行う加
工作業。

【　英　数　字　】
○AEO（Authorized Economic Operator）制度

　国際貿易におけるセキュリティ確保と円滑化の両立を図るため、貨物のセキュリ
ティ管理を含む法令遵守の体制が整備された事業者（輸出者、輸入者、倉庫業者、通
関業者、運送者、製造者）に対して、税関長があらかじめ承認又は認定を行い、当該
事業者が迅速化・簡素化された税関手続を利用することを認める制度。
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○AI （Artificial Intelligence）
　「人工知能」とも訳され、知的な機械、特に、知的なコンピュータプログラムを作
る科学と技術のことをさす。

○BCP（Business Continuity Plan）
　事業継続計画の略称。災害時に特定された重要業務が中断しないこと、また万一事
業活動が中断した場合に目標復旧時間内に重要な機能を再開させ、業務中断に伴う顧
客取引の競合他社への流出、マーケットシェアの低下、企業評価の低下などから企業
を守るための経営戦略。

○BD（Big Data）
　ビッグデータの略称。利用者が急激に拡大しているソーシャルメディア内のテキス
トデータ、携帯電話・スマートフォンに組み込まれたGPS（全地球測位システム）か
ら発生する位置情報、時々刻々と生成されるセンサーデータなど、ボリュームが膨大
であると共に、構造が複雑化することで、従来の技術では管理や処理が困難なデータ
群。

○Connected Logistics
　サプライチェーンに参画する荷主や物流事業者等が、効率的で付加価値の高い全体
最適なサプライチェーンを構築・運用する上で必要不可欠な物流情報や業務の仕組み
を連携し、協働を図るため、個々のロジスティクスを繋げること。

○CRE（Corporate Real Estate）戦略
　企業不動産戦略の略称。CREについて、「企業価値向上」の観点から、経営戦略的
視点に立って見直しを行い、不動産の価値を最大限引き出すことで、生産性の向上を
図ろうとする考え方。

○ETC（Electronic Toll Collection System）2.0 
　従来の自動料金収受だけでなく、渋滞回避や安全運転支援等の情報提供サービスに
加え、路側機を通して収集される経路情報を活用した新たなサービスを受けられるシ
ステム。

○HCFC（HydroChloroFluoroCarbon）
　ハイドロクロロフルオロカーボンの略称。他のフロン類に比べるとオゾン層破壊効
果が比較的小さいことから広く普及してきたが、オゾン層破壊効果が依然としてある
ことから、モントリオール議定書において全廃の対象として定められている。

○HFC（HydroFluoroCarbon）
　ハイドロフルオロカーボンの略称。オゾン層破壊効果が全くないことからHCFCな
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どの代替品として普及しているが、温室効果が大きいことから、2016年のモントリ
オール議定書改正において新たに削減対象となった。

○ICT（Information and Communication Technology）
　情報通信技術の略称。

○IoT（Internet Of Things）
　「モノのインターネット」と呼ばれる。自動車、家電、ロボット、施設などあらゆ
るモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化
やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出す。 

○KS/RA（Known Shipper / Regulated Agent）制度
　航空機に搭載する航空貨物について、ICAO国際標準等に基づき、高いセキュリ
ティ・レベルを維持しつつ、物流の円滑化を図るため、荷主から航空機搭載まで一貫
して航空貨物を保護する制度。この制度において、航空貨物等について適切な保安対
策を講じていると認められた特定航空貨物利用運送事業者等（RA：国が認定）及び
特定荷主（KS：RAが認定）が一貫して貨物を航空運送事業者に搬入する場合、KS
が爆発物検査を行い出荷した貨物は、その後爆発物検査を受けることなく航空機に搭
載することが認められている。

○NACCS（Nippon Automated Cargo and Port Consolidated System）
　輸出入・港湾関連情報処理システムの略称。税関手続全般に加え、輸出入に関連す
る食品衛生・動植物検疫手続、貿易管理手続及び港湾・空港に関連する入出港手続等
の行政手続並びに輸送、保管等の輸出入に関連する民間業務を電子的に処理する官民
共用システム。

○NOx
　窒素酸化物の総称。燃料を高温で燃やすことで発生し、大気汚染を引き起こす。光
化学スモッグや酸性雨の原因となるほか、地球温暖化の要因にもなる。

○RFID（Radio Frequency Identifier）
誘導電磁界または電波によって、非接触で半導体メモリのデータを読み出し、書き込
みのために近距離通信を行うものの総称。無線を利用した自動認識技術の１つ。

○RORO（Roll-on/Roll-off）船
　貨物をトラック、トレーラーに積載したまま岸壁から船舶に積み込み、又は船舶か
ら岸壁に積み卸す荷役が可能な船舶。
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○SOx
　硫黄酸化物の総称。石油や石炭などの化石燃料が燃焼する際に発生し、大気汚染を
引き起こす。気管支炎やぜん息の原因となるほか、酸性雨の原因にもなる。
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流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律について
（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部を改正
する法律（平成28年法律第36号による改正を踏まえている。）

１　法律の概要
（1）支援対象事業
　本法律における支援の対象事業は流通業務総合効率化事業
である。
　流通業務総合効率化事業とは，「二以上の者が連携して，
輸送，保管，荷さばき及び流通加工を一体的に行うことによ
る流通業務の総合化を図るとともに，輸送網の集約，効率性
の高い輸送手段の選択，配送の合理化その他の輸送の合理化
を行うことによる流通業務の効率化を図る事業（当該事業の
用に供する特定流通業務施設の整備を行う業務を含む。）で
あって，物資の流通に伴う環境への負荷の低減に資するとと
もに，流通業務の省力化を伴うもの」である。
　ここでいう特定流通業務施設とは，「トラックターミナル，
卸売市場，倉庫又は上屋であって，高速自動車国道，鉄道の
貨物駅，港湾，漁港，空港その他の物資の流通を結節する機
能を有する社会資本等の近傍に立地し，物資の搬入及び搬出
の円滑化を図るための情報処理システムその他の輸送の合理
化を図るための設備並びに流通加工の用に供する設備を有す
るもの」である。

（2）基本方針の策定
　主務大臣は，流通業務の総合化・効率化に関する基本的な
ビジョンを基本方針として定め，これを公表することとして
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いる。この基本方針には，本法の支援事業である流通業務総
合効率化事業について，備えるべき効率化等の内容や実施方
法といった事項が盛り込まれ，事業者が計画を作成するに当
たってのガイドラインとしての役割を果たすものとなる。

（3）総合効率化計画の作成
　流通業務総合効率化事業を実施しようとする者は，総合効
率化計画を主務大臣に提出し，その内容が適当である旨の認
定を受けることができる。この計画には，当該事業の目標の
ほか，物流拠点の集約化や輸配送の共同化，モーダルシフト
の実施といった物流の総合化・効率化の内容，実施時期，必
要な資金の額と調達方法等の事項を記載する必要があり，そ
の他必要に応じて特定流通業務施設の整備の内容等を記載す
ることとなる。

（4）総合効率化計画の認定
　総合効率化計画の提出を受けた主務大臣は，当該計画が，
基本方針に適合していること，事業の遂行が確実であると認
められること，特定流通業務施設を整備する場合にはその立
地，規模，構造及び設備が省令で定める基準に適合すること
等の要件を満たす場合には，これを認定することとなる。ま
た，総合効率化計画に従って行われる事業の中に，倉庫業，
貨物利用運送事業及び貨物自動車運送事業等が含まれる場合
には，これらの事業についての事業許可基準等を満たしてい
ることも併せて確認する。
　すなわち，認定に当たっては，総合効率化計画が第１に基
本方針や施設の基準に適合することなど政策的に誘導すべき
基準を満たしていることと，第２に事業許可等の基準を満た
していることの２つの側面から審査が行われることとなる。
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（5）認定事業に対する支援
　本法では，総合効率化計画の認定を受けた事業者に対し
て，次の支援措置を講ずることとしている。
①事業許認可等の一括取得
　流通業務総合効率化事業として倉庫業や貨物自動車運送
事業等を一体的に行う場合には，その事業を開始するに当
たり各事業法における手続（営業許可の取得や事業計画の
変更認可など）が必要になる。
　これらの手続は本来各事業法に則って個別に行うもので
あるが，複数の物流関係事業を営もうとする者がこれらの
手続を効率化計画の認定の申請とは別に行うのは，当該申
請内容が効率化計画の内容と重複することもあり，煩雑で
ある。
　このため，総合効率化計画の実施に必要な第一種貨物利
用運送事業の登録，第二種貨物利用運送事業の許可，一般
貨物自動車運送事業の許可，一般旅客定期航路事業の許
可，鉄道事業の許可，軌道事業の特許，トラックターミナ
ル事業の許可，倉庫業の登録といった許認可等について
は，総合効率化計画の認定をもってこれらを受けたものと
みなすこととする。
　本法における物流関係事業法の許認可等についての特例
は，重複する手続を一括化することにより事業者の負担を
軽減し，流通業務の一体的実施の支援することを目的とし
たものである。
②特定流通業務施設整備に対する支援
　流通業務総合効率化事業を実施する際には，社会資本と
連携した物流拠点施設を整備することもでき，本法では次
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の支援措置を用意している。
イ　�物流拠点施設（特定流通業務施設）に関する税制特例
（税法で規定）

　　�2004年度末の「税制改正大綱」において，倉庫用建物
に対する税制が本法と連動して重点化され，本法で認
定された総合効率化計画に係る倉庫用建物について，
割増償却（10％割増）及び固定資産税の課税標準の特
例（当初５年間1／2）が受けられることとなった。

ロ　立地規制に関する配慮
　　�特定流通業務施設が市街化調整区域に立地する場合，
当該施設の整備に当たっては都市計画法に基づく開発
許可が必要となるが，認定を受けた総合効率化計画に
係る特定流通業務施設については，その整備が円滑に
行われるように許可処分に当たって配慮がなされるこ
ととなっている。

③中小企業者等に対する支援措置
　流通業務総合効率化事業の実施には多額の資金が必要で
あり，中小企業者など資金力・信用力が比較的小さい事業
者にとっては，流通業務総合効率化事業を実施することが
困難となることも想定される。このため，本法では中小企
業者に対する資金面での支援措置として次の特例を用意し
ている。
イ　�中小企業信用保険法及び中小企業投資育成株式会社法
の特例

　　�認定を受けた総合効率化計画に従って中小企業者が実
施する流通業務総合効率化事業に必要な資金の調達に
関して，信用保険の付保限度額の同額別枠化，保険料
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率の引き下げ等を行うほか，中小企業投資育成株式会
社による投資の対象となる株式会社の資本金要件を緩
和する。

ロ　食品流通構造改善促進法の特例
　　�認定を受けた総合効率化計画に従って食品生産業者等
が実施する流通業務総合効率化事業に対し，食品流通
構造改善促進機構が借入金の債務保証，特定流通業務
施設の受託整備等を行うこととする。

④その他
　上記の支援措置の他，流通業務総合効率化事業の認定を
受けることによる補助等の予算措置や，独立行政法人中小
企業基盤整備機構による高度化融資等を受けることも可能。
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流通業務市街地の整備に関する法律に
ついて

１．目的
都市内においては物流関連施設の立地の増大・広域化，及び
物流関連自動車交通の増大により，流通機能の低下や交通混雑
の悪化を招いている現状にある。このため，広域的な物流拠点
である流通業務市街地を整備し，流通業務施設の集約化を促進
することにより，流通機能の向上及び道路交通の円滑化を図り，
もって都市機能の維持・増進に寄与することを目的とする。

２．対象都市の要件
以下の要件のいずれかに該当する都市が対象となる。（都道

府県知事が定める「基本方針」において具体的な都市を定める。）
（1）相当の流通業務施設の立地により流通機能の低下及び自動
車交通の渋滞を来している都市であって，流通業務市街地を
整備することが相当であると認められるものであること。

（2）高速自動車国道その他の高速輸送に係る施設の整備の状
況，土地利用の動向等からみて相当数の流通業務施設の立地
が見込まれ，これにより流通機能の低下及び自動車交通の渋
滞を来すおそれがあると認められる都市であって，流通業務
市街地を整備することが相当であると認められるものである
こと。
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流通業務市街地の整備に関する法律に
ついて

１．目的
都市内においては物流関連施設の立地の増大・広域化，及び
物流関連自動車交通の増大により，流通機能の低下や交通混雑
の悪化を招いている現状にある。このため，広域的な物流拠点
である流通業務市街地を整備し，流通業務施設の集約化を促進
することにより，流通機能の向上及び道路交通の円滑化を図り，
もって都市機能の維持・増進に寄与することを目的とする。

２．対象都市の要件
以下の要件のいずれかに該当する都市が対象となる。（都道

府県知事が定める「基本方針」において具体的な都市を定める。）
（1）相当の流通業務施設の立地により流通機能の低下及び自動
車交通の渋滞を来している都市であって，流通業務市街地を
整備することが相当であると認められるものであること。

（2）高速自動車国道その他の高速輸送に係る施設の整備の状
況，土地利用の動向等からみて相当数の流通業務施設の立地
が見込まれ，これにより流通機能の低下及び自動車交通の渋
滞を来すおそれがあると認められる都市であって，流通業務
市街地を整備することが相当であると認められるものである
こと。
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３．制度の概要
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一 貫 パ レ チ
ゼ ー シ ョ ン

インタクト輸送

貨 物 純 流 動

貨 物 総 流 動

：パレット（荷台）をベースとしてユニットベー
ス（１つの単位にまとめた貨物：特にパレット
ロードともいう）を作り，これをフォークリフ
トなどの荷役機械を用いて扱い，輸送，保管，
包装の合理化を図る手段をパレチゼーションと
いい，ユニットロード（パレットロード）のま
ま発送から到着の荷卸しまで一貫して輸送する
方式。

：航空機へ搭載する貨物を荷主又はフォワーダー
（利用輸送事業者）施設からULD（Unit Load
Device，航空貨物輸送用パレット）単位に梱包
された状態で運搬し積み込むこと。また，航空
機から荷下ろしされた貨物をULD単位に梱包
されたままフォワーダー又は荷主の施設へ引き
渡すこと。

：貨物そのものの動きに着目し，貨物の出発点か
ら到着点までを一区切りの流動として捉えたも
ので，真の流動量が把握できる。

：輸送機関に着目し，それぞれの輸送機関の貨物
の輸送を一区切りの流動として捉えたもの。
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用 語 一 覧

一 貫 パ レ チ
ゼ ー シ ョ ン

インタクト輸送

貨 物 純 流 動

貨 物 総 流 動

：パレット（荷台）をベースとしてユニットベー
ス（１つの単位にまとめた貨物：特にパレット
ロードともいう）を作り，これをフォークリフ
トなどの荷役機械を用いて扱い，輸送，保管，
包装の合理化を図る手段をパレチゼーションと
いい，ユニットロード（パレットロード）のま
ま発送から到着の荷卸しまで一貫して輸送する
方式。

：航空機へ搭載する貨物を荷主又はフォワーダー
（利用輸送事業者）施設からULD（Unit Load
Device，航空貨物輸送用パレット）単位に梱包
された状態で運搬し積み込むこと。また，航空
機から荷下ろしされた貨物をULD単位に梱包
されたままフォワーダー又は荷主の施設へ引き
渡すこと。

：貨物そのものの動きに着目し，貨物の出発点か
ら到着点までを一区切りの流動として捉えたも
ので，真の流動量が把握できる。

：輸送機関に着目し，それぞれの輸送機関の貨物
の輸送を一区切りの流動として捉えたもの。
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ク ー リ エ

クロスドック機能

国 際 複 合
一 貫 輸 送

混 載 差 益

コ ン テ ナ デ ポ

サードパーティ
ロジスティクス

（Third Party
Logistics）

：航空輸送を用いた国際宅急便のうち，契約書・
業務用資料等の書類や小口貨物を対象とするも
の。

：入庫した貨物を保管することなく，迅速に顧客
あるいは受荷主別に仕分け，配送車両や船舶・
航空機に積替えること。

：①少なくとも２つの運送手段によって行われ
る，②１つの運送契約に基づく，③２国間の物
品運送のこと（1980年国連国際物品複合運送条
約）。

：混積業者は，荷主から集めた小口貨物を大口貨
物に仕立てることによって，安い運賃で運送を
委託できることになるが，この場合の荷主から
の運賃と委託先へ支払う運賃の差のこと。

：鉄道コンテナの保管，コンテナ貨物の荷捌・保
管，積卸しを行う拠点施設。

：荷主に対して物流改革を提案し，包括して物流
業務を受託する業務のこと。荷主の側からみる
と，アウトソーシング（業務委託）をすること
となるが，その分，本業に専念することが可能
となる。また，個別に業務を委託するのではな

在 庫 管 理

シー・アンド・
エアー

実 車 率

実 働 率

く，一括して業務委託を行うことにより，企業
のSCMがスムーズに進行し，物流コストの低
減につながる。

：物流事業者が取引企業のニーズに応じて在庫管
理を行うこと。Vender Managed Inventory

（納入業者側が納入先であるメーカーや小売店
に代わって在庫を管理し，必要に応じて部品や
製品の自動補充をすること）等の例が増加して
いる。保税地域内の施設でVMIを行えば，輸
入時ではなく，補充のための出庫時において関
税納付することになり，キャッシュフロー上の
メリットがある。

：主に欧米向きに海上輸送と航空輸送を組み合わ
せた国際複合一貫輸送の一形態。

：車両の利用効率を示す指標。全走行距離に自動
車が貨物を積載して走行した実車距離が占める
比率を実車率という。反対に，全走行距離に自
動車が貨物を積載せずに走行した空車距離が占
める比率を空車率という。

：車両の利用効率を示す指標。貨物輸送のために
走行した自動車を実働車といい，登録自動車が
一定期間中に延日数にして何両あったかを表し
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ク ー リ エ

クロスドック機能

国 際 複 合
一 貫 輸 送

混 載 差 益

コ ン テ ナ デ ポ

サードパーティ
ロジスティクス

（Third Party
Logistics）

：航空輸送を用いた国際宅急便のうち，契約書・
業務用資料等の書類や小口貨物を対象とするも
の。

：入庫した貨物を保管することなく，迅速に顧客
あるいは受荷主別に仕分け，配送車両や船舶・
航空機に積替えること。

：①少なくとも２つの運送手段によって行われ
る，②１つの運送契約に基づく，③２国間の物
品運送のこと（1980年国連国際物品複合運送条
約）。

：混積業者は，荷主から集めた小口貨物を大口貨
物に仕立てることによって，安い運賃で運送を
委託できることになるが，この場合の荷主から
の運賃と委託先へ支払う運賃の差のこと。

：鉄道コンテナの保管，コンテナ貨物の荷捌・保
管，積卸しを行う拠点施設。

：荷主に対して物流改革を提案し，包括して物流
業務を受託する業務のこと。荷主の側からみる
と，アウトソーシング（業務委託）をすること
となるが，その分，本業に専念することが可能
となる。また，個別に業務を委託するのではな

在 庫 管 理

シー・アンド・
エアー

実 車 率

実 働 率

く，一括して業務委託を行うことにより，企業
のSCMがスムーズに進行し，物流コストの低
減につながる。

：物流事業者が取引企業のニーズに応じて在庫管
理を行うこと。Vender Managed Inventory

（納入業者側が納入先であるメーカーや小売店
に代わって在庫を管理し，必要に応じて部品や
製品の自動補充をすること）等の例が増加して
いる。保税地域内の施設でVMIを行えば，輸
入時ではなく，補充のための出庫時において関
税納付することになり，キャッシュフロー上の
メリットがある。

：主に欧米向きに海上輸送と航空輸送を組み合わ
せた国際複合一貫輸送の一形態。

：車両の利用効率を示す指標。全走行距離に自動
車が貨物を積載して走行した実車距離が占める
比率を実車率という。反対に，全走行距離に自
動車が貨物を積載せずに走行した空車距離が占
める比率を空車率という。

：車両の利用効率を示す指標。貨物輸送のために
走行した自動車を実働車といい，登録自動車が
一定期間中に延日数にして何両あったかを表し
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車 扱 い

総 合 保 税 地 域

電 子 タ グ

特 別 積 合 せ
貨 物 運 送

（ 特 積 み ）

トランクルーム

た実在延日車に，一定期間中に実働車が延日数
にして何両あったかを表した実働延日車が占め
る比率を実働率という。

：鉄道貨物輸送において，貨車一両単位で貸切り
輸送をすること。石油やセメント等の貨物を輸
送する際に用いられている。

：保税蔵置場，保税工場，保税展示場の機能を併
せ持った保税地域。

：ICチップを内蔵したタグ。この中に個別の識
別情報等を格納しておくことで，電波を利用し，
接触することなく近接した距離において格納さ
れたデータを読み書きすることが可能となる。
また，非接触でICチップのデータを読み書き
する技術の総称をRFID（Radio Frequency
Identification）という。

：営業所等の集配拠点間で定期的な運送を行うと
ともに，集配拠点において，集荷した貨物を発
送するための仕分け及び到着した貨物を配達す
るための仕分けを行う貨物運送の形態。

：特別な，保管を必要とする個人等の貨物を中心
に取扱う倉庫の一形態。

内 貿 ユ ニ ッ ト
ロードターミナル

パ レ ッ ト デ ポ

プッシュプルフ
ォ ー ク リ フ ト

フ レ イ ト ・
フ ォ ワ ー ダ ー

：増大する国内雑貨輸送の効率化を図るため，ユ
ニットロード（パレット，コンテナ）をフェリ
ー，RO/RO船，内航コンテナ船により効率的
に海上輸送するために必要となる岸壁，ヤード
等の港湾施設。海陸の結節点として重要な役割
を担う。

：パレットの貸出・返却，保管，修理，在庫管理
等を行う施設。

：平パレットに比べて大容量の貨物を積載でき
る軽量のシートパレットによる貨物の荷役を行
うための専用フォークリフトであり，省エネル
ギー効果，一貫パレチゼーションの促進効果が
ある。

：NVOCC（Non-Vessel Operating Common
Carrier）として，①国際複合一貫輸送等の利
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車 扱 い

総 合 保 税 地 域

電 子 タ グ

特 別 積 合 せ
貨 物 運 送

（ 特 積 み ）

トランクルーム

た実在延日車に，一定期間中に実働車が延日数
にして何両あったかを表した実働延日車が占め
る比率を実働率という。

：鉄道貨物輸送において，貨車一両単位で貸切り
輸送をすること。石油やセメント等の貨物を輸
送する際に用いられている。

：保税蔵置場，保税工場，保税展示場の機能を併
せ持った保税地域。

：ICチップを内蔵したタグ。この中に個別の識
別情報等を格納しておくことで，電波を利用し，
接触することなく近接した距離において格納さ
れたデータを読み書きすることが可能となる。
また，非接触でICチップのデータを読み書き
する技術の総称をRFID（Radio Frequency
Identification）という。

：営業所等の集配拠点間で定期的な運送を行うと
ともに，集配拠点において，集荷した貨物を発
送するための仕分け及び到着した貨物を配達す
るための仕分けを行う貨物運送の形態。

：特別な，保管を必要とする個人等の貨物を中心
に取扱う倉庫の一形態。

内 貿 ユ ニ ッ ト
ロードターミナル

パ レ ッ ト デ ポ

プッシュプルフ
ォ ー ク リ フ ト

フ レ イ ト ・
フ ォ ワ ー ダ ー

：増大する国内雑貨輸送の効率化を図るため，ユ
ニットロード（パレット，コンテナ）をフェリ
ー，RO/RO船，内航コンテナ船により効率的
に海上輸送するために必要となる岸壁，ヤード
等の港湾施設。海陸の結節点として重要な役割
を担う。

：パレットの貸出・返却，保管，修理，在庫管理
等を行う施設。

：平パレットに比べて大容量の貨物を積載でき
る軽量のシートパレットによる貨物の荷役を行
うための専用フォークリフトであり，省エネル
ギー効果，一貫パレチゼーションの促進効果が
ある。

：NVOCC（Non-Vessel Operating Common
Carrier）として，①国際複合一貫輸送等の利
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モーダルシフト

輸送トンキロ

輸 送 ト ン 数

ランド・ブリッジ

流 通 加 工

用運送，②船社等の実運送人への運送の取次，
③コンテナ詰め，船腹スペースの手配，船積書
類の作成等運送に付帯するサービスの提供を行
う事業者のこと。

：輸送モードをトラックから海運や鉄道に転換す
ること。都市部での道路混雑の緩和や住環境の
改善，温室効果ガスの排出抑制効果と併せて，
物流事業における労働生産性を向上する効果も
ある。

：輸送した各々の貨物（トン）にそれぞれの貨物
を輸送した距離（キロ）を乗じたものの累積。

：輸送した貨物の総トン数。

：国際複合一貫輸送のルートにおいて大陸等陸路
を大きな架け橋にみたてた概念。通常，海上航
路のバイパス的役割を果している代表例とし
て，シベリア・ランド・ブリッジ，ミニ・ラン
ド・ブリッジなどがある。

：入庫した貨物に対し，検品・ラベル貼り・値札
付け・組み立て・箱詰め・梱包・方面別仕分け
等を行うこと。

ロ ー ル オ ン ・
ロ ー ル オ フ 船

Ｅ Ｃ
（Electronic
Commerce）

Ｅ Ｄ Ｉ
（Electronic
Data Inter‐
change）

：船首尾または船側に出入口を設け，コンテナ又
はトレーラー積みなどの貨物を①フォーク・リ
フト又はトラック等により直接水平に積卸しす
る②トレーラ等をそのまま積み込み無人航送す
る船舶。クレーンで積卸しが行われる通常の船
舶に比べ荷役時間，経費が節減できる。（なお，
フェリーは人と自動車とを一体として航送する
ものであるが，特にトラックを無人航送する場
合，その機能が内航ロールオン，ロールオフ船
に類似。）

：電子的に商取引を行うことの総称。ECは，企
業間の受発注業務等に活用される「企業間EC」
と，企業と消費者の間のインターネットショッ
ピング等に活用される「企業・消費者間EC」
に二分される。

：企業間ECを実現する重要な手段であり，企業
間でオンラインにより共通フォーマットの取引
データを交換することである。EDIは人を介在
しないコンピュータ間のデータ交換を目的とし
ている。これにより，受発注情報を伝票に書き
写したりすることなく，そのまま発注情報とし
て利用したりすることが可能となる。
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モーダルシフト

輸送トンキロ

輸 送 ト ン 数

ランド・ブリッジ

流 通 加 工

用運送，②船社等の実運送人への運送の取次，
③コンテナ詰め，船腹スペースの手配，船積書
類の作成等運送に付帯するサービスの提供を行
う事業者のこと。

：輸送モードをトラックから海運や鉄道に転換す
ること。都市部での道路混雑の緩和や住環境の
改善，温室効果ガスの排出抑制効果と併せて，
物流事業における労働生産性を向上する効果も
ある。

：輸送した各々の貨物（トン）にそれぞれの貨物
を輸送した距離（キロ）を乗じたものの累積。

：輸送した貨物の総トン数。

：国際複合一貫輸送のルートにおいて大陸等陸路
を大きな架け橋にみたてた概念。通常，海上航
路のバイパス的役割を果している代表例とし
て，シベリア・ランド・ブリッジ，ミニ・ラン
ド・ブリッジなどがある。

：入庫した貨物に対し，検品・ラベル貼り・値札
付け・組み立て・箱詰め・梱包・方面別仕分け
等を行うこと。

ロ ー ル オ ン ・
ロ ー ル オ フ 船

Ｅ Ｃ
（Electronic
Commerce）

Ｅ Ｄ Ｉ
（Electronic
Data Inter‐
change）

：船首尾または船側に出入口を設け，コンテナ又
はトレーラー積みなどの貨物を①フォーク・リ
フト又はトラック等により直接水平に積卸しす
る②トレーラ等をそのまま積み込み無人航送す
る船舶。クレーンで積卸しが行われる通常の船
舶に比べ荷役時間，経費が節減できる。（なお，
フェリーは人と自動車とを一体として航送する
ものであるが，特にトラックを無人航送する場
合，その機能が内航ロールオン，ロールオフ船
に類似。）

：電子的に商取引を行うことの総称。ECは，企
業間の受発注業務等に活用される「企業間EC」
と，企業と消費者の間のインターネットショッ
ピング等に活用される「企業・消費者間EC」
に二分される。

：企業間ECを実現する重要な手段であり，企業
間でオンラインにより共通フォーマットの取引
データを交換することである。EDIは人を介在
しないコンピュータ間のデータ交換を目的とし
ている。これにより，受発注情報を伝票に書き
写したりすることなく，そのまま発注情報とし
て利用したりすることが可能となる。
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Ｆ Ｃ Ｌ
（Full Container
Load Cargo）

Ｇ Ｃ Ｗ

Ｇ Ｖ Ｗ

Ｌ Ｃ Ｌ
（Less than
Cotainer Load
Cargo）

Ｎ Ｖ Ｏ Ｃ Ｃ
（Non-Vessel
Operating
Common
Carrier）

P O S シ ス テ ム
（Point Of Sales）

：コンテナ１個を単位として発送される大口の貨
物をいう。

：Gross conbination weight
連結車の総重量

：Gross Vehicle weight
車両総重量

：FCLに対する用語でコンテナ１個に満たない小
口の貨物をいう。

：自ら実運送手段を持たない元請運送人のこと。
1984年米国新海運法によりコモンキャリアとし
て認知された。

：販売時点（小売店舗）における販売活動を総合
的に把握するシステム。本社と端末（レジスタ
ー）を連結させることで，販売時点での売上管
理，在庫管理，商品管理などが容易にできる。
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Ｆ Ｃ Ｌ
（Full Container
Load Cargo）

Ｇ Ｃ Ｗ

Ｇ Ｖ Ｗ

Ｌ Ｃ Ｌ
（Less than
Cotainer Load
Cargo）

Ｎ Ｖ Ｏ Ｃ Ｃ
（Non-Vessel
Operating
Common
Carrier）

P O S シ ス テ ム
（Point Of Sales）

：コンテナ１個を単位として発送される大口の貨
物をいう。

：Gross conbination weight
連結車の総重量

：Gross Vehicle weight
車両総重量

：FCLに対する用語でコンテナ１個に満たない小
口の貨物をいう。

：自ら実運送手段を持たない元請運送人のこと。
1984年米国新海運法によりコモンキャリアとし
て認知された。

：販売時点（小売店舗）における販売活動を総合
的に把握するシステム。本社と端末（レジスタ
ー）を連結させることで，販売時点での売上管
理，在庫管理，商品管理などが容易にできる。

Ｓ Ｃ Ｍ
（Supply Chain 
Management）

：企業内にとどまらず，メーカー等のサプライヤ
ー，物流事業者，卸・小売業者等の異なった組
織・企業間をまたがる全体・一貫的な物の動き
を，EDIや情報の共有化等により統合的に管理
すること。SCMの構築により，トータルとし
ての在庫削減，物流合理化が図られ，より早く，
より安く，より確実な製品の供給が可能となる。
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